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高木章雄

地震ジャーナル 50号刊行に寄せて

地震ジャーナル 50号が特別号として「これだ

けやればこれだけわかる一明日の地震予知総合研

究に向けて一Jのテーマで編集されると伺い「地

震予知研究の歩みのこれまでを知り,そ してこれ

からを考えるJ時宜を得た企画であると思いまし

た。特に 2011年 1月 は当地震予知総合研究振興

会の創立 30周年を迎え,人生で言えばこれから

を期待される節目の年でもあり,更に新公益財団

法人移行に向け努力第 1年の年でもあります そ
の魁となる地震ジャーナル 50号は末長 く記憶に

残る特集号になると思います

12年間の長きにわたり地震予知連絡会会長の

重職を果たされました萩原尊稽先生は,地震予知

研究をはじめ夫々の分野で多岐にわたり行われて

いる地震に関する研究を総合化し発展させて,そ

の成果を地域社会の地震防災に役立て,国民の安

全,安心の願いに応えるべく,1981年 ,地震予知

総合研究振興会を設立され,そ の後事業が円滑に

進捗 し定常的になりましたのを機会に,1986年 ,

地震ジャーナル 1号が創刊されました。

当振興会が設立されました背景には,当時次々

と地震に関する極めて重要な観測事実が報告され

たからです 1965年地震予知研究計画発足後,第

一次,二次計画では夫々の機関において決して多
いと言えない研究者がよりS/Nの 良いデータの

収集に努力したのですが,収集・処理能力の遅れ

は如何とも避けられませんでした。萩原尊嘘先生

は一貫 して観測の蓄積を重視されていましたの

で, この難点を打開するため第二次計画にテレ

メータによる集中観沢l方式が採用されました こ
の方式の実施後震源決定精度が格段 と上がり,

次々と新 しい重要な成果が生まれました。緯 39

度線に沿った東西地震断面には二重深発地震面が

発見され,かつその上下三面に分布する地震のメ

カニズムから沈み込む大平洋プレートの動態が実

感として理解でき,ま た 1978年宮城県沖地震の

観沢1か らブレート境界地震のサイスモジェニック

ゾーン (固着域)は深さ約 15kmか ら60 kmで あ

ることなど,冷たい太平洋プレートの沈み込みに

関する重要な情報が得られました.ま た,爆破地

震動研究グループにより男鹿半島一気仙沼を結ぶ

測線直下の地殻構造が明らかにされていました

が,そ の構造から6km/sec層 に地震が集中して

発生していることが確かめられました.

関東平野直下は大平洋プレートとフィリッピン

海プレートが沈み込み,かなり深部までさまさま

なタイプの地震が活発に発生 しています 1973年

国立防災科学技術センター (現在独立行政法人防

災科学技術研究所)が埼玉県岩槻に 3,510mの 深
井戸を掘削 し地震計を設置,観測を開始 しまし

た。その後増設された江東,府中の深井戸観測点

等による首都圏観潰1網の観浜l結果から5つ のタイ

プの地震像が明らかにされ,首都圏直下の地震防

災対策の重要な基礎資料となりました。

更に 1978年,地震予知研究と防災対策が直接

結びつく大規模地震対策特別措置法が制定され,

1979年 この特別措置法に基づいて東海地域の 170

市町村が地震防災対策強化地域に指定されたこと

により,地震観漫1が格段と強化され,検知レベル

の相対的に低かった東海地方の地震防災に対する

貴重な資料の蓄積が期待されました。以上述べま

した事象が地震予知総合研究振興会設立当時の地

震環境でした

阪神・淡路大震災 (1995)を契機に,政府に地

震調査研究推進本部が設置され,そ の実施機関と

して防災科学技術研究所により,一定規格で全国

をカバーするような基盤的地震研究観測網が立案

されました その中で高感度地震観沢1網 Hi‐ net
は内陸に発生する大きな地震の規模の評価に直接

必要な地震発生層の厚さ,或いはその下限の深さ
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の情報を得るため精度の高い震源決定を目指し,

設置点の基盤の堅さにもよるが少なくとも深さ

100m以上の観浪1井の孔底に固有周期 1秒 3成分

高感度速度計を設置しています また観測点間隔
は 20 km,こ の数値はほぼ 10 kmよ り深い震源を

確実に決定するためです。

この計画を萩原尊嘘先生にお伝えしました。大

変お喜びになりましたが,し ばらくして「5km」

にならないかと申されました。その時私のショッ

クは今でも鮮明です 先生は全国一律に5kmと

申されたのではなく,そ の必要性を指摘されたの

でした。実際に最近発生 した M7ク ラスの地震
には震源が 10 kmよ り浅い事実が報告されてい

ます.改めて萩原尊證先生の洞察力の偉大さを感

じています.歪集中帯等の直下の深さ 10kmよ り

浅い地殻の構造調査がこれからの大きな課題であ

り,既に潜在する撓曲構造帯について超棚密な高

感度地震観測網による地震構造調査が始められま

した

阪神・淡路大震災を契機に,地殻変動調査研究

が国土地理院により格段と整備され,GPSに よ

る日本列島全域の地殻歪のモニタリングが着実に

実施されて,即時的な成果が得られるようになり

ました.

地震予知研究の道筋の一つとして,大きな地震

発生に至る準備過程を理解してモデル化しそれを

基にしてシミュレーションを構築 して大破壊に至

る経過を予没1し ,モニタリングを実施する事が重

要です。例えば,東北地方内陸の活断層直下では

表面からモホ面深度まで連続する低速度帯が存在

することや,そ の地域の歪み速度などを考慮 した

モデリングが可能であります

また暖かいフィリッピン海プレートの先端近く

の等深線に沿って帯状に分布する低周波地震微動

群活動と現在紀伊半島沖に構築されている海底下

地震観浪1網から得られるカップリング情報が期待

されますから,そのモデル化とそれに基づくシミュ

レーションヘの構築が可能となりましょう.

このようにしてこれからの地震の長期予測の精

度が徐々に上がり,地震災害の軽減に大きく貢献

するものと信じています。

高木章雄

[たかぎ あきお]
現職 (財)地震予知総合研究振興会会

長,東北大学名誉教授
理学博士

略歴 東北大学理学部地球物理学科卒
業,東北大学理学部助教授,教授,鹿児島大学理学部教

授を経て現職

研究分野 地震学
著書  EαγF/29“αたοF物ごJο

`′

ο″ Tοσ力π:gzο s― T/1ο′″■,

メ′εα″ο77′πJのαπ(With T Asada et al,Univ Tokyo

Press)1982,『 東海地震の予知と防災』(共編,静岡新聞

社)1997
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岡田義光

1.は じめ に

地震予知に対する人々の期待は,いつの時代で

も大きい.

文部科学省科学技術政策研究所では,「デルファ

イ調査」と呼ばれる今後 30年間の技術予測調査を

1971年よりほぼ 5年 ごとに実施 していて,第一線

の研究者約 4,000人 による我が国の将来像予測が

行われているが, そこでは「M7級の地震が数カ

月程度の精度で予浪1で きるようになる」といった

項目が,期待を込めて常に上位を占めている。

このデルファイ調査では,エ レクトロニクス関

連や宇宙技術関連で挙げられた予想項目が次々と

現実のものとなり,次回以降の調査では消えてい

くのに対し,地震予知関連の技術は,調査結果の

常連の項目として毎回挙げられてくる すなわ

ち,予測は実現されないまま,「逃げ水」のように

毎回登場してくるというのが実情である。このよ

うな状態を打破 し,我々が真の地震予知実現に近

づくためには,一体何をなすべきなのであろうか。

2.シ ミュレーションの役割

わが国の地震予知計画は,1995年の阪神・淡路

大震災を契機として,それまでの前兆現象発見に

重点を置いた経験的なアプローチから,地震発生

の全過程を理解してその予測を行おうとする基礎

科学的なアプローチヘと大きく舵を切った。本特

集号においても,そ の方向に向けた様々の意欲的

な取組が紹介されており,心強いかぎりである.
ハード・ソフトの両面において, これらの研究が

ますます進展し,やがては大きな花を開かせるこ

とを強く望みたい。

現在の地震予知計画の底流をなす思想は,詳細

な地殻構造や正確な地殻活動状況をできるだけ精

密に把握するよう努める一方で,現実に即 した多

彩なシミュレーション研究を実施 し,そ こから得

られる予沢1結果を実際の観測結果と比較して相互

にフィードバックさせることにより,地震現象の

本質を理解し,科学的な地震発生予測を行おうと

いう考え方である.

ここでは,観漫1体制の充実や観浪1技術の進歩と

並んで,理論的な地震発生モデルと精密な観測

データに裏打ちされたシミュレーション研究の大

いなる発展が要請される.し かしながら,現在の

ところ, シミュレーションによる研究成果は過去

の観測結果を説明するだけの「後追いJ的な色彩

に終始 している観が強い.

シミュレーションの真価は, これから現れるべ

き現象を科学的に予漫1し ,そ れを検証するために

はどこでどのような観測を行えばよいかという観

浪1の指針を示せるようになることにある。そのよ

うになって初めて,観測とシミュレーションは対

等な立場となり,お互いのフィードバ ッヽクが進ん

でいくようになるであろう。シミュレーション研

究が今後ますます発展し,そ のような実力を備え

ていくよう切望するものである.

3.シ ミュレーション研究の方向性

地震予知 システムの重要な一環をなすシミュ

レーション技術については近年長足の進歩が見ら

れるが,今後の方向性としてさらに推 し進めるべ

きと思われる事柄を 2つ挙げたい。そのひとつは

人為的な領域境界をなくした全球シミュレーショ

ンの実現, もうひとつはプレート境界や断層面境

界への離散的構造の導入である.

通常行われるシミュレーションでは,あ る有限

の対象領域を設定し,そ の外部から一定の力や運
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動を与えるという構図が多く採用されている。た

だ, このように境界を人為的に設定することは,

そこにおける現象の反射や吸収など, シミュレー

ション結果に好ましくない影響をもたらす原因と

なり, また,一定の外力等を想定することは,作

用・反作用の原理が適切に取り込まれない危険性

がある

このような難点を逃れるためには,地球全体を

ひとつの閉じた自律的な系として考え, これをシ

ミュレーションの対象とすることが理想であろ

う。気候変動の分野では,地球全体の大気と海洋

をひとつの系として扱う「全球モデルJが研究の

対象となっているが,地震科学についても,固体
地球全体をまるまる扱う「全球モデルJを設定 し

ようということである,そ して, これをひとつの

熱機関とみなし,あ らゆる空間・時間スケールに

わたるシミュレーションを実施することにより,

プレート運動や地震・火山現象を自発的に発生さ

せるモデルを構築することが望まれる。これは,

ある意味で地球の歴史そのものを再現する試みで

あるとも言えよう

2番目は, プレート境界や断層面の境界を, 連

続体の構造ではなく離散的な接触をもった構造と

して捉えようという提案である。連続体の力学で

は,断層面の生成に伴って生じる周辺へのひずみ

影響は距離の 3乗に逆比例 して小さくなることか

ら,遠隔地における地震誘発などの現象を説明す
ることは非常に困難である これに対 し,有限個
のパ、ッチで支えられた境界面の破壊を考える際に

は, ひとつのパ、ンチの破壊が遠隔地のパ、ッチに大

きな負荷を与え,連鎖的な破壊を引き起こすとい

うことも考えやすくなる.

最近は, アスペリティ等の構造に対応させて摩

擦パラメータを不均質に分布させた境界面を設定

し,断層すべりを模試するシミュレーション研究
が盛んに実施されている。これらはかなりの成功

をおさめているように見られるが,今後はこのよ

うなアプローチをさらに発展させ,た とえば,離

散的な接触点をフラクタル的に分布させた境界面

を導入した場合における断層すべりの挙動を予測

するなど, さらなるバ リエーションを持たせた研
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究へと進展させることが期待される。

4.地震発生の物理モデル

科学的な根拠に基づいた真の地震予知を実現さ

せるためには,結局のところ,地球という巨大な
システムそのものを理解 し, また,そ の中で地震

という現象が生起するプロセスを理解して,観測
とシミュレーションに基づく科学的予測を行わな

ければならないことを,前節までに述べた.

ただ,そ のような予測に使用する地震の発生モ

デルは, 1通 りだけあればよいというわけではな

かろう 現在のところ,地震発生の物理モデルと
して最も受け入れられ,成功を収めているように

見られるのは摩擦の構成法則に準拠する震源核形

成モデル (Dieterich,1986)で あり,それに基づ

いて実施されている不均質断層すべりのシミュ

レーションである。この理論からは,地震が発生

する直前にブレスリップ現象が観沢lさ れると期待

されており,東海地震を監視する地震防災対策強

化地域判定会においても,体積ひずみ計によるプ
レスリップの検出が,東海地震の発生を予知する

唯一の頼りとされている.

しかしながら,確かなプレスリップ現象は, こ

れまで世界のどこにおいても観測されていない。

これだけ高密度で高感度な観測網が張り巡らされ

た我が国でも,最近発生 した大地震の震源ごく近

傍でプレスリップを捉えたとする例は,残念なが

ら皆無である.東海地震に関連しては,1944年東

南海地震の発生に先立って見出された推‖|1付近の

異常傾斜変動が, プレスリッフ
゜
の出現をサポート

する有力な材料であるとされていたが, この解釈

についても疑念が提出されている (鷺谷,2004).

このような状況下で,プ レスリップだけに頼っ

た地震予知体制を続けていてよいのであろうか ?

言い換えれば,摩擦構成則に基づ くシミュレー

ションのみを唯一の地震発生モデルとして追及し

ていることは正しいのであろうか ?

かつて 1970年代には,地震発生モデルとして

のダイラタンシー理論 (Scholz et al"1973)が ,

地震予知の決定版としてもてはやされた時代があ



る 当時,地震発生の先行現象として報告されて
いた異常地殻変動や地震波速度変化,地下水中の

ラドン濃度変化などを統一的に説明できるとし

て,地震予知の未来をバラ色に輝かせたこの理論

も,観測の精密化に伴って,先行現象の存在自体

が疑わしいものと見られるようになり,今では勢

いを失っているように思われる.

では,プ レスリップの出現を予沢1す る摩擦構成

則シミュレーションは, これに代わる唯一の地震

発生モデルとして君臨できるのだろうか? 落ち

着いて考えてみれば,未だに確かな観測例がない

という点では, ダイラタンシー理論の場合と状況

はそれほど変わらないのではないかと言うことも

できる。

少なくとも,摩擦構成則シミュレーション側と

しては,期待される信号 レベルが小さ過ぎると

か,予想される先行時間が短過ぎるとか,観測さ

れなくてもやむをえない理由をシミュレーション

自身によって示すべきであろう。さらには,摩擦

構成則に頼ったシミュレーションのみに限定せ

ず, これまでとは全く異なる考え方に基づいた新

たな地震発生モデルを開拓してゆくことにも,大

いに力を尽くす必要があるのではないか.

5.地震システム科学ヘ

安芸 (2002)は,地震に関する科学情報をマス

ターモデルという概念で統合し,それに基づいて,

地震予知を含む公共社会向けの情報を提供すべき

であることを説いている。その中で,予知科学に

おいては,限 られたデータからできるだけ多くの

可能なモデルを考え,そ こから予想される色々な

シナリオを複眼的に思い描き,総合化していくこ

との重要性が強調されている。地震というきわめ

て複雑な地学現象に対 して,ひ とつの万能なモデ

ルに頼って予知を行おうとすることには本質的な

無理があるように思われ,で きるだけ多くの科学

者が多種多様のモデルを作成し,常に複数の可能

性を追求してゆく努力が求められるということで

あろう.

モニタリングとモデリングの密接な結び付きを

常に意識しつつ,柔軟な発想力をもって様々な地

震発生の物理モデルを考案し,そ れらの総体とし

て構築される「地震システム科学」を発展させて

ゆくことによって,科学的でかつロバストな地震

予知が近い将来に実現されるようになることを,

是非期待したい.
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1.は じめ に

摩擦は日常生活でも身近な現象であり,現在で

も研究が盛んに行われている重要な物理現象であ

る (松川,2009).地震は断層でのこの摩擦現象で

あるとの認識に立って,1960年代後半から岩石摩

擦実験が行われ,い くつかの摩擦構成則が提出さ

れてきた。そのひとつである,すべり速度・状態

依存摩擦 (RSF)員」 (Dieterich, 1979;Ruina,
1983)は ,すべりによる摩擦低下のみならず摩擦

が時間ともに回復する強度回復過程を含んでお

り,Tse and Rice(1986)に 始まる, プレー ト境

界地震発生サイクルの数値シミュレーションによ

く用いられている.

2.ア スペリティモデル

地震発生シミュレーションでは,断層面または

プレート境界面上に摩擦パラメータを分布させる

必要がある.こ れには,最近の研究の中でアスペ

リティモデルが重要である (松澤,2009)地震波

形データの解析により得られた大地震発生時の断

層面上でのすべり量の大きい領域をアスペリティ

と呼ぶ.地震が発生 していない地震間では,陸上
の GPS観測から,ア スペリティ域は固着 しそれ

以外の領域ですべりを起こしていることが分かっ

ている.こ のようにアスペリティモデルでは,プ
レート境界はパッチ状のアスペリティとそれ以外

の安定すべり域に大きく分けられる。アスペ リ

ティの位置は時間的には不変であるが,破壊する

アスペリティの組み合わせにより,再来間隔や発

生する地震の大きさが変化することが分かってき

た.地震発生サイクルシミュレーションでは, こ

ういったアスペリティと安定すべり域に特有の摩
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擦パラメータを分布させ,複雑な地震発生の時空

間パターンを再現する.

実際,東北日本の日本海溝沿いのプレート境界
では,マ グニチュード(M)7程度の大きさを持つ

アスペリティが複数分布する,ア スペリティマッ

プが作成されている (Yamanaka and Kikuchi,

2004)三陸沖では,1968年十勝沖地震 (M82)
で破壊 した 2つ のアスペリティのうちのひとつが

破壊して,1994年三陸はるか沖地震 (M74)が発

生 している.Kato(2008)は ,試行錯誤により求
めた摩擦パラメータを各アスペリティとその周辺

部に適切に与えることによって,発生間隔や 1994

年二陸はるか沖地震後 1年間に及ぶ余効すべりの

伝播とそれにより余震の発生といった現象の再現

に成功している また,宮城県沖ではM74程度
の地震が 40年程度の間隔で発生するとされ,前

回の 1978年 から30年経過 している 2005年 に

M7.2の地震が発生 したが, これは想定された M
74の地震ではないとされている.詳細な解析か

らM74地震領域に 3つ のアスペリティの存在が
確認され,1930年代にその各々が破壊 しM7程

度の地震が連発した可能性が指摘されるなど,見

直しが行われている (松澤,2009)。 この宮城県沖

地震領域でも,過去の地震の発生履歴を再現す

る,摩擦パラメータ分布を求め,次期地震発生予

測へとつなげる地震発生シミュレーションの実施

が急務である。

3.南海 トラフ地震発生サイクルシミュレーション

今世紀前半にその発生が危惧されている南海 ト

ラフ巨大地震の人的・物的被害は西日本全域に及

びその被害総額は日本の財政規模に匹敵する.こ

のため,文部科学省受託研究「東海 。東南海 。南

海地震の連動性評価研究Jが平成 20年から実施



されている (Kaneda et al"2009)筆 者は, この

研究中の「物理モデル構築・シミュレーション研

究Jに関わっているので,南海 トラフ巨大地震発

生サイクルシミュレーションに話を移そう。

31 シミュレーションの実際
Hori(2006)に 従い, シミュレーションの実際

を見てみよう。まず,沈み込むフィリピン海プ

レート (PHS)の 3次元形状を設定し,プ レート

境界にプレート沈み込み速度および摩擦パラメー

タを与える。プレート境界における,沈み込みか

らのすべり遅れによる応力とRSF則に従う摩擦

力の釣り合いから得られる弾性体の準静的運動方

程式を時間積分し,すべりの時空間発展を追う.

この際,プ レート境界を小断層に離散化する必要

があるが,摩擦パラメータから決まる小さな小断

層に分割する必要がある (Rice,1993)

PHSの 3次元形状として,海陸の地震波構造

研究や詳細な地震活動分布から得られた形状を設

定する.ま た,沈み込み速度には,陸上 GPS観漫1

から推定した値 (Heki and Miyazaki,2001)を 用

いており, 駿河湾での 2cm/年 の速度から西方に

増加し,紀伊半島西沖で 6cm/年 に達している.

重要なのは,プ レー ト境界に与える摩擦パラ

メータ分布であるが,東北日本のようなアスペリ

ティマップは作成されていない。南海 トラフ巨大

地震の震源域は,歴史地震から駿河湾での東海 ,

紀伊半島沖の東南海,四国沖の南海アスペリティ

に分けられている.18世紀以降では, まず 1707

年宝永地震で全アスペリティが連動破壊した.約

150年後の 1854年安政地震は,東南海 。東海アス

ペ リティを破壊 し,30時間遅れて南海アスペリ

ティを破壊した 約 90年後の 1944年昭和の地震
は,紀伊半島沖で発生 し東へ伝播し東南海アスペ

リティのみを破壊 し, 2年後に紀伊半島西沖で生

じた地震は西へ伝播し南海アスペリティを破壊し

ている。しかしながら,昭和の 2つ の地震以降 ,

M7ク ラスのプレート地震は発生 していない.こ
の 2つ の地震時すべり分布が唯一のアスペリティ

マップであるが,研究者によって解釈が異なって

いる.

従って,岩石実験データからの摩擦パラメータ

の温度依存性を参考に, まず温度すなわち深さ依

存の摩擦パラメータ分布を仮定した。更に海域で

の構造探査で得 られている不均質構造をヒント

に,東南海と南海アスペリティの境界付近と東海

沖に摩擦パラメータの不均質性を導入した.

3.2 現状におけるシミュレーション成果

成果として, まず, 2つ の昭和の地震と同じよ

うに,紀伊半島沖で毎回地震が発生した。これは,

プレート沈み込み角度が急で地震発生域の幅が狭

く,沈み込み速度も比較的大きいため,応力集中

を起こし易いからである。このように,プ レート

形状と沈み込み速度が破壊開始位置を決めてお

り,次の地震でも紀伊半島沖から破壊が開始する

可能性が高い.次に,全アスペリティを連動破壊

する 1707年宝永タイプの地震の後,東南海 。東

海アスペリティが南海アスペリティに先行して破

壊する,および東海アスペリティは毎回破壊され

る訳ではないといった,1707年宝永地震以降の連

動・非連動パタンーンの定性的再現に成功 した

(Hori,2006).こ れは平面断層での結果であるが,

最近, 3次元形状モデルでも摩擦パラメータの不

均質を 5%小 さくすることで同じことを再現 して

いる (兵藤・堀,2010).

3.3 現状でのシミュレーション課題

では,モデルは完成しているかと言うと,い く

つか問題がある。まず,150年から90年 という再

来間隔やほぼ同時から数年 という東西アスペリ

ティの破壊の時間差の大きな変化は定量的には再

現されていない.ま た,津波堆積物の解析から

1707年宝永地震クラスの超巨大地震は300～ 400

年および 700年間隔で発生するという,超地震サ

イクルの存在が示唆 されている (岡村 。他 ,

2006).こ れに対 しては,摩擦特性 (特に破壊エネ

ルギー)の階層的な不均質摩擦モデルの導入によ

り,大きな破壊エネルギーに対応する再来間隔の

長い超巨大地震と,小さな破壊エネルギーに対応

する再来間隔 100～ 200年の通常の巨大地震を発

生させるモデルが提案されている (Hori et al,

2009).ま た, 1707年宝永地震の破壊は日向灘に

まで達 していた可能性があり (古村・今井 ,

2009),モ デル領域を九州沖まで拡張する必要が

地震発生予測シミュレーションに向けて-7



ある.

また,南海 トラフ震源域深部で,長期・短期ス
ロースリップイベント (SSE)が観漫1さ れ,南海
トラフ地震サイクル中に,そ の活動度が変化 し,

次期巨大地震発生の指標 となる可能性がある

(Ariyoshi et al,2009).こ ういった,長期・短期
SSEの 発生も含む大規模マルチスケールシミュ

レーションを実行する必要がある.

3.3 連動性評価研究シミュレーション課題の 5カ

年目標

5カ 年のシミュレーション課題の目標は, 以下

となる。まず,最近の地殻変動データに基づくす
べり遅れ分布や過去の地震時すべり分布から, ア

スペリティ等の空間分布を把握する.次に,津波

堆積物の解析から得られる数千年を超える期間の

地震サイクルや,最近 120年間の地殻変動データ

に基づくプレート境界でのすべりの時空間発展と

整合する摩擦パラメータおよび変数の初期値を絞

り込む.

更に時間軸を進め,長期・短期 SSEの活動度

変化も含む大規模マルチスケールシミュレーショ

ンにより,南海 トラフ地震の連動性を考える。こ

こまでは準静的解析であるが,地震発生直前で

は,動的破壊へ切り替える (Hok et al,2010).こ

れが 5カ 年のシミュレーション課題で構築する第

1世代の地震サイクルシミュレーションモデルで

ある

4 シミュレーションの高度化に向けて

現状のシミュレーションでは均質弾性構造を仮

定し,簡単化した媒質を用いている 実際の沈み
込み帯では,付加体・マントルウェッジ・海洋性

地殻・沈み込むスラブなど大きな不均質性が存在

している。まず, こういった不均質弾性媒質中で

の準静的地震発生サイクルおよび破壊伝播コード

の開発を行っている また,南海 トラフ発生前後
に西南日本内陸地震の活動が高まると言われてい

る.そのため,マ ントルの粘弾性を考慮した,内

陸地震 も含めた南海 トラフ巨大地震サイクルシ

ミュレーションを開発中である。更に,断層に含
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まれる間隙流体圧は地震時および地震間の地震サ

イクルを通 して大きく変動する。こういった間隙

流体が地震サイクルおよび連動・非連動に及ぼす

影響を評価中である.

これら媒質の問題を現実的な地震サイクルシ

ミュレーションに組み入れるには,非常に多くの

計算資源を必要とし,現状では困難であるので,

簡単化したモデルでの開発および影響評価を行っ

ている (Hirahara,2009).

5.地震発生予測シミュレーションに向けて

現状では摩擦パラメータは試行錯誤的に推定し

ているが,気象・海洋分野で開発された手法を用
いて,摩擦パラメータおよび変数の初期値を推定

するデータ同化手法の開発を進めている (加納・

他,2010,光井・他,2010).

このデータ同化や前述 した大規模マルチスケー

ルシミュレーションの実現には,計算コードの局

速化・省メモリー化が必須である.シ ミュレー

ションにおいて,プ レー ト境界をⅣ個の小断層

に分割すると,繰り返し計算する必要のある,す
べり応答関数とすべり速度ベクトルの積の計算に

0いつ の演算回数およびメモリーを要する.こ れ

まで高速フーリエ変換を用いた高速化が図られて

きたが (例えば,Kato,2008),モ デル空間の対称

性を要する点や曲面断層が扱えないなど,沈み込

み帯のシミュレーションでの適用には問題があ

る.そ こで,高速多重極法 (平原 。他,2009)お

よび H― matrices法 (大谷 。他,2010)の 適用によ

る高速化が行われている。前者は,天体物理学等

多くの分野で用いられている,Ⅳ 体間減衰相互作

用の高速計算数値アルゴリズムで,0いつ の演算

回数を 0(MogⅣ)で行う.すべり応答関数が多
重極展開可能な関数形を持つ必要があり,全無限

均質弾性体中でのみ定式化されている。後者は,

マックスプランク研究所で開発された手法で,す
べり応答関数が距離減衰する必要があるだけで関

数形に制限はなく,半無限均質弾性体や不均質弾

性体での数値解にも適用可能である。

同化すべきデータは, これまでは陸域のデータ



に限られてきた。海溝型地震では海域でのデータ

が必須となる。そこで,文部科学省委託事業「地

震・津波観測監視システムの構築J(海洋研究開

発機構)や大学・海上保安庁海洋情報部による海

底地殻変動観測の高精度化研究など,海底地震・

地殻変動観沢1網の構築に向け急ピッチで開発が進

められている

今後,海域での観測が実用化し,l・ lえば,次期

南海 トラフ巨大地震発生直前や東南海 。東海アス

ペリティが破壊 して南海アスペリティが割れ残っ

ている状態では,海陸データによるリアルタイム

データ同化が必須となる.第 1世代モデルによる

摩擦パラメータ分布や変数の初期条件を基に,海

陸 リアルタイム地殻変動・地震データを順次取り

込みデータ同化を行い,摩擦パラメータ分布およ

び初期条件を改良し,プ レート境界でのすべりの

発展, すなわち地震発生予測を行う これが第 2

世代モデルと言える 気象の数値予浪1で は高層観
測を含む 3次元空間データが同化対象となるが,

地震の場合は海陸とは言えプレート境界から離れ

た地表での 2次元地殻変動データが主となる点が

大きく異なる難点と言えよう.プ レート境界に近

い深部の応力情報を持つ地震データを同化する必

要がある。

前述のように現状のモデルは簡単化されたもの

で, またデータ同化や高速化の上で技術的にも克

服すべき点は多い.しかし,南海 トラフ巨大地震
の発生は間近に迫っている.気象の数値予報も簡

単なモデルから始まり徐々に進化したように (新

田・他,2009),神戸に建設される次世代スーパー

コンピュータを駆使して,ま ずは現状のシミュレー

ションにデータ同化機能を加え,第 2世代の予浸1
シミュレーションのプロトタイプを構築する必要

がある。これを実際に稼働させつつ,データ同化

手法および媒質の問題を部分的に加え改良してい

くことにより,南海 トラフ巨大地震の発生を迎え

撃つ体制を作る必要がある.

この小論は平原・他 (2010)に 加筆したもので

ある.20年前筆者は,気象の数値予報のように地

震発生の数値予報は可能であろうか ?と いった小

論を記 した (平原, 1992).地震発生予測シミュ

レーションシステム構築への道程は非常に厳しい

ことは確かであるが, この小論が今の私の答と言

える.
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の現状と展開

1.は じめ に

地震防災には地震災害の発生を防ぐという明確

な目的がある.そ の一方でこの目的を達成する手

段にはさまざまなものがある.地震災害は過去に

経験されたものであるから,災害発生のメカニズ

ムを分析し,それに応じた対策を考案することに

なる.構造物の耐震設計,耐震・免震構造,耐震

補強,そ して組織の危機管理等はこの地震防災の

対策の具体例である.

情報通信革命は産業界にいろいろな変化を引き

起こしている。このため,過去には被害とみなさ

れなかったことも地震災害となる可能性がある.

例えば,商取引・金融の国際化が進むと,広域に

わたる情報通信網の寸断が許容されない時代が来

るかもしれない ライフラインや交通ネットワー

クも同様である.各事業者に立案が要請されてい

る事業継続計画では,疾病等の想定される災害に

対 して日単位で事業の再開を図ることが原則であ

る 復旧に月単位の時間がかかるような地震災害
が発生することは,事業継続の上では致命的とも

なる

過去に経験されていない地震災害にどのように

備えるべきであろうか。 リスクマネジメントの枠

組みで考えると, まず,発生しうる地震災害その

ものを認識することが第一歩となる.災害の規模

や程度とともに,発生する確率を見積もることが

必要であるが, この認識に基づき,災害に対処す

るかしないかを判断 し,対処すると判断 した場

合,保険も含む事前の対応を行うことになる.

地震災害を認識するツールとしてハザードマッ

プをあげることができる.地震動の大きさや地震

被害の程度が図示されたハザードマップは地震防

災を実践する上で大きな役割を果たしている。し

かし,未経験の地震災害を認識するためには不十

分である。地震動や被害を計算するためには,過

去のデータの統計分析に基づいた内挿・外挿以外

の手段がなく,未経験の災害を見積もることは不

可能なのである.

2.統合地震シミュレーション

構造物の耐震設計には過去に観浪1さ れた地震動

を用いることが原則であるが,合理的な手法で計

算された地震動を用いることも可能となっている.

このような未経験の地震動に対 しても,安全性が

確保されるよう,地震応答が計算される 都市情

報が整備されつつある今日, この都市情報から都

市モデルを構築することも可能となっている.さ

らに構造物が被害を受けた場合の避難や復旧と

いった対応行動の数値解析手法も開発されつつあ

る 図 1に示すように,地震波動伝播・構造物地

震応答・被害対応行動の数値計算手法を都市モデ

ルに適用し,想定された地震が引き起こす地震動

と,そ の結果生 じる地震被害や被害への対応を計

算することが統合地震シミュレーション (Integ

rated Earthquake Simulation,IES)で ある。

IESに 組み込まれた地震波動伝播の数値解析は

地質規模から地盤規模のマルチスケールの数値解

析手法である.構造物地震応答には,建物 。社会

基盤施設等,個々の構造物の種類に応じた手法が

組み込まれている.IESで は,地震波動伝播で計

算される強震動が構造物地震応答の入力,そ の結

果の構造物の損傷が被害対応行動の入力となる.

したがって,IESでは,入出力が連続する形で多

種多様の数値解析手法を統合 しなければならな

い。このようなシームレスなシミュレーションを

都市全体で実現することが IESの課題であり,こ

れには,都市モデルの構築,科学計算とシステム

統合地震シミュレーションの現状と展開-11



機造物地震応答シミュレーシ裏ン

地震波動機播シミュレーション    地震嗜

図 l IESの概念図

地震被害対応行動漆 ュレーシ轟ン

計算の統合, という2つ の技術的課題がある

都市の建物・社会基盤施設の位置や形状の情報

は地理情報システム (Geographic lnformation

System,GIS)と して蓄積されている.GISは ,例

えば, カーナビゲーションで使われている.IES
の都市モデルはこの GISを データとして構築され

る。都市モデルには,地震波動伝播用,構造物地

震応答用,地震被害対応行動用が必要であり,一
つの GISの データが異なる都市モデルに変換され

る.例えば,建物の場合,壁や柱のデータは構造

物地震応答の構造モデルに変換され,内部の空間
のデータは避難の経路モデルに変換されることに

なる.東京のような大都市では構造物の数は 100

万のオーダーとなるため,GISか り都市モデルヘ

のデータ変換には高い堅牢性が必須となる.

地震波動伝播や構造物地震応答は,初期値境界

値問題として記述される数理問題を数値解析する

という科学計算である。これは IESの根幹の数値

計算である.一方,IESは ,巨大な都市モデルに

数値解析手法をシームレスに適用するというシス

テムであるため,科学計算とは異なるシステムと

しての大規模計算も必要となる 構造物地震応答
を例にこのシステム計算を説明すると,建物 。社
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会基盤施設の構造物の種類によって適用する数値

解析手法が異なるため,入力となる地震動は各数

値解析手法に応じたものにフォーマットを変換し

なければならず, さらに都市全体の応答を可視化

するためには,数値解析手法の出力結果を合わせ

なければならない。これがシステム計算である。

IESでは科学計算とシステム計算の統合が必要と

なる。

3.統合地震シミュレーションの現状

IESは断層から都市までの地震波動伝播の数値

計算を行う。地震波の地震学的スケールは 103m

程度であり,一方,強震動の地震工学的スケール

は 101m程度であるため,空間分解能をあげる

効率的なマルチスケール解析が必要となる。勿

論,空間分解能は時間分解能も決めるため,地震

工学で必要な 10 Hz程度まで空間分解能をあげな

ければならない.断層から高周波成分を数値計算

することは合理的ではないため,例えば 2 Hz程

度まで地震学的スケールで計算し,地震工学的ス

ケールの計算では高周波成分を外挿することが必

要である.東京大学地震研究所の計算環境では,



図 2 1ESを 使った東京 23区の構造物地震応答シミュレーションの例 :赤 は被害大,黄色は中程度,緑
は小被害,青は無被害

10 km四方程度の領域の地震波動伝播の計算には

1日程度の時間が必要である.

建物・社会基盤施設のモデルには,線形 1自 由

度系という最も単純なモデルから,1,000万単位

程度の自由度を持つ高度な非線形有限要素法のモ

デルまでさまざまである。通常利用できるGISの

データを使うと,各階を非線形のバネで結んだ非

線形多自由度系モデルや,柱・壁をバネとした非

線形骨組みモデルを構築することができる.個々

の構造物に対して構築されたこのような非線形モ

デルに対し,地震波動伝播で計算された構造物の

地点での強震動を入力し,非線形の応答結果を集
めて都市全体の地震応答として出力することにな

る。東京大学地震研究所の計算環境では, 200万

程度の構造物を持つ東京 23区の構造物地震応答

の計算に半日程度の時間が必要である (図 2参

照).

4.統合地震シミュレーションの将来

地震被害対応行動の数値解析として,現在 IES

には,地震発生直後の群衆の避難と,地震による

構造物被害の復旧の数値解析が組み込まれている

(図 3参照).こ の数値解析は,避難する人や復旧

作業をする技術者一人一人を模擬したエージェン

トを使うもので,マ ルチエージェントシミュレー

ション (Multi― Agent Simulation,MAS)と 呼ば

れる.避難や復旧の MASは ,エ ージェントの数も

さることながら,エ ージェントの種類も多く, シ

ステム計算で常用されるオブジェクト指向プログ

ラミングでコード化することになる.科学計算に

比べ MASの歴史は浅い.そ もそも人を模擬する
エージェントのモデル化にも多くの課題が残され

ている.しかし,地震がもたらす構造物の被害か

ら波及 していく社会 。経済活動の被害を予測する

ためには, MASは一つの, そして多分有力な候

補と考えることができる.

今後将来にわたって GISの整備が進むことは

期待できる.こ のような GISを使うことで,IES

はより高度な都市モデルを使うことになる.数値

解析手法の高度化に伴って,GISを使って構築さ

れる都市モデルの高度化は,よ り詳細で信頼性の

高い地震災害のシミュレーションが可能となるこ

とを意味する.当然,こ のような IESの シミュレー

ションはより大規模な数値計算が必要となる.例

えば,地殻・地盤構造がより詳細に分かれば,対

応する地下構造のモデルは精緻なものとなり,そ

の結果,必要な数値計算は大規模化する.大規模

数値計算技術を IESに取り込むことは必須である.

リスクマネジメントの枠組みに基づき,地震災

害の認識に供する次世代ハザー ドマップとして

IESを説明してきたが, IESに は別の利用方法も

考えられる.例えば,大地震発生直後の被害推定
である。実際に観浜1さ れた地震動を都市モデルに

統合地震シミュレーションの現状と展開-13



a)initial state b)60[sI later

c)120[s]later

図 3 1ESを 使った東京 23

入力 し地震応答を数値計算することで被害をシ

ミュレーションによって推定するのである。正確

に被害を知るためには調査は不可欠であるが,

IESを使うことで都市全域の被害を空間的に一様

な精度で推定できることは重要である 大地震直
後の被害推定のためには,大規模化とは別に,
IESに よる計算の高速化が必須となる

5 お わ り に

過去に経験された地震被害の再発を防ぐことは

地震防災の根幹であるが,高度化のためには,将

来起こりうる未経験の地震被害を認識することも

必要である IESは地震波動伝播,構造物地震応

答,被害対応行動の数値解析手法をシームレスに

統合することで,地震防災の高度化を目指してい
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区の避難シミュレーションの例

る IESの プロ トタイプが完成 している今 日,

個々の数値解析手法を洗練することとは勿論 ,

GISか ら構築される都市モデルをより詳細なもの

とし,多様な数値解析手法のシームレスな統合を

進めることが,IESの開発の技術的課題となって

いる

IESの地震波動伝播と構造物応答のシミュレー

ションは地震学・地震工学の境界に位置するが,

対応行動のシミュレーションは社会科学との境界

に位置する。また,IES自身,科学計算とシステ
ム計算が融合したシステムであり,地震学・地震

工学とコンピュータサイエンスとの境界に位置す

るとも考えられる.すなわち,IESの 開発には,

学際的な取り組みとそれを支援する仕組みが必須

である 次世代スーパーコンピュータの課題の一
つとして IESが取り上げられているが,こ の課題

d)180[s]later



では学際的研究推進体制を敷 くことが計画されて

いる.
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村上 亮

1.1ま じめ に

文部科学省の科学技術・学術審議会の平成 20

年 7月 17日付けの建議「地震及び火山噴火予知の

ための観測研究計画の推進についてJに基づき,

それぞれの予知を目指した5カ 年の観測研究計画

が推進されている.平成 21年度からスター トし

たこの計画は,従来,制度的には別個の枠組みで

進められてきた二つの予知研究を統合して,装い

も新たに,国家的取り組みとして推進されるもの

である.

そもそも,我が国周辺で起こる地震・火山現象

は,海洋プレートが日本列島下に沈み込む際に生

じる地殻・上部マントルの構造不均質と力学的・

化学的不安定が原因となって発生するという共通

した地球科学的背景を持つ。加えて観測手段とし

て,測地学的・地震学的手法が大きな役割を果た

すことにおいても共通性が高い このような背景
を踏まえると,統一 した視野のもとに両者を一体

として扱う研究戦略は,極めて自然で当然のこと

と考えられるが,そ の実現には,両現象が発生す

る場を広くカバーする共通の観潰1が実施できるこ

とが大きな前提となる.投入できる資源に限りが

ある場合は,それぞれの個別の理解に焦点をあて

た観測や研究が優先されるのはやむを得ない。こ

れまでは,必要に応じて連携の努力がなされてき

たとはいえ,観没1に投 じることのできる資源には

大きな制約があり,必ずしも十分な連携の効果が

上がってきたわけではなかった。

このような状況を一変させたのが,世界に類を

見ない桐密 (ち ゅうみつ)な地震・地殻変動の観

測網などの整備である。これにより,研究資源を

地震現象と火山現象の観測研究に有効活用するこ

とにより,効率的で効果的な研究を実施できる期
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待が高まり, このことが両計画統合の大きな背景

となっていると考えられる.

このようにして始まった新しい研究計画である

が,両者の連携の効果を実際に発揮させ,その後
の計画にさらに発展させていくためには,具体的

な連携研究が数多く活発に行われることが望まし

い.

紙数の限りがあるため, この小論では,学問的

な厳密性を多少犠牲にすることをお許しいただ

き,筆者が,従来から興味を抱いている未解決の

問題を取り上げながら,両研究の統合的実施が,

これらの問いの解答への道筋を与えてくれるので

はないかとの期待を述べることにする

2 地震と火山現象の強い関連性

前節でも述べたように,我が国周辺で起こる地

震・火山現象は,海洋プレートが日本列島下に沈

み込む際に生じる地殻・上部マントルの構造不均

質と力学的・化学的不安定が原因となって発生す

るという共通した地球科学的背景を持っている.

実際,両者が密接に関連 しながら現象が発展する

事例もこれまでに数多く発生 している

我が国や同様の背景を持つ地域で発生している

地震と火山現象の関連性に関しては,小山 (2002)

に要約されているように,研究事例も多い。 /」 山ヽ

(同)に は,1960年チリ地震と同年の Puyehue火

山噴火 (Katsul&Katz,1967),1970年 秋田県東

南部地震と 197071年秋田駒 ヶ岳火山噴火 (中

村,1971),1974年伊豆大島噴火と 1974年伊豆半

島沖地震 (中村・田沢,1974),1703年 元禄関東地

震・1707年宝永東海地震 と 1707年富士火山噴

火, 1990年フィリピン地震と 1991年 ピナツボ火

山噴火 (大倉 。安藤,1994),1998年 岩手山の火山

異常と 1998年岩手県内陸北部地震 (Nishimura



et al,2001)な ど,多 くの研究事例が紹介されてい

る (個別の参考文献は小山 (2002)を参照のこ

と)。 これら以外にも, 1914年桜島噴火と活動中

に発生した桜島地震や,1960年代の松代地震など

も,地震と火山現象が関連 して発生した地殻活動

として有名である 最近でも,2000年二宅島噴火
とほば時期を同じくして始まった,東海スロース

リップ現象や富士山深部の低周波地震活動活発化

が言己憶に新 しい これらを関連付ける機構は未知
ではあるが,発生時期が偶然とは考えにくいほど

近接 していることから,何らかの因果関係の存在

が強く示唆される。さらに,2008年 に発生 し大き

な被害をもたらした岩手宮城内陸地震について

も,震源域に含まれる栗駒火山が地震前に膨張し

ていたことを示す GPS連続観測結果が得 られて

おり G寸上,2008),両者が関連して発生した可能

性がある.

このように特に規模の大きな火山活動と地震活

動が相前後して発生した事例は数多くあり,そ れ

らの関連性や発生機構を明らかにすることは,そ

れぞれの現象の理解を深めるためにも有効である

と考えられる。

しかし,既に指摘したように, これまでは,観

測資源の制約から,両現象の関連性の詳細な機構

を明らかにするに十分なデータの取得には,大き

な限界があった.こ の状況は,我が国における

1990年代中期以降の,地震および地殻変動に関す

る基盤的観測網の整備とともに改善 しつつある

しかしながら基盤的観潰1網の整備がもたらした

現象把握能力の向上によって,地震火山現象の関

連を示唆する事例の認識精度が上がり,両者の関

連性を強く示唆する個々の事例観測実績は増加 し

たものの,関連性の直接の機構を解明するほどに

十分詳細なデータが得られているわけではない。

また,基盤的観測網は,地震観測と地殻変動観潰1

のみであり,火山活動と密接に関連し,ま た,地

震の発生への大きな関与が示唆される地殻内流体

の挙動の把握に力を発揮する地球電磁気的観測

や,高精度な地下構造探査などは,一部の地域を

除いて,ま だ十分に実施されているとは言い難

い これは,極めて多彩な地殻活動が,現に日常

的に発生している場を対象とする我が国の地震・

火山コミュニティーにとって, もったいないこと

であるように思われる。

以下では,筆者が日頃興味を抱いている未解決

の問題のいくつかを取り上げながら,具体的に考

えてみたい.

3.地震火山の統合的研究によって

解明が期待される未解決の問題

3-1 北海道南西部の地殻変動

最初に取り上げるのが,室蘭から苫小牧にかけ

ての北海道西南部太平洋岸沿いで進行している顕

著な沈降性の地殻変動である.

この地域に筆者が目を付けた直接の動機は,

2000年に噴火 した有珠火山の今後の活動推移を

予測するため,有珠山地下のマグマ溜まりの挙動

を探りたいと考えたからである.火山活動の予測

には,マ グマだまりの存在の有無やそこへのマグ

マの供給レートを知ることは極めて重要である。

2000年 に噴火した有珠山では,噴火時の地殻変動

については詳細な観測によって詳しい時空間的分

布が明らかになっており,そ の解析から,マ グマ

は有珠山の地下およそ 10 kmの 深さのマグマ溜

まりから上昇を開始したことが示唆された。噴火

の前には,よ り深部からマグマが同じマグマ溜ま

りに供給され,準備過程が進行 していた可能性が

あり, さらに噴火後の現在も,同 じ場所に供給が

再開されている可育旨陛もある これらを調べるた
めには,有珠山周囲のやや広域の地殻変動の分布

を与える長期間のデータが必要である 噴火時の

地殻変動観測に極めて有用であった GPS連続観

測網も,そ の開始は 1996年であり,そ れ以降の短

期間のデータだけからは,前回 1977年噴火以降

長期間をかけて,ゆ っくりと進行していたと考え

られる準備過程に伴う微小な地殻変動を抽出する

のは難しかった。そこで,国土地理院が全国にお

いて繰り返し実施 している水準測量のデータを用

いて,それから示唆される有珠山へのマグマ供給

系の挙動について調べてみた.

国土地理院は,有珠山の南の噴火湾沿いに通過

地震予知研究と火山噴火予知研究の連携の強化-17



する路線について,過去から繰り返し水準測量を

実施している。最初に,2000年噴火前に実施され

た 2回の水準測量結果 (1985年頃と1991年頃)

を比較すると,両観測の間の約 6年間に有珠山に

近い虻田町付近を中心にして約 2cm程度隆起し

ていたことがわかった。これは,2000年噴火に向

けたマグマの再充填を反映した変動と考えてよい

であろう.し かし,同 じ路線をさらに東にたどる

と,室蘭を経て登別から白老付近に近づくにつ

れ,全体で 2cm程度沈降していたことも示唆さ

れた.と りあえず,有珠山周辺の地殻変動のみに

注目すると,有珠山が噴火前に膨張していたこと

は, ほぼ確かであるが,空間的波長の長い沈降に

よる寄与を適切に取り除かないと,有珠山のマグ
マ起源の地殻変動の理解には不確定性が残る。こ

の領域の周囲では,太平洋プレートの潜り込み,

有珠山,支笏湖周辺等いくつかのマグマシステ
ム,北海道南西沖地震の余効変動等の地学現象が

複合して進行しており, この沈降は,それらと関

連している可能性が極めて高い.有珠山のマグマ

供給系の完全な理解には,結局さらに広い視野で
の研究が必要であり,課題となっている

実は, この沈降は,過去からの水準測量結果に

おいても, また, 1990年代中頃からのGPS連続

観測結果にも共通して明瞭に認められることが知

られている (図参照).GPS連続観測による上下
変動結果をまとめた村上 。小沢 (2004)で も, こ

の系統的な沈降の存在については指摘した。

沈降現象には様々な原因が考えられる.確か

に, ここで注目している沈降地域内にある苫小牧

市では,過去の一時期,地下水汲み上げにより,

市の北部に局所的な地盤沈下が発生した。しか

し,そ の後取水が規制され,最近では地盤沈下が

沈静化したと報告されている.地下水汲み上げに

よる地盤沈下は多くの場合局所的であり,そ の空

間的な広がりは小さい.一方,図には苫小牧から

登別を経て室蘭に至る数 10 km程度の広い領域

(胆振地方)が,系統的に沈降している様子が示さ

れている。地盤沈下以外にも何らかのテクトニッ

クな原因が存在し,それによって沈降が生じてい

る可能性が高いが,その原因を突き止めるには至
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図 GPS連 続観測による東北日本の上下変動
(飛島固定)村 上・小沢 (2004)を改変
北海道においては道東の大平洋側と室蘭か

ら苫小牧を経て日高山脈西側に至る太平洋

側の沈降が顕著である

らなかった.ま た,GPS連続観測開始後に発生 し
た,こ の周辺の大きなイベントとしては,2003年

十勝沖地震であったが,そ のコサイスミック変動

は,興味深いことにさらに沈降を増加させるセン

スのステップ状のものであった.その後の余効変

動によって, この沈降の幾分かは,解消されるか

もしれないとも,以前は考えていたが, その後 8

年間経過 しても,その兆候はほとんどなく,依然

として, この領域は現在でも沈降を続けており,

GPS結果からは,そ の沈降速度は年数 mm程 度
であると見積もることができる.

このように,こ の地域ではGPS連続観測開始以

来,大きな沈降が継続している.こ の沈降が, こ

のまま未来にわたって継続するのか,それとも,

例えば海溝型地震発生時のようなプロセスを経て

リバウンドするのかは,重要な地学的な設間であ

る.一方, この領域の近傍には,過去に巨大なカ

ルデラ噴火を発生させた支笏カルデラおよびクッ



タラカルデラも控えており, この沈降は火山性の

ものであるのかもしれない.ヽ ずヽれにしても, こ

の地域の防災を考える上でも,看過することので

きない,不気味な現象であり,地震と火山の両方

を視野に入れた統一的な視点で取り組むべき課題

であると筆者には思える。

32 2008年 岩手宮城内陸地震と栗駒山活動の関

連性

2008年岩手・宮城内陸地震の発生 した地域近

傍では,2003年 3月 ,活火山でもある栗駒山南東

麓に国土地理院の GEONET点が設置され,連続
観浜」が開始された。ところが,こ の観沢1点は,2004

年の初めころから,隆起を伴いながら南西方向に

動き始め,そ の動きは,若干の消長を伴いながも

ほぼ一定速度で 2008年 の地震発生まで続いた

(村上,2008)。 当時,栗駒山の山体付近には,GPS

連続観測点はこの一点しかなかったが,火山との

相対位置関係から考えて,変動の方向は山体が膨

張していると考えて矛盾のないものであった。

この点は,一般的に地盤が弱いと考えられる火

山地域の山麓, しかも傾斜地に設置されているの

で,変動の原因の特定には,慎重さが求められた.

国土地理院の専門家が現地に派遣され,地滑りの

発生や,架台または観沢lタ ワーの傾斜など,考え

られる限りの不安定要因について,徹底的な探索

がなされたが,設置上の問題に帰するような現地

性の原因は見出されなかった.特に,地滑りや設

置個所が法面に近い場合に発生するゆっくりした

滑落など,重力に起因する上下方向の位置変化

は,通常,沈降方向に発生する可能性が高いため,

隆起を伴っている今回の変動の原因は,よ り深部

に起源をもつ地球力学的な要因を反映している可

能性が高いと考えられた。なかでも,火山への近

接性から,何 らかの火山活動に関連している可能

性が高いと判断された。このため,国土地理院か

らは,栗駒山の膨張が示唆されるとする報告が,

火山噴火予知連に数回なされている。2008年 の地

震発生までに蓄積 した変動の総量は水平および上

下ともに3cm程度に達しており,通常の観漫1誤差

の範囲を十分超えていた

この変動が geOdynamicな起源によるものであ

る場合,そ の原因として 2つ の可能性が考えられ

る。 1つめは栗駒火山下のマグマ溜まりの膨張で

ある 栗駒山直下 8kmに点力源を仮定し, 12×
107m3程度の膨張があったと考えると,GPS点で

観浪lさ れた水平および上下変動を再現できる。こ

の膨張が惹起する応力変化 (ク ーロン破壊関数)

は,地震の破壊開始点において,破壊を促進する

方向であることが興味深い。このような膨張が実

際に発生していたとすると,1998年の岩手県南部

地震に関して Nishimura et al(2001)が 示唆し

た岩手山の西側の火山性膨張による地震の誘発現

象に類似している.

もうひとつの説明は,震源断層面上の延性領域

でゆっくり滑 りが本震前に発生 した可能性であ

る。国土地理院が測地学データから決定した本震

の断層面は栗駒山の下部にも伸びており,周囲に

比べて火山の地下は高温であることを考えると,

その場所の岩石は延性的で,本震発生前に徐々に

その領域がすべりはじめ,脆性領域にまで滑りが

達した時に本震が発生したという仮説も成り立ち

うるであろう.実際, 栗駒火山の地下 8km付近
で 8km× 6kmの広がりを持つ領域が 40cmの逆

断層的滑りを起 こしたと考えると,GPS点で観
測された地殻変動を再現可能である.

地震前の地殻変動データは, この点におけるも

のに限られるので,以上のような興味深いシナリ

オが実際に発生 していたかどうかをこのデータだ

けから特定することは困難である しかし, この

例でも明らかなように, もともと火山地域は地震

の破壊開始に至るメカニズムを探求する観点から

も,非常に興味深い領域である。火山は応力変化

源として極めて有効に作用するし,火山の近傍に

は活断層が分布する事例が多い.火山周辺は,単

に火山活動のみならず地震現象を理解するための

格好の対象領域であると言える.GEONETは 25
km間隔で全国を覆っているが, 火山と地震間の

動的相互作用をとらえる観点からは,火山周辺の

現状の密度は不十分であることを強調 したい。火

山周辺の観測密度を向上させることによって,地

震現象の理解も深まることが期待される.
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4 具体的方策

これまで,筆者が興味を抱いている各種の未解

決の問題に対して,地震火山の連携研究が効力を

発揮 してくれるのではないかとの期待を述べてき

た。その具体化のための方策に関しても筆者の考

えを簡単に紹介させていただくことにする

41 火山近傍で内陸地震を迎え撃つ戦略的観測
最近の約 15年間でも,岩手山,栗駒山の活火山

近傍で発生 した M6ク ラスの内陸地震は,火山
活動に刺激されて発生 した可能性がある。今後も

同様の発生確率で類似の現象が発生するとすれ

ば,活発な活断層の近傍にある火山の活動が活発

化した場合,大きめの内陸地震が発生する確率は

通常よりは高まると考えてよいであろう.特に地

下のマグマ活動によって周辺応力が変化したこと

が確実な場合は,地震,地殻変動,地球電磁気 ,

地球化学など,総合的かつ棚密な観測を一定期間

集中的に行うことが効果的と考えられる もし,
その期間中に大きめの内陸地震が発生すれば,多

様なデータの効率的な取得が可能となる このよ

うなデータが獲得できれば内陸地震の発生機構の

理解を飛躍的に進めるであろう.

4-2 リージョナルテクトニクス理解のための協同

作業

我が国は,プ レート沈み込みによって,地震火

山現象が複合的に発生している。地震活動にして

も地殻変動にしても,少 し領域を広げて考察 し始
めると,両方の現象が重なっており,結局両方を

理解 しないと,全体を理解 したことにはならな

い 例えば,地殻変動において,北海道南西部で

継続する地殻変動の例を既に挙げたが,同様の事

情は,富士山,箱根及び伊豆東部を含む伊豆半島

周辺,阿蘇カルデラの沈降と周辺の地溝帯との関

連等でも,見て取ることができる.こ れらの領域

では,プ レートの潜り込みと付随するテクトニッ

ク変動,複数の火山のマグマシステム,様々な地

震の地震時変動や余効変動等の地学現象が複合し
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て進行 しており,地震現象や火山現象のそれぞれ

を深く理解するためにも,両者を統合した視点で

考察する姿勢が重要であり,そ のためにも両コ

ミュニティーが共同した議論の場を持つことが期

待される。また,そ のことによって,南海 トラフ

で発生する巨大地震と富士山噴火との関連性等 ,

地震と火山現象の興味深い関連性についても,理

解が進むのではないだろうか。

4-3 防災に貢献する予測のための協同作業

三つめは,よ り,研究という視点からやや離れ

るかもしれないが,よ り,実務的な傾l面を持つ課

題についても述べておく。現在は,大きな地殻活

動現象が発生した場合,そ の評価や見通しについ

て専門的な検討を行う場として,地震活動につい

ては,地震調査研究推進本部地震調査委員会が,

また,火山活動については火山噴火予知連絡会が,

主としてその任にあたっている。ところが,地殻

活動には,当然,地震と火山活動が密接に関連 し

ながら進行する現象があり,例えば,伊豆東部火

山群では 1970年代以降,一時的な中断はあった

が,現在に至るまでマグマ貫入に伴う群発地震活

動が数年おきに発生 している 幸い,1989年 の手
石海丘噴火以降は, マグマの噴出に至る活動は発

生 していないが,将来,万一,噴火に繋がるよう

な現象に発展した場合,今の体制のように,地震

現象と火山現象を別々に評価・検討する体制で立

ち向かわざるを得ないとすれば,国民の期待に応

えるだけの迅速な対応がとれるか,若千の危惧を

持つ.両方の予知計画が統合されたことを機会に,

国民の安全・安心の実現に向けた防災的な取り組

みにおいても,両コミュニティーが定常的に交流

を持ち,共同作業を進める機会が増えることが望

ましい。また, このことによって,両方の研究の

推進にとっても,必ずプラスの効果が生じると考

える。

5 ま と め

地震と火山現象のそれぞれを深く理解するため

には,両者を対象とする研究の密接な共同作業が
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松澤

1.は じめ に

「地震が起 こる場所はあらか じめ決まってい

る.」 こう述べることすら躊躇させるような雰囲

気のあった 1990年代の状況は,大地震の震源域
の解析や小繰り返 し地震の発見に基づく2000年

前後のアスペリティ・モデルの再評価によって打

開された。少なくとも,「プレート境界上では,地

震が起こる場所はあらかじめ決まっているJ,と

いうのは,「内陸では上部地殻内で地震が発生す

るJと いうのと同程度の確からしさを我々は手に

入れることができた。下部地殻でも例外的に低周

波地震を発生させるところがあるのと同様に,プ

レート境界においても,例外的に,あ るときは地

震を生 じ, あるときはスローイベントが生じてい

るような場所が存在 していることに留意する必要

はあるが, この 10年余りの状況の変化は劇的な

ものであった.

最近では,「釜石沖の地震は長期予知できるJと

述べても,「周期性がある現象は予沢1で きて当た

り前で,そんなのは予知とは言わないでしょうJ

と言われることすらある 「地震発生に周期性が

ある」と主張しても「地震活動は無数にあるのだ

から,偶然,何個かの地震が等時間間隔で発生し

ているように見えることはありうる」とllヒ判され

ていた時代 (実際,釜石沖の最初の論文は, この

ように査読者に言われて却下されてしまった)が

嘘のようである.

しかし,「すべての大地震は規則的に発生 して

いるのか ?Jと 問われれば,「そうではない」と返

答せざるをえない。アスペリティ。モデルが正 し

いとしても,周期性や規模の再現性を乱す様々な

作用があり,そ れをすべて明らかにして,初めて,

大地震の予漫1は過去の履歴を元にした単純な予測
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海溝型地震予知の展望

暢

から次のステップに進めるはずである。

本稿は, このような考え方に基づき,い かにし

たら,海溝型地震の予測を高度化できるかについ

て議論する。なお海溝型地震と呼ぶ際には,必ず

しもプレート境界型地震と限るわけではないと思

うが, ここでは沈み込み帯でのプレート境界型地

震のみを取り上げることにする

2 場所・規模 。時期・破壊様式の予測

地震予知の 3要素としては,場所と規模と時期

の予浪1が挙げられるが,それ以外に,破壊様式の

予測も重要である.将来発生するイベントが,津

波地震的になるのか,逆に高周波が卓越するの

か,そ れともスローイベントで終わるのかによっ

て,被害の様相はまったく異なってしまうからで

ある さらに強震動には破壊の指向性が大きな影
響を及ぼすため,主破壊域の位置のみならず,破

壊の開始点も予測できることが望ましい 逆に言
えば,時期の予潰lが困難であっても,上記の予測

の精度が向上すれば,適切な対策を事前に講 じる

ことができるため,破壊様式を事前に予測するこ

とは極めて重要となる

アスペリティ・モデルでプレート境界の地震が

かなり説明できることがわかってきたので,基本

的に過去の履歴が明らかになれば,位置と規模の

予沢1は ある程度は可能である。破壊様式について

は,間隙水圧の時間変化があると,毎回まったく

同じ破壊様式というわけにはいかないが,かなり

の地域においては,あ る程度は再現性があると考

えてよいと思われる。少なくとも,釜石沖の繰り

返し地震のように,同規模以上のアスペリティが

近傍にない場合には, ほとんど同じ破壊様式で地

震は発生すると考えられる 同規模以上のアスペ

リティが近傍にあると,時には連動破壊,時には



単独破壊 して様相が異なってくるが,現時点の

我々の実力として,マ グニチュー ドにして±03

程度の不確定性で評価は可能と考えられる たと
えば宮城県沖については,M75± 03(M72～
78)と 考えておけば,2005年のような地震も,隣

と連動 したような巨大地震も範囲に含まれてく

る.

もちろん, M72と M78で は被害はまったく
異なるので,予測の幅を狭めることが重要なこと

は言うまでもないが,1990年代に議論されたよう

な,小地震から巨大地震まで連続的に変化 しう

る, というようなものではなく,あ くまでも有限

の個数のアスペリティの組み合わせを評価すれば

良いので,対策は立てやすいはずである.

破壊の開始点については,東北地方では海溝側
に位置することが多いことが経験的に知られてい

る.そ の理由はまだ完全には明らかになっていない

が, この領域で地震カップリング率が低いことが

一番の理由である可能性が高い (Kato and Seno,

2003).も し,摩擦面の性質や間隙水圧がほとんど

時間変化しないのであれば,毎回,同 じような場

所から破壊が始まることが期待されるため,それ

に立脚 した強震動予測はそれなりに根拠があると

考えられる.

時期については,原理的には地震の 1サ イクル

にわたって,すべり欠損をモニターして,前回の

地震と同程度のすべり欠損に近づけば,そ ろそろ

次の地震は近い, といった中期予測は可能となる

はずである.ただし,現在の観測では, このすべ

り欠損のモニタリングは不十分である これにつ
いては,次節で述べる.

短期予知について,今のところ決定的な方法は

無いが,東南海 。南海については, アスペリティ
における固着のはがれが GPSや海底地殻変動観

測から検知できれば,時期の範囲を絞り込める可

能性がある さらに, この固着のはがれに伴い,
深部低周波微動や超低周波地震の移動速度が速ま

り,ま た微動の再来間隔も短 くなることが期待さ

れており (Ariyoshi et al,2010),地 殻変動観測

のみならず,深部低周波微動や超低周波地震のモ
ニタリングも重要と考えられる。

3.すべり欠損の推定の高度化

すべり欠損については,現状では,GPSによる

推定がもっとも信頼度が高い。しかしながら,

GPS観測点は基本的に陸上にしかないため,海

底下のプレート境界のすべり欠損の推定は,誤差
が大きくなるだけでなく,バイアスが入りやすい

と考えられる

観測点から離れた領域を推定する以上,誤差を

低減させることは困難であるが,真実に近い構造

ですべり欠損を推定すればバイアスは低減できる

と考えられる。現状では,均質半無限媒質を仮定

することが多いが, もっともらしい 3次元粘弾性

構造を使用することがバイアス低減に重要とな

る。また,長期にわたる滑り欠損の推定において

は,バ 、ックスリップモデルで計算すること自体が
バイアスを生 じさせるので,今後は有限要素法等
を用いて広域の 3次元粘弾性構造をモデリングし

て解析することが必要である

すべり欠損の推定の誤差を低減させるには,真

上の観沢1点を増やすことが不可欠であり,海底に

おけるGPS―音響結合式の海底地殻変動観潰1点を

増やすことが重要となる.ただし,均質半無限媒

質を仮定した解析において,海底の観測点をその

まま入れると誤差が大きくなると考えられるた

め, ここでも3次元粘弾性構造を考慮 した解析が

必要不可欠となると考えられる.

4 アスペリティ・モデルの高度化

アスペリティ・モデルの再評価については,松

澤 (2009)に 詳 しく述べられているので, ここで

はアスペリティ・モデルの高度化に焦点を置いて

議論する.

オリジナルのアスペリティ。モデルではアスペ

リティは強度の大きな領域であり,新 しいモデル

では,地震性すべりが卓越 している領域というこ

とになる.しかし, どちらの定義においても, ア

スペリティ域と非アスペリティ域の境界はそれほ

ど明確ではない 強度にしても,最大すべり速度
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にしても,プ レート境界上で連続的に変化してい

ると考えるのが自然である.

にもかかわらず,釜石沖のように,震源断層の

大きさが毎回同一の地震が発生するということ

は,プ レート境界の性質が,比較的狭い範囲で急

激に変化していることを示唆する 釜石沖のアス
ペリティのサイズは lkm程度なので,100m程
度の空間スケールで,摩擦特性が急激に変化して

いることになる 温度構造がそれほど急激に変わ
るとは考えられず, また, 5年半程度の間隔で断

層が破壊されていることを考えると,間隙水圧が

空間的に急激に異なっているということも考えに

くいため,現状では,プ レート境界に存在する物

質に不均質性がある,と いうことが一番考え易

い。たとえば,ア スペリティは昔の海山の名残で

プレート境界を挟んで固い岩石が接しているのに

対して,非アスペリティ域では堆積岩が接 してい

ることが考えられる

しかし,規則性が高い釜石沖の地震群を生み出

すアスペリティの中ですら,一回り小さな繰り返

し地震が発生 していることが明らかになっている

(Uchida et al,2007)。 このことは,釜石沖のナ也震

群といえども,そ れほどプレート境界は単純では

ないことを意味する。このような釜石沖のアスペ

リィの階層構造の原因はまだ完全には明らかに

なっていないが,Hori and Miyazaki(2010)は ,

摩擦パラメータの一つである特徴的すべり量 (新

たな状態に遷移するために必要なすべり量)の違

いで, この階層構造をある程度説明できることを

示している。

このように,プ レー ト境界型地震を深 く理解

するためには,ア スペリティ・モデルを摩擦構成

則の言葉で書き直して (た とえば,Scholz,1990;

Boatwright and Cocco,1996),観 潰1さ れた事象

が数値シミュレーションで再現できるかどうかを

確かめることが必要となる 単純化されたアスペ

リティ。モデルでは,ア スペリティとそれ以外の

領域が,強度やすべり速度の違いで二元論的に説

明されているが,速度―状態依存摩擦構成則では

もっと話は複雑になる。古典的摩擦則では,摩擦
パラメータは静止摩擦係数と動摩擦係数の 2つ だ
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けだが,速度―状態依存摩擦構成則では,摩擦係数

に相当するパラメータαとb以外に,特徴的すべ

り量が前述のとおり大きな役害」を果たす.

摩擦応力は摩擦係数に有効法線応力を掛けたも

のになるので,摩擦パラメータのみならず有効法

線応力の不均質性も考慮する必要がある プレー
ト境界では,間隙水圧が極めて大きいと考えられ

る (た とえば,Ariyoshi et al"2007)が , もしこ

の間隙水圧が時間変化すれば,時期によって破壊
の様相は極めて異なることになる (SenO,2003).

また,間隙水圧が空間的に不均一であれば,そ れ

は摩擦パラメータに不均質性があるのと同様の効

果をもたらす。

現在の摩擦構成則に基づくシミュレーションで

は,基本的に均質弾性媒質を用いて,断層面での

摩擦パラメータと有効法線応力に不均質性を与え

ているのがほとんどである。後者の有効法線応力

の不均質性については,ま だまだ十分な検討が行

われているとは言えない α―ろが負で不安定す
べりを起こせるよう領域が,有効法線応力が減少

すれば条件付き安定領域となり,通常の地震は起

こしにくくなるといった挙動は定性的には予想さ

れるものの,定量的に示すにはやはり数値シミュ

レーションを行うしかないため,今後,間隙水圧
の時空間変化を考慮したシミュレーションの実施

が重要である.

また,媒質の不均質性の導入も重要である.不

安定すべりを起こせるかどうかは,断層面の摩擦
パラメータのみならず,そ のまわりの媒質の岡」性

率に依存する 歪エネルギーは応力と歪の積で与
えられ,応力は弾性定数と歪の積で与えられるた

め,歪エネルギーは歪の二乗と弾性定数の積で表

される.も し岡l性率が極めて大きければ,歪が小

さくても応力が大きくなって断層の強度を越えや

すくなり,僅かに歪エネルギーが蓄積されただけ

で断層が滑り,結果として大きな滑りを生 じさせ

る地震には至らないことになる。つまり「柔らか

いJ岩石で囲まれた断層のほうが大きな地震を起

こしやすくなるという,直感とは逆の現象が起こ

ることに注意が必要である.直感とあわないの

は,「柔らかい」というのが塑性変形しやすい (応



力が解放されても変形は残ったまま)と いう意味

ではなくて,あ くまでも弾性変形 しやすい (応力

が解放されれば変形は解消して元に戻る)と いう

意味であることがイメージしにくいためであろ

う

また,構造の不均質を考慮する際に,長期的に

は,粘性緩和やプレート内の地震や変形の影響も

考慮に入れなければ,実際の現象との定量的比較
にはやがて限界が来ると予想される 現行のほと
んどのシミュレーションでは,蓄えられた歪エネ
ルギーは,すべてプレート境界のすべりで解消さ

れるとしているが,非常に広域に連動して巨大な

地震が生 じる場合には,再来間隔が数百年程度と

長 くなることが考えられ, この場合には,深部の

粘性緩和の影響は無視できない。

さらに,現行のシミュレーションの多くは,バッ

クスリップモデルを用いていることに注意が必要

である。バックスリップモデルを用いている限

り, モデル空間の外側は定常的にすべっていると

仮定したのとほぼ等価となり,大幅に計算コスト

を削減できて, シミュレーションを安定化できる

メリットはあるものの,隣接した領域で安定すべ

りが生じているとは考えにくい場合や,境界面が

湾曲している場合には,バ ックスリップモデルで

は誤差が大きくなってしまうため, もう少し現実

的なモデルでの計算が今後重要となっている

さらに,現在は,準静的な取り扱いのみがなさ

れているケースが多いが,観浪1結果と詳細に比較
しようとすると,今後は動的効果も考慮に入れた
シミュレーションが必要となってくる

以上,ユ ーザーサイドから見た「要望」をまと

めたが,現シミュレーションについての専門家に

よる詳 しい展望は,本特集号の平原氏の論文を参
照されたい.

5 構造推定の高度化

地震波速度 トモグラフィの結果を見ると,高速

度の領域で大きなすべりが生 じていることが多い

(例えば,Eberhart Phillips and Michael,1998;

Yamamoto et al,2006:Okada et al,2007).こ

のことは, アスペリティは断層面の性質のみなら

ず,媒質の性質でも規定されている可能性を示唆

する。

地震波速度が高速な場所では脆性変形が卓越し

ていて,低速度域では粘塑性変形が卓越している

と考えれば上記の対応関係は説明できるが,前述
の歪エネルギーの蓄積という観点からの評価とは

逆センスとなる このため,低速度域が得られた
としても,そ れが粘塑性的振る舞いをしやすい領

域なのか弾性的な領域なのかによって,解釈は

まったく逆となるため,低速度域の性質を詳細に

調べることが重要となる 粘塑性的媒質では地震
波の減衰が大きいことが期待されるため,低速度

域の解釈のためには,地震波速度構造のみならず

減衰構造を求めることが有効であろう 構造探査
によって弾性的性質と粘塑性的性質の両方が明ら

かになれば,歪エネルギーを蓄積 しやすい場所や

応力集中を起こしやすい場所が明らかになり,摩

擦パラメータとは別の
サ
清報として,ア スペリティ

の本質に追れる可能性がある

また,構造に時間変化が生 じているとすれば,

それは間隙水圧の変化というのが一番考えやすい.

特にプレート境界からの反射波の時間変化を丹念

に調べれば,間隙水圧の変化を捉えられる可能性
がある。アスペリティ。モデルが正 しいとしても,

時期の予測の精度を上げるのは容易ではないが,

間隙水圧の変化が,た とえばアクロス (Yamaoka

et al,2001)の ような構造モニタリングから捉え

られれば,大地震の発生が迫っていることを推定

できる可育旨性がある.ま た,福島県沖のように,

普段はM7の 地震すら起こさないところで 1938

年の地震のようにまれにM75の地震が生 じるの
は,間隙水圧の時間変化を考えざるを得ず, この

ような場所においては特にプレート境界の間隙水

圧のモニタリングが重要である

6.お わ りに

アスペリティ。モデルの発展により,プ レート

境界型地震については,過去の履歴から将来を予

測することの根拠が得られた.し かしながら,地

海溝型地震予知の展望-25



震の 1サ イクルを十分な精度でモニターしていな

い限り,現状以上に予浜1の幅を狭めるのは困難で

ある.こ れを克服するためには,一刻も早 く,海

底地殻変動観測網を整備することが重要である

これによって次の地震に至る過程を明らかにし

て,初めて,そ の次の地震の予測に役立てること

ができる。この意味で,地震予知研究というのは

本質的に長期の観測を必要としている学問であ

る。今後,観浪1データの整備とともに,解析手法
についても高度化 し,準 リアルタイムでプレート

境界の状態を正しく把握できるような日が早く来

ることを願っている.
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堀内茂木

緊急地震速報と巨大地震

は じめ に

地震波には,直達波と表面波がある P波,S波

は直達波で, それぞれの伝播速度は, 約 6km/s,

3.5km/sである.P波の平均的振幅は,S波の約
1/5である。表面波は,S波の後から到着 し,長周

期地震動の原因となる波である 地震被害の大半
は, S波や表面波で引き起こされることから, P

波到着直後に配信される緊急地震速報により,地

震被害を軽減できる可育旨性がある。

緊急地震速報 (Earthquake Early Warning)

の開発は,海外ではメキシコ (Espinosa Aranda

et al,1995),台 湾 (Wu and Teng,2002),ア メリ

カ (Kanamori et al,1997,Allen and Kanamori,

2003)等で行われている。日本ではOdaka et al

(2004),Horiuchi et al(2005)に よるシステムが

開発され, 2007年 10月 より世界に先駆け, 緊急

地震速報の本運用が始められた。

現在配信された緊急地震速報は,情報が間に合

わない,誤報が多い,等の苦情が多く,緊急地震

速報が開始された当初の期待と熱気が小さくなり

つつあるようにも思われる 本稿では,現在の緊
急地震速報の概要を紹介し,緊急地震速報が,東

海,東南海,南海地震等の巨大地震の防災対策に

極めて有効であることについて報告する

2 緊急地震速報の仕組みと課題

1995年兵庫県南部地震発生後,防災科学技術研

究所は, 日本全域,約 800点からなる,高感度観

浪1網 (Hi net)を 整備 した.緊急地震速報には,こ

の観測網と,気象庁の約観浪1点 200点,計約 1,000

点の地震観潰1点のデータが使われている.観測点

の平均的間隔は約 25 kmで ある.

地震が発生すると,緊急地震速報のための自動

解析システムは,地震観沢1データを自動解析し,

震源位置とマグニチュード,地震の発生時刻を求

め,大きな揺れが想定される場合には,緊急地震

速報が配信される,地震発生からの時間経過とと

もに,P波を検出する観測点が増え,震源やマグ
ニチュード等の決定精度は高 くなる.観浪l点数が

少ない場合は,精度が低く,ノ イズと地震との区別

が難しくなる.しかし,多 くの観潰1点に P波が届く

のを待つと,情報配信のタイミングが遅れること

になる.緊急地震速報の自動解析システムには,

少ない観測点の,少ない浪1定区間のデータのみ

で,信頼性の高い解を求めることが要求される

Horiuchi et al(2005)は 着未着法を用いた震

源決定法を開発した。これは,P波が観漫1さ れな
かった観沢1点で,P波が観測されてはいけないと
いう条件を不等式で表し,解を数値的に求める方

法である。一般に,別の地震やノイズのデータを

含めて,震源決定すると,計算される解は,真の

解から大きくずれる 着未着法の優れた点は,複

数の地震やノイズが混入しても,不等式を利用し

て,そ れを正確に除去できる点である.

震度の推定には,気象庁マグニチュードが用い

られているが,推定誤差がやや大きいという課題

がある 気象庁マグニチュードは,変位の最大振
幅で定義されている モーメントマグニチュード

は,変位の積分値で定義されており,地震の断層

の大きさを表す指標として適していると考えられ

ている.我々が開発したシステムでは,モ ーメン

トマグニチュード (根岸他,2002)を求めている.

しかし,モ ーメントマグニチュードには,短い時

間のデータを用いると震度を過小評価するという

欠陥があった.

震度は加速度振幅で定義されていることから,

気象庁マグニチュードを用いる場合は,変位振幅

緊急地震速報と巨大地震-27
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速報の受信装置に安価な簡易型地震計を組み込ん

だホームサイスモメータの開発を行った.緊急地

震速報のユーザー数は,地震観浜1点に比べ,圧倒

的に多い.簡易型地震計が組み込まれた受信端末

が開発され,そ の観測データがリアルタイムで利

用できる仕組みができれば,観潰1点数は飛躍的に

増え,直下型地震の場合に,情報配信が間に合わ

ないという課題は大幅に改善される.

通常,地震計は人工的ノイズが少ない場所に設

置されている ホームサイスモメータは,屋内に

設置されることが前提となっている.室内では,

子供が近くで飛び跳ねる等のことが想定され,屋

外での観潰1に比べ,3桁 5桁大きなノイズが入る

と想定される。ホームサイスモメータは,サ ンプ

リング間隔を,従来の地震観潰1の 5倍 の 500 Hz

にし,地震波とノイズとを正確に区別するアルゴ

リズムを組み込むことで, ノイズで誤動作するこ

とがないよう設計されている 分解能は,0 3 gal
程度である.振動台による試験結果では,震度の

潰1定誤差の二乗平均平方根は 0.04で あった

ホームサイスモメータは (株)エ イツーが 2007

年度に科学技術振興機構の独創モデル化事業で,

防災科学技術研究所と共同開発したものであり,

現在 1500ヶ 所に設置されている (図 2)ホ ーム

サイスモメータの観測網が密な地域で発生する地

震の場合は,気象庁の緊急地震速報が配信される

数秒前に地震発生が検出されている.

日本以外の国では,高密度の地震観浪1網が整備

されていなく,緊急地震速報の本格的運用は行わ

れていない。最近,中国等では,簡易型地震計を,

携帯電話の基地局に設置する方式での観測網の整

備を進めている.携帯電話の基地局には,商用電

源と高速のインターネット回線が整備され, ホー

ムサイスモメータは安価で,かつ,データ伝送の

遅延時間も01秒程度である。 このため,観漫1点
の設置費用は,地震調査研究用の観浪1網の設置費

に比べ 1/100以下であり;データの遅延時間も小

さい。近い将来,中国等で, 日本以上に高密度の

緊急地震速報のための地震観測網が整備される可

能性があると思われる.

0    20   40   60   80   100   120
earthquake number

図 1 震度マグニチュー ドを用いる場合の震度の
推定誤差 (● )と 気象庁マグニチュー ドを

用いる場合の誤差 (○ )と の比較 .

を測定 して,加速度を予浸lす ることであるとも解

釈できる.観没1点が一点の場合,気象庁マグニ

チュードから計算される最大変位は,理論値と一

致するが,計算される震度は,一致するとは限ら

ない。なぜなら,地震波の周波数は一定でなく,

地震により,高い周波数が卓越するものや,低い

周波数が卓越するものがあるからである.変位振

幅が同じでも,周波数が 3倍変わると,加速度振

幅は 9倍変わり,震度は約 2変わることになる

山本他 (2007)は,加速度の予測には,変位で

はなく,加速度を用いるべきであると指摘し,震

度マグニチュード導入の提案を行った 図 1に ,

震度マグニチュードによる震度の推定誤差と,気

象庁マグニチュードによるそれとの比較を示す .

ほぼ全ての地震について,震度マグニチュードに

よる推定誤差は,既往の手法による推定誤差に比
べ小さくなっている。推定誤差の平均的減少率

は,22%である

3.ホームサイスモメータ (家庭用地震計)普及計画

地震調査研究には,高精度の地震計が必要であ

るが,緊急地震速報用には,高精度の地震計は必

要としない。しかし,観浪1点数が少ないと,地震

検出に時間がかかり,情報配信のタイミングが遅

れることになる。近年,MEMS(MicrO Electro

Mechanical Systems)型 の安価な加速度計が製

作されており,パ ソコンやゲーム機器等に広く使

われている.Horiuchi et al(2009)は ,緊急地震

28-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )



図 2 ホームサイスモメータの分布

4.巨大地震と猶予時間

東海から四国にかけての領域では,マ グニチュー

ド8ク ラスの地震が,今後 30年間に,約 50%の

確率で発生すると指摘されている。この地震は,

フィリピン海プレートの,年 4～6cmの割合での

沈み込みに伴 う地震であり,発生時期のずれは

あっても,将来 100%の確率で発生する地震であ

る.最悪のシナリオは, 3つ の地震が同時に発生

し,東海から四国にかけての 700 kmの 領域を震

源とする巨大地震が発生することである。これら

の地震発生による被害は国家予算 1年分に匹敵す

ると指摘されている。

2008年 5月 12日 ,マ グニチュー ド79の 四川

大地震が発生 した。この地震による死者は 87,000

人で,被害総額は 12兆円である。この地震の断層

の長さは 280 kmで ある.

地震のエネルギーは,断層運動により放出され

るが,断層運動が拡大する速度は S波速度の約

80%の ,28 km/s前後であることが知 られてい

る 四川大地震では,地震の断層運動開始から,

終了までの時間は約 100秒間であった

図 3は,四川大地震の強震計の記録の中で, 日

本の気象庁による震度が 45以上 (5弱以上)の記

録の 3成分加速度波形の絶対振幅をプロットした

ものである 図では,震度が 3以上になった時刻
以降を,色を変えて示している。P波到着時亥1は 2

秒に揃えられている 地震が発生した場所から遠

く離れた観測点では,P波初動付近の振幅は極端
に小さく,時間の経過とともに大きくなっている

図 4は, この地震の,P波到着から震度 3に な

るまでの時間をプロットしたものである。大部分

の観測点での P波到着から,震度 3の揺れが始ま

るまでの時間は,20～ 50秒間である。一般に,震

度 3よ り小さい揺れだと,被害はなく,避難行動

もできると思われる。従って,微弱な P波が到着

してから,大きな揺れが始まるまでの猶予時間が

緊急地震速報と巨大地震-29
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図 4 中国四川省地震の P波到着時刻から震度 3
になるまでの時間の分布

20～ 50秒間あることを示 している 緊急地震速報
が整備されれば, P波到着前に情報配信できるこ
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図 3 2008年中国四川大地震の波形記録 日本の気象庁定義による震度 5弱以上となった観測点の
3成分波形の振幅の絶対値がプロットされている 震度 3以 上の揺れ到着以降は, 色を変え
て表示されている 巨大地震の場合は, 断層が長く, 大きな地震エネルギーが放出されるま
での時間は長い このため,大部分の地域で,P波が到着してから,大きな揺れが到着する
までの時間は2030秒以上と長い性質がある
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とから,猶予時間は更に長 くなる.断層が拡大す

る速さは理論的に,28km/秒程度であることが

知られており,地震波は断層運動に伴って放出さ

れるものであることから,四川地震の猶予時間の

分布の
「
1は,巨大地震の場合の一般的特徴であ

り,特殊な例ではないと考えられる このような

巨大地震の場合,断層が拡大する速度が 28km/秒

程度であるため, 大部分の地域で, 猶予時間が数

秒ということは,理論的にありえないことである.

東海,東南海,南海地震が同時発生 した場合に

は,断層の長さは,700 kmに も達する.こ の地震

発生時の,緊急地震速報の猶予時間は,四川省の

地震に比べ,更に長いと見込まれる。理由は,震

源域が海域であること,海底地震計が,想定震源

域の中に設置されること,緊急地震速報が整備さ

れているからである 数十秒の猶予時間があれ
ば,死者数を 9割近 く減らすことは十分可能であ

ると思われる
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5.お わ り に

日本では,専門家も含め,緊急地震速報は,数

秒前の情報で,役に立たないとの意見が定着 しつ

つあるように思われる。原因は,緊急地震速報が

酉己信されるようになってから発生する地震は,マ

グニチュードが 7前後以下で,巨大地震に比べ ,

断層の長さが一桁以上小さく,猶予時間が短かっ

たからであると思われる。小さく,被害が発生し

ない地震は,巨大地震に比べ,圧倒的に多く発生

するので,緊急地震速報の猶予時間が数秒以下で

あるとのイメージを払拭するのは容易ではない

しかし, このイメージを払拭できれば,緊急地震

速報が有効であることは,だれでも理解できるの

ではないだろうか。また,緊急地震速報を用いた

防災対策も大幅に進むのではと思われる.

前述のように,巨大地震の場合は,地震エネル

ギーが放出される時間が数 10秒以上であるが,

小さい地震は数秒以下である 小さい地震でも,

震源に近ければ,揺れは大きいが,巨大地震でも,

断層運動が始まった地点から遠ければ,揺れは小

さい。しかし,単独観測点の地震波形の特徴から,

地震エネルギーが放出する時間を見積もり,5～

10秒間程度の解析区間で,巨大地震と小地震発生

とを自動的に区別するシステムの開発は原理的に

可能である (堀内他,2009)と 思われる.違いが

区別できれば,大きな揺れの 20～ 30秒前に巨大

地震発生中であるとの警報を出すことが可能にな

る 巨大地震発生を見分けるシステムを,大量販

売できる目処が立てば,地震計や処理システム全

てを 200300円程度の LSIにすることも可能であ

る 将来,大きな揺れの 20～ 30秒前に,巨大地震
が発生中であるとの警報を出す火災報知器や, 日

覚まし時計等の開発も夢ではないと思われる。
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日本周辺域の海底観測ネットワークの構築

金田義行

1.は じめ に

西南日本沖の南海 トラフ沿いで発生する東海 ,

東南海ならびに南海地震の再来は, 日本の最大級

の防災課題であり,中央防災会議はそれらが同時
発生 した場合の経済的被害を最大で 81兆円と予

浪1している 過去 3回の南海 トラフの巨大地震で
は,3つの地震がほぼ同時発生 したとされる 1707

年宝永地震,およそ 30時間の時間差で東南海 。

東海地震と南海地震が連動発生 した 1854年安政

地震,約 2年の時間差で東南海地震と南海地震が

連動 して発生 した 1944年 /1946年の昭和の地震

というように,繰り返 しの時間間隔をはじめ発生

様式も多様であることが知られている.

このように発生様式の多様な南海 トラフの巨大

地震に対 してどのように備えたらよいか? 優先
されるべき課題は,海底で地震,津波の観浪1監視
ができるシステムを実現することである.1995年

の兵庫県南部地震をきっかけとして,Hi‐netゃ

GEONET等の世界でも類を見ない広域棚密な観
測網が実現した。一方,同様に重要とされた海域
の観測ネットヮークに関しては,観測機器の設置
や維持管理が陸上と比較 して難 しい等の理由か

ら,残念ながらほとんど手付かずで,気象庁の東
海沖ケーブル,海洋研究開発機構の室戸沖ケーブ
ル,釧路沖ケーブル等が挙げられるものの,広域

棚密展開には程遠いものであった。しかしなが

ら,2004年のスマトラ島沖地震やその大津波によ

る甚大な被害を目の当たりにして,海溝型巨大地

震への備えの重要性があらためて認識された.そ
の結果,文部科学省は 2006年 より新たな地震研
究プロジェクトとして,「地震・津波観測監視シ

ステムの構築」を開始 した.こ の地震・津波観測

監視システムは,海底での広域棚密な地震,津波
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観測を実現するシステムで,略称 として DONET

(Dense Oceanfloor Network System for Earth‐

quakes and Tsunamis)と 呼ばれている (図 1).

2.海底観測システムの必要性

震源域が海陸にまたがる東海地震を除けば,東

南海地震の震源域は紀伊半島沖熊野灘,南海地震
の震源域は紀伊半島潮岬西方沖から日向灘に至る

海域と,南海 トラフ海溝型地震の震源域は広く海
域に分布する。このため,地震,津波の早期検知
の観点から,地震計,水圧計 (津波計)を震源域
直上である海域に設置することが必要で,かつ, リ

アルタイムのデータ伝送が可能でなければならな

い。また,地震発生の準備直前過程を観測から捉
えるためには,微小地震から地殻変動に至る広い

周波数帯域での現象を精緻に棚密に観測できるセ

ンサー群を震源域に広く展開しなければならない.

このような背景のもとで,文部科学省は,再来

136・               137°

図 l DONET概念図



が危惧される東海,東南海および南海地震の連動

性評価ならびに緊急地震速報の高度化への貢献を

目的として,地震・津波観測監視システムの構築

という大規模プロジェクトを 2006年 よリスター

トさせた 東南海地震の震源域である紀伊半島沖
熊野灘に高精度な地震計,水圧計 (津波計)等で

構成された 20か所の観漫1点を海底に設置 し,広

域かつ精度の高い連続観測を実現する.観浜1点 と

陸上局は海底ケーブルでつながれ,給電とデータ

通信は瞬時に行われる。2010年 10月 現在では 4

点の観浜1点が稼働中で,2010年度末には計画した

20点すべての観測点が稼働を開始する見込みで

ある.さ らに続いて,紀伊半島西方沖の南海地震

震源域へ海底ネットワークを展開するプロジェク

トが 2010年度より開始 した。これにより,紀伊半

島を中心として海底観沢1ネ ットワークが整備さ

れ,東南海・南海地震とそれに伴う津波の早期検

知が実現されるとともに,地震発生前後のスロー

イベント等の地殻活動評価とシミュレーション研

究等の総合研究により,東南海地震,南海地震の

連動発生評価の高精度化がなされるものと期待さ

れる.

3.DONE丁 システム (東南海地震の震源域に

展開する海底観測システム)

1)DONETシ ステムの構成
ここでは,現在,東南海地震の震源域である熊

野灘の海底に構築中の DONETシ ステムの詳細に
ついて述べる。DONETは 東南海地震が発生した

際に地震,津波をいち早く捉え緊急地震速報の高

度化に貢献する防災減災目的と,東南海地震震源

域で進行する様々な現象を精緻に捉え,地震発生

予浪1の精度を向上させる研究目的,な らびに次世

代海底観測技術開発を目的としたシステムである.

DONETは ,基幹ケーブル,中継器,終端装置,

展張ケーブル,分岐装置,拡張用分岐装置 (以下 ,

ノード),高精度観測センサー群からなる海底観

潰1シ ステムで,観浪1点は水深約 1,900mか ら4,300

mの深海に設置される (図 2).DONETは 従来の

基幹ケーブル内に観測センサーを整備するインラ

イン式の海底ケーブルシステムではなく,基幹

ケーブルから分岐装置,ノ ー ドにより観漫1セ ン

サー群を面的に展開できるのが特徴のひとつであ

る さらに基幹ケーブルの両端陸揚げによって冗

図 2 海底ネットワークシステム構成
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加速度計

地動センサーシステム

《g調陽f■e》
広帯域地震針

長同月日地震 :0001-01貶 ;l X10-9m/s2-Cat 0 05Hz)
微 小 地 震 :01‐ 0011z,l X 10-7m/62-(at10Hz)

001-100H4-100m/s2(at 10H2)

地 議 変 動 :ldav-100s∝ :>l Pa
津   渡 :-100 sec,>l Pa

長同期地震 :0●●1-01唸 :>l Pa
微 小 地 震 :01-100 Hz;>l Pa
大 地 震 :0011∞「 lzメMPa

《観猥ヨfLH》

図 3 地動センサーシステムと圧カセンサーシステム

長性を確保するとともに,分岐装置とノードに

よって拡張機能ならびに置換機能の向上も同時に

実現している。 ノードには観潰1装置展開のため 8

ポートを装備し,各ポートあたりの電力量は30W

である。しかし,当初は8ポ ートのうち,4ポ ート

しか使用しない。残りは障害発生時や,今後の研

究開発によってより高精度の観測機器が実現され

た際に利用される。観測機器をケーブル内部に埋

め込まないため,よ り複雑なセンサーを装備する

ことができ, これによって海底での広帯域観浪1が

可能となる。さらに,海中ロボットを用いた保守
が可能なため,障害発生時にも迅速に対応できる

という特徴がある DONETに は地動センサーシ
ステムと,圧カセンサーシステムという2つ のセ

ンサーシステムが装備されている.地動センサー

システムは強震計,広帯域地震計からなり,圧力
センサーシステムは高精度水圧計,微差圧計,ハ

イドロフォンならびに高精度温度計を組み合わせ

て作成した.地動センサーシステムについては,

データ品質の向上のため,姿勢制御装置 (ジ ンバ

ル装置)上に強震計,広帯域地震計をセットした
パッケージを,原則として海底下数 mに埋設す
る.圧カセンサーシステムに関してはパレット上

に各センサーを組み立て,海底に設置する。これ

らの観測センサーシステムは,震源域で発現する

スロースリップならびに津波,微小地震からマグ
ニチュード8ク ラスの巨大地震に至る広帯域の現

象を精緻に捉えることができるように設計されて

いる (図 3).
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2)DONETに期待される地震津波被害軽減効果
DONETで は海域で地震波をキャッチすること

ができるとともに,沿岸に到達する前の津波を海

底水圧計で直接検知することができる.こ れらの

観測データを即時解析に取り込むことにより, さ

らなる避難猶予時間の確保とともに,地震動や津

波高の予測精度が向上すると考えられる.

また, DONETに よるリアルタイムモニタリン

グは,震源域で進行する地殻活動の微小な変化を

明らかにする この時々刻々と変化する状況を予
沢1シ ミュレーションに同化することによって,地

震発生に至るその後の地殻活動の推移を予測する

ことが可能となる。この手法はデータ同化 (図 4)

と呼ばれ,すでに天気予報のための数値気象予漫1

等に広く用いられているが,地震発生予測におい

ては同化するためのデータの不足が深刻な問題の

1つである.DONETは ,地震発生と,そ れに向け
て変化する地殻活動を予測するために重要な震源

域での情報を提供するシステムである.特にデー

タ同化に有効な連続的なデータとして,海底水圧

計データが挙げられる.海底での水圧は海の深さ

に依存するので,その変化で海底の鉛直変位を提

えることができるためである さらには将来,地
震活動のような非連続,非定常的なデータ群を取

り込むことができれば,一段の予測精度向上が期

待できるだろう.ま た,地球シミュレータや次世

代スーパーコンピューターをはじめとする大規模

計算機の活用が,連続データの取得と合わせて,

地震発生予測シミュレーション研究の進展の鍵で

ある。
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繁鰺灘蟻置から難鶏数

図 72 DONET2展 開案と東南海地震発生後から南海地震発生に至るまでに期待される地殻変動の 1例

る。さらに次世代の海底ネットヮーク構築に向け

た技術開発を継続 していくためには, システム開

発ならびに構築のコストダウンを図る一方,地震

津波研究,防災研究ならびに海洋物理,環境モニ

タリングといった分野においても,海底観浜Jネ ッ
トワークのリアルタイムデータの重要性や研究成

果の情報発信が必要であると考えられる。

参 考 文 献

Ariyoshi,K,T Hori,」 ―P Ampuero,Y Kaneda,T

Nlatsuzawa,R IIino,H Akira,2009,Influence of

interaction between small asperities on various

types ofslow earthquakesin a 3‐ D silnulation for a

subduction plate boundary,Gond、 ′ana Research,

16,3-4,534-544

Baba,T,P R Cummins,T Hori,Y Kaneda,2006,

High precision slip distribution of the 1944 Tonan‐

kai earthquake inferred frOm tsunami waveforms:

Possible slip on a splay fault,Tectonophysics,426,

119-134

Hori,T,M Hyodo,K Hirahara,2004,Toward large

scale numerical silnulations of earthquake cycles

on faults in a three― dilnensional inhomogeneous

viscoelastic medium,Butsuritansa,57,639-649

Hori,T,N Kato,K Hirahara,T Baba,Y Kaneda,

2004,A numerical simulation of earthquate cycles

along the Nankaitrough,southv7est Japan:Later―

al variation in frictional property due to the slab

geometry controls the nucleation position,Earth

Planet Sci Lett,228,215-226.

Hori, Tっ  S A/1iyazaki, N A/1itsui, 2009, ノゝ model of

earthquake― generation cycle with scale‐ dependent

frictional property‐ preliminary results and re‐

日本周辺域の海底観測ネットヮークの構築-37



search plan for a project of evaluation for collling

Tokai,Tonankai,and Nankai earthquakes,Jour‐

nal of I)isaster Research,111-117

Hori,T,Y Kaneda,2004,Physical criterion to evalu―

ate seismic activity associated v′ ith the seismic

cycle of great interplate earthquakes,Journal of

Seisnnology,8,2,225-233

Kaneda, Y, K Hirahara, T Furumura, 2009, New

research proiect fOr evaluating seismic linkage

around the Nankai trough― Integration of obser‐

vation,silnulation,and disaster mitigation,Jour―

nal of Disaster Research,61-66

Kaneda,Y,N/1 0hori,T Nakamura,2009,New pro‐

posed disaster mitigation and recovery for the

next Nankai trough megathrust earthquakes,

Journal of Disaster Research,151-152

金田義行,佐藤哲也,巽 好幸,鳥海光弘,2008,「先端

巨大科学で探 る地球J東京大学出版会

金田義行,2008,地震・津波観測監視 システム (DONET)

その 1 紀伊半島沖海底ネットワークの構築,地震本

部ニュース,12月号/67

金田義行,2007,南海 トラフ巨大地震震源域に展開する

海底ネットワーク,科学,Vo1 77,No 3

川口勝義,金田義行,荒木英一郎,2007,海底高密度 リ

アルタイム観測ネットワークのデザイ ンコンセプ ト,

海洋理工学会誌,Vol 13,No 1/7986

川口勝義,2009,深海底リアルタイムネットワークの構

築,日本マリンエンジニアリング学会誌,Vo1 44/No

l,58-63

川□勝義,2007,地震・津波棚密海底観測網の開発,

Vo1 29,No 8/338,529-533

金田義行

[かねだ よしゆき]
現職 独立行政法人海洋研究開発機構
リーディングプロジェクト地震津波・

防災研究プロジェクト プロジェクト 1ま |

リーダー               膀:
略歴 東京大学大学院理学系研究科地球物理学専攻修
士課程修了,石油公団石油開発技術センター,株式会社

大林組技術研究所,海洋科学技術センター海底下深部構

造フロンティア,海洋研究開発機構 地球内部変動研究
センター プレート挙動解析研究プログラム プログラ

ムディレクターを経て現職

研究分野 構造地震学
著書 「先端巨大科学で探る地球―地球システムをリア
ルタイムで診断する」(東京大学出版会)

38-一地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )



グローバル津波研究の展開

―過去 100年の歩み

今村文彦

1. は じめ に

1896年 6月 15日 夜, 三陸沖での地震により微

震の後に襲来した大津波で 2万 2千人を超える犠

牲を出した 図 1は,当時の津波被害の状況を描
いた絵であり,筆舌にし難い悲惨な様子を残 した

画像資料である これは「風俗画報」という雑誌に

収められており, これはわが国初めてのグラフ雑

誌で,1892(明治 25)年から 1916(大正 5)年ま

で刊行されている.明治大正の世相風俗を映像で

知ることができる貴重な資料である.さ らに,僅

か 40年足らずの 1933年 3月 3日早朝,再び津波

災害がこの地域を襲う。激震の後に大津波が三陸

地方に襲来し,3千人もの命が犠牲となった また,
第二次世界大戦終戦前後には,1944年東南海地

震,1946年南海地震に伴う津波により多大な犠牲

を出している。これらの津波のため,津波常襲地

帯として世界的に知られることとなった。「Tsu‐

namiJと いう言葉が国際語になる 1つ の理由が,

日本でこのような大災害が繰り返 し発生 している

ことである。

本文は,過去 100年あまりを遡り,我が国での

津波被害の実態,地域での予防・減災対策と関連

させながら,津波研究の進展を整理するものであ

る。自然災害の 1つ としての津波に対する対策・

対応は,我が国だけに留まらず,沿岸各国での共

通の課題である どのような研究が行われ,如何
に基礎的な津波の発生・伝播論が展開し,被害実

態調査,水理実験,観潰1データの融合と共にグロー

バルな地震・津波の研究活動が実施されてきたか

を紹介 したい.

2.津波学の始め一明治時代の議論 (大森・今村論争)

21 発生の理論
明治三陸地震津波に襲われた当時,地震による

津波の発生機構に関 しては十分理解されておら

ず, いくつかの学説が挙げられていた その中で
も代表的だったものが,同 じ東大理学部に所属す

る大森房吉博士の海震説と今村明恒博士の海底変

動説である。前者は,地震動に励起された湾内固

有振動であり,なぜ大きな津波が海域で発生する

かを説明しようとした。一方,後者は,津波被害
が広域であること,地震発生からある程度の時間
の経過後に来襲している状況を理由としていた。

当時,地震および津波を観測する装置が限られて

いたため,実態を説明するには,不確定な要素が

多くあった.幾多の論争を経て,津波の到達時間,

沿岸での波高増幅,発生効率などの点から今村説
が一般的な発生機構として認められており,現在
の津波数値解析の基礎ともなっている。ただし,

大森説の固有振動現象は,発生時の津波周期と湾

内固有周期との対応として理解すれば,現在でも

支持される (渡邊,1998).

2.2 伝播の理論

津波は重力波の 1つ として扱えるため,流体学

的な理論によって伝幡過程が評価される.代表的
な理論としては,Kajiura(1963)に よる古典理論

がある 海面の擾乱 による波の伝播について
Green関数を導入 して,第一波の減衰を理論展開

した 長距離伝播における分散性の重要性も指摘
している

一般に,津波の波動現象を解析しようとする場

合,そ の物理モデルにおいて非線形性と波数分散

性が重要なパラメータとなる。ブト線形性は,その

波高と水深との比に関連し,水深が浅 くなるにつ

グローバル津波研究の展開-39



れ影響を増して,波高の増幅や波形の前傾化など

の現象が生 じる 一方,波数分散性は,そ の波長
に対する水深の比に関係 し,波長によってその波

速が変化するという性質を持つ 津波のような長
い周期の波に対してはその分散性が小さく長波理

論が適用できる.従って,津波を再現する理論と

しては,日安として 50m以上の深海では線形長

波理論,それ以下の浅海では非線形長波理論が用

いられている。さらに,浅海域が長 く続くと津波
の山部ほど速度が速くなり,結果,波形勾配が大

きくなる。その時,波先端での分裂現象が発生す

る。これは河川などの遡上でも観測され,非線形

分散波理論が必要となる.

最終的には,津波は陸上部へと遡上していく
エネルギー損失は陸上での表面状態 (土地利用)

により変化すると言われ,数値モデルに粗度係数

として経験的に与えられているが,そ の妥当性と

与え方の基準が明確には決まっていない 陸上で
の土地利用によりその値を設定 している方法 7),

8)も あるが,今後の課題として残っている

23 非地震性の津波
図 1に示されているように,地滑り及びそれに

伴う土石流により発生する津波は,通常のような

断層運動により引き起こされる津波に比べて頻度

は低いものの,歴史的にみてもその規模・被害と

もに大きなものがある。1791年眉山崩壊によって

発生 した津波は有明海を伝播し,対岸の肥後・天

草を襲い,5,000名 以上の死者を出した また,
1741年渡島大島火山性津波では犠牲者は 1,467名

を数え,未だに,そ の発生メカニズムは断定され

ていないが,島北部に残された大規模地滑りが大

いに関係 していると考えられている 非地震によ

り発生する津波の研究は,海底地震の断層運動の

ものに比べて本格的な研究が少なく, また津波発

生モデルも十分に確立されたとは言えない (今

村 。前野,2009).

3.津波警報システムー来襲前に避難するために

3.1 津波予警報システムの始まり

津波警報システムは米国で開始された ハワイ
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図 1 過去 200年間の津波発生原因

とアラスカで 165人 の犠牲者が出た 1946年 のア

リューシャン地震を受けて,沿岸測地局 USCGS

(United states Coast and Geodetic Survey)に

よリシステムの構築が進められ,1949年に設立さ

れた。その後の大平洋津波警報センターPTWC

(Pacmc Tsunami Warning Center)である.ち

なみに日本語であるツナミが国際語となったきっ

かけも,同センターの名前に使われて学術用語化

したからと言われる.

我が国では,1941年に三陸沿岸を対象とした三

陸沿岸津波警報組織が生まれ,震源推定後に,津

波の有無を判断し,そ の後予報文,伝達ルー トを

伝えようとする先駆的なものであった このシス

テムの全国拡大は,戦争や通信などの問題により

実現できなかった。その間に,東南海地震津波

(1944),南海地震津波 (1946)が発生し,多数の

犠牲を出してしまった 1949年,戦争の終了と共

に進駐軍により,津波予報を有効かつ迅速に伝え

るための組織化を指示され,1952年 4月 1日 から

全国的な組織としての津波警報システムが稼働 し

たのである.

地震と津波の関係を利用したのが,1941年頃に

始まった津波予報で用いられた津波判定図であ

る。これは,過去に起きた地震のマグニチュード

とその地震により発生した津波の規模の関係に基

づいて,(a)津波の規模はマグニチュードで決ま

る,(b)津波の広がりによる減衰は震源からの距
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離で決まる, ということを仮定して,経験的につ

くられたものである.

1951年 システム開始当初の予報作業は,各地震

観測地点で観測された地震の P波 とS波の到達

時刻が電話又は電報で津波予報中枢官署に送 ら

れ,そ こで地図,チ ャート,鉛筆, コンパス,定

規およびある種の計算機を使う手作業で地震の震

源と規模 (マ グニチュード)を決定し,そ の後に

担当者が「津波予報図J(地震の震度や初期微動継

続時間と全振幅との関係から,津波発生の可能性
を判断できるよう,過去のデータに基づいて経験

的に作成 した図)により津波発生の有無を判断す

るものである 予報を出すまでに平均して 17分ほ
どかかっていた。さらに,そ の判断結果を津波来

襲地域へ伝達する手段は,電報や電話であった.
3.2 量的予報ヘ

その後,1994年 4月 には津波の有無を迅速に判

断するため, 従来の観潰1網を見直し,全国約 180
カ所に地震計を配置した津波地震早期探知網の展

開が図られ,津波予報発表までの時間は 3分まで

短縮された。現在行われている津波予報は,近年
の津波伝幡シミュレーション技術の成果を取り入

れた量的な津波予報であり,1999年 4月 に開始さ

れた。これは,地震による津波の発生と伝播の様

子を,あ らかじめ地震の発生場所,深さ, マグニ

チュードを変えて約 10万通りのシミュレーショ

ン (数値計算)を実施 してその結果をデータベー

ス化 しておき,地震発生時にはこの計算結果の中
から実際に発生 した地震に近いものを検索 して,

各地の津波の高さ等を発表するものである 過去
の事例からの経験則に基づいていた従来の手法に

比べ,地震の断層運動による津波の発生から沿岸
への津波の伝搬までを実際にモデル計算 した結果

を利用するため,予報区および予浪lす る津波の高
さの細分化が可能となった (舘畑,1998)以上が

津波予報体制のこれまでの発展の経緯である.

さらに,2006年 から気象庁は,震源に近い地震

計で捉えた観測データを迅速に解析し,主要動が

到達する前に各地の到達時刻や震度を推定して防

災に役立てようとする「緊急地震速報Jの先行的

な提供を開始 している。その「緊急地震速報Jの

自動処理技術を活用することにより,同年 10月 か

らは一部の地震では津波予報発表までの時間を最

速 2分以内に短縮することが可能となっている

4.1960年チリ地震津波のインパク ト

ー国際的連携と津波委員会発足

4.1 国際警報システム

国際協力体制の確立が不可欠であることは明ら

かであった。そのため,ユネスコ政府間海洋学委

員会 (IOC/UNESCO)第 3回総会 (1964年)の決

議に基づいて,1965年 4月 にホノルルで「太平洋

津波警報組織の国際協力に係る作業グループの会

合」が開催された。この会合では次の 2つ の機関

を設置するという重要な提案が行われた。一つは,

地震発生時に関係各国の地震,津波に関する情報
を収集し,収集した情報を関係国へ提供する情報
センターであり, もう一つは,関係国間における

情報交換,意見調整等を行うための国際調整委員
会であった 前者の機関としてはホノルルの地磁
気観漫1所が,太平洋津波警報センター (PTWC)と
して改組 。発足し,ま た後者の機関としては,太平

洋津波警報組織国際調整グループ (ICG/1TSU)

が設立された

4.2 学術組織の発足

1960年 にヘルシンキで開かれた IUGG(国際測

地学 。地球物理学連合)の第 12回総会において,

津波に関する科学的・技術的情報を交換すること

を目的に Tsunami Commission(津 波月ヽ委員会)

が設置された 津波の発生・伝播理論,数値解析 ,

観測技術,予警報システムなど津波に関する幅広
い研究テーマについて議論できる場となった。さ

らに, IUGGの 2年後に国際津波シンポジウムが

この小委員会の主催で開催されており,2年に 1

回のペースで国際会議が開催されている.

5.室内水理実験の始まりと役割

本格的な津波水理実験が国内で開始されたの

は,1981年に東北大学において津波防災実験室が

開設されてからであると思われる 津波の発生・

グローバル津波研究の展開-41



伝播・遡上の理論および数値解析の検証として,

さらには,実際の地形を再現し,防波堤・防潮堤

などの機能評価などが行われた.現地調査等では

十分に計浪1・ 観浪1で きない現象を再現し,検証を

補完する役害1と して不可欠である.

津波の水理実験は,以下に大別できる。①水平

2次元の地形模型の水平と鉛直の縮尺を変えるこ

とにより,広大な実地形での現象を室内水槽で再

現するもの,②断面 1次元での水平と鉛直縮尺を

同一にし,よ り正確に伝播や遡上の過程を再現す

るものである (平石,2007).最近では,津波挙動

そのものに加えて,作用波力,漂流物,砂移動 (地

形変化),植生の効果,な どの水理実験が盛んに実

施されている。この際には, フルード則, レイノ

ルズ則などの他に,剪断力,粒径,剛性などを考

慮した様々な相似則を導入しなければならない.

6.数値計算技術の普及
一丁IMEプロジェク トの発足

6.1 1960年代の数値解析のはじまり

被害軽減を考えた津波防災のためには,迅速か

つ精度の高い予報が重要であることは明らかであ

ろう.津波の挙動は沿岸での地形の影響をうけて

複雑に変化する この挙動を知り,津波高さを推
定するには,実際の海底地形を十分な精度で考慮

して津波の伝播を予漫1す る必要がある。これは,

すでに解析的な研究の領域を超えて,数値計算に

よる応用研究として取り組まなければならない

1960年頃に,数値技術とコンピュータの発展によ

り,津波や高潮の数値シミュレーションによる解

析が始まった (Isozaki and Unoki,1964;Ueno,

1965).さ らに,1983年当時,三陸沿岸での海底地

形データが作成され,初めて実用的な津波シミュ

レーション方法が検討されていた.過去の,比較

的震源過程が分かっている地震の場合には,最高

水位分布を誤差 20%以内の精度で再現できるこ

とが示された (首藤ら,1988).

しかし,地震・津波観測網が発展し,詳細な津

波調査が行われるようになると,地震波解析によ

り推定される波源 (断層モデル)と津波観測また
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は調査から推定される結果に翻謡が生じることが

指摘されはじめた.最近では,津波発生モデルで

は今まで無視しうるとされてきた断層運動の動的

な効果も指摘されている.

6.2 数値解析技術の移転

日本で開発された数値計算技術を津波の影響を

受ける諸外国に提供することは意義がある 「国際

防災十年J(1987年 ～1997年 )の取り組みとして,

国際測地学地球物理学連合 (IUGG)と ユネスコ

政府間海洋学委員会 (IOC)の共同事業の援助に

よるTIPvIE(Tsunarllilnundation Modeling Ex‐

change)プ ロジェク ト津波浸水域数値モデル移

転)を立ち上げ,津波被害を受けたまたは受ける

と予想される地域への数値シミュレーション技術

移転を行っている (今村,1998).ソ ースコードの

公開だけでなく,充実したマニュアルも作成 し配

布されている (IOC,1997).さ らに,現地の研究

者が東北大の津波数値モデルコー ドTUNAMI

(Tohoku university Nurnerical Analysis DЛ od

eling for lnundation)を 取得 し,研修や共同研究

を実施 しながら,対象地域の地形・土地利用デー

タおよび想定地震などを入力し,予想される津波

浸水域を算出,ハザードマップなどが作成されて

いる。 このプロジェクトヘは, 2009年 までに 23

図 2 TIMEプ ロジェク トのロゴマーク



力国の 45に及ぶ機関が参加 している。また,国際

測地学地球物理学連合の会議や津波警報実務者会

議などで,常に本プロジェクトに対 して感謝決議

が Lげ られている。

7.津波監視・観測システム

ー超音波波高計,GPS波浪計

津波観測の目的は,浅海域 (沿岸域も含む)と

深海域で若千異なる まず,浅海域においては,
津波発生の有無の確認と観浪1,津波来襲の直前監

視,津波の沿岸域での変形 0曽幅)過程の把握 (気

象庁が行っている津波の数値予報の評価,お よ

び,基礎となるデータの取得)があり,一方,深

海域においては,津波の早期検知,沿岸域での変

形を受けていない津波波形計測による津波発生メ

カニズムの解析等が目的として挙げられる。以

下,2つ の新 しい監視・観沢1シ ステムを紹介する。

7.1 空中発射式超音波波高計

空中発射式超音波波高計は,セ ンサーから発射

された超音波が海面で反射 し受波部に返ってくる

までの時間を計測することにより, センサーから

海面までの距離を計測する 超音波の速度が気温
に依存するため温度補償が必要である.サ ンプル

間隔は波浪観測などが主目的のため一般に短い

が,数値的に処理することで,周期 1～ 2秒の風波

から数時間の潮汐を観測することができる.特長
として,検lll所 と同じく陸上設置のため, リアル

タイムデータの取得が容易であること,検潮所と

異なり,導水管のようなフィルターを通さない津

波波形が計測できることが挙げられる。また,設

置費用が比較的安価なので,市町村 レベルでも設

置が可能である

72 GPS波浪計
GPS波浪計はGPSア ンテナを搭載したブイの

高さ変化を RTK GPS手法を用いてモニターす

ることで,津波を計潰1す るシステムである。沖合
では津波の振幅が小さいため高い精度の観測が不

可欠である.沿岸に被害を及ぼすような大津波を

観浪1す る場合でも,1 2cmの 観測精度が必要で

ある。 RTK GPS手法は陸上から遠くなると精度

が悪くなるため, 現在のところ海岸から十数 km
までの範囲での運用が可能である。それでも,他
の浅海用センサーに比べて,最も沖合で観測する

ことができ, また設置も比較的容易であることが

特長である。

8.イ ンバージョンによる波源推定

沿岸部での津波の挙動が検潮記録として観浪lさ

れると,そ の情報を利用して,津波の波源につい

て知ることが可能となる.こ れは逆解析 (イ ン

バージョン)に よる波源推定であり,Satake

(1989)な どにより精力的に始められ,断層運動の

不均一性などの評価に有効であることが示されて

いる.通常,断層運動に伴う現象としては地震動

が代表であるが,津波のような海域での波動運動

も生 じる.様々な観測データを用いて,多角的に

震源過程を推定することは意義があり,データの

中でも津波成分は分解能の点で優れていると指摘

されている。

数値シミュレーションの有効性は認められつつ

あるが,如何に迅速で信頼性の高い初期値 (津波

波源)を与えられるかが大きな課題として残され

ている。 リアルタイムで波源域を正確に推定する

ことは難 しい中で,数値シミュレーションと観沢1

技術とを融合した方法が検討されている。仮に断

層運動の未知な部分があったとしても, さらに地

震以外の原因で発生 したとしても,沖合で津波を

直接検知できれば,確実な津波シミュレーション

の入力情報として活用できるはずである。現在 ,

震源または波源の出来るだけ近くで地震動や津波

を観測するために,海底地震計・津波計が設置さ

れている.

9.2004年スマ トラ沖地震・インド洋大津波

一学際研究分野の必要性

9.1 甚大な被害

スマトラ北西部沖地震 (M92)は 2004年 12月

26日午前 8時頃 (現地時間)に発生した。この地

震はユーラシアプレートとインド・オーストラリ

グローバル津波研究の展開-43



アプレートの境界でのプレート間のものであり,

余震観浜1か ら震源域は約千キロメー トルにも達

し, この地域でも最大級の規模となった。地震よ

り生 じた津波は,直後にインドネシア沿岸を襲
い,そ の後, タイ, マレーシア,バ ングラディッ

シュ, さらにはインド東岸,ス リランカ (波源か

ら 1,600 km)に も達した。驚くべき事に, アフリ

カ (波源から約 6,000 km)お よび南極へも来襲 し

た.こ のようなインド洋全域に影響 した津波は

我々の歴史の中では初めてである.犠牲者は 23

万人を超えたと言われ,感染症などの 2次災害も

懸念されていた.未だに犠牲者数の実態も把握さ

れていないというのが現状である.記録に残る津

波災害の中でも最悪となるであろう.

9.2 被害などの特徴

M9に よる地震と津波による被害は甚大であ
る。今現在でも正確な実態を把握することはでき

ない。被害が大きい地域ほど,連絡をとることが

難しく,情報が得られないからである ここでは,
被害の概要のみを紹介したい。まず,最も被害の

大きかった地域は, インドネシア・スマトラ島で

あり,強震動と突然の大津波の来襲により沿岸地

域は壊滅に近い状態であったと推定される.複合

的な被害が生 じた可育旨性が高い。タイやマレーシ

アでは,観光地を中心に大きな被害を出した.犠

牲者には多 くの外国人観光客を含んでいた。 リ

ゾート地での突然の大災害となった。ここでは,

復旧・復興の課題も残った.さ らに,ス リランカ

では東部,南部の海岸沿いのほか,波源に対 して

背後に位置するはずの南西部のコロンボでも被害

が出るなど,影響は全地域に渡った.海また,津

波により列車も流されてしまい,乗客や避難 した

住民の命を奪っている.

現地からの膨大な映像がテレビを通じて報道さ

れている (写真 1).ビ デオカメラなどが普及し,

観光地などでは,多 くの方が手元に持っていたか

らであろう.こ れらの来襲する津波の映像は学術

的に大変重要である。これらを収集 して,衛星画

像や数値シミュレーションなどと併せて解析を実

施する必要がある.

9.3 リモー トセンシング技術の発展

衛星画像から判読された建物被害情報と津波の

外力情報を統合 し,津波外力の大きさと建物被害
の大きさを関連づけることができれば,従来の津

波被害予潰1式よりも詳細な津波被害推定指標が得

られると期待される.実際,バ ンダアチェなどで

は新 しい津波被害想定指標としての津波フラジリ

ティを構築されている (Koshimura et al.,2009).

このような関数が適切に推定されると今後の津波

被害推定に大変役立つ .

9.4 地学的アプローチ

津波堆積物は,過去の津波の発生時期や再来間

隔を推定する手段として広く利用されている (例

えば,Atwater,1987;箕 浦ほか,1987)。 ただし,

写真 1 インドネシア・バンダアチェでの津波浸水状況 (Metro TV撮影)
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津波によつて形成されたことが明らかな津波堆積

物がどのような特徴を持つのかは, これまで良く

わかっておらず,地層中から過去の津波イベント

によって形成された津波堆積物を識別する手段が

確立 しているとは言えない状況にある。この点に

おいて,2004年インド洋大津波によつて形成され

た津波堆積物は,津波堆積物を識別するのが容易

であった。そのため,2004年 インド洋大津波に

よって形成された津波堆積物がどのような特徴を

有するのか, どのように分布するのかなどを詳 し

く調べることができ,多 くの成果が出されてい

る.タ イ沿岸での浜堤など微地形の影響を受けた

堆積分布やスリランカでのキリンダ漁港での津波

来襲前後の極めて詳細な地形変化などのデータが

得られている。

9.5 植生の役割

災害発生直後から,マ ングローブ林の津波防災

機能に関する複数の報告が公表 (Danielson et al,

2005な ど)さ れ,総括的な報告も行われている

これらの報告は,いずれも現地での実測や観察に

基づいたもので,実証を目指したものだが,マ ン

グローブ林の破壊実態の把握・評価から防災機能

の見積もりに至る,包括的な防災機能を把握する

ために必要な力学をベースとした分析を行うとこ

ろまでには至っていない.今後,沿岸域での植生

は,環境だけでなく防災面での機能評価が求めら

れているために,定量的な検討が必要である

この中で,Yanagisawaら (2010)は マングロー

ブの破壊状況を津波の水理学的特性と関連させ,

被害関数を提案している この関数を用いて,植

生の津波に対する抵抗 (減衰)と その限界を定量

的に評価することが出来た.特に,バ ンダアチェ

において, もし,本来の沿岸での植生が維持でき

ていれば,津波被害を大幅に低減できることを示

した結果は大いに関心を持たれている.

9.6 サンゴヘの影響

津波が海洋生態系に及ぼす影響に関する情報

は, これまでほとんど得られていなかった.2004

年津波では,イ ンドネシア, タイ, スリランカ,

モルジブなど,サ ンゴ礁が発達する地域に影響が

及んだため,サ ンゴ礁保全を目的とした実態調査

が数多くなされている。いずれの地域でも,当初

予想されていたよりも被害は小さく,例えばタイ

南部の沿岸域では,一部地域で 13～ 40%程度の

サンゴが被害 (転倒,破壊,土砂の被覆)を受け

たことが報告されているものの (Chavanich et

al,2005な ど), 被害が発生していない地域も数

多く報告されている。また,サ ンゴの形状別の被

害差が顕著に見られ,塊状サンゴの横転・移動が

多いのに対し,枝状サンゴなどの被害は少ない。

川俣ほか (2009)は , タイ。シミラン諸島のサン

ゴ被害に対して数値計算を用いて評価し,津波の

最大流速が約 45m/sを上回ると, サンゴ被害が

甚大になることを報告している

10.お わ りに

過去 100年にわたり我が国の津波研究がどのよ

うに展開され,国内外での被害軽減のための科

学・技術の発展が生まれたかを紹介した さらに

現在は, 自然現象に加え人間 。社会現象を視野に

入れた学際領域の 1つ として進展 しているが,そ

この部分について省略した。いかに津波の予測技

術が進歩し,信頼性の高い情報が出されたとして

も,そ れが人々に対 し効果的に伝わり,適切な対

応・行動がとられなければ,そ れは失敗に終わっ

てしまう。従って,予潰1技術の向上と並行 して,

地域での災害教育を行うことが重要である.

また一方で,河田 (1997)によれば,人的被害の

90%以上は,5%以下の低頻度巨大災害 (数百年に

一回の頻度)に起因している。また,原子力発電所

などの重要施設においては, さらに低頻度 (最終

的には十万年に一度の頻度)のハザードに対 して

も定量的に評価する必要が出ている.巨大津波災

害は,人間の生活基盤となる沿岸環境にも甚大な

影響を及ぼす。そして,被災後の復旧・復興活動 ,

さらには自然修復によって,沿岸環境も安定 した

状況に回復するが, これが津波前の状況に戻ると

は限らず,災害規模が大きいほど不可逆的なプロ

セスになる可育旨性がある.こ のようなヒステリシ

スの状態変化を検討する研究も求められている.
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地震発生予測実験

平田

1.は じめ に

現在の地震学や地球物理学の知識では,確実な

地震発生予測を行うことは難しい.こ れは,つ ま

るところ発生を予測すべき大地震は希にしか起き

ないという理由による。モデルを作ってそれに基

づく予沢1を行い,実際に地震発生を観測 して予浪1

が正 しかったどうかを検証 し,モ デルを改良する

というサイクルが実現できなかった

一方,中小地震は頻発するために,かえつて本

当に予測が妥当であったのか,偶然に予浪1が「当

たった」のかを見極めることが難 しいという,地

震予知研究特有の問題がある これまで多くの予

浜1の試みがあったが,そ の妥当性を検証できな

かった.予測の検証の難しさのために地震予知・

予測の研究が進まなかったのである

一般に,地震規模 (M)と その Mの地震発生数

(N)と の間には,グーテンベルグ (G)と リヒター

(R)の関係 (log(N)=a一 bM:G‐R則)が,かな

り普遍的に成り立っている この法則がいつも成

り立っていれば,頻繁に発生する中小地震を用い

て予浪1と検証を行い,そ の予沢1モ デルを使って大

地震も予想することができる そのためには, ま

ず,予測とその検証を行う地震発生予測実験の

「枠組みJを作る必要がある

2.地震発生予測実験とは何か

私たちは, 2009年の 11月 から「地震活動予浪1

実験」を始めた
1).こ の実験で重要なことは,単に

地震発生予沢Jをするだけではなく,で きるだけ客

観的で,統計学的に厳密な手法で予没1結果の評価

をすることを目指す点である そのためには,以

下の点が特に考慮されている.(1)予測モデルを作

直

る研究者 (モ デラー)と ,実際に予沢1してその結

果を評価する組織 (テ ストセンター)を独立にし

て,モ デラーが実験の途中で予測モデル (予沢1値 )

を修正できないようにする.(2)テ ス トセンター

は,あ らかじめ決められた手続き (計算機コード)

に基づいて予測と検証を行う。(3)予測は本当の未

来の予測を行い,結果を原理的にカンニングでき

ないようにする.あ るいは,結果に合わせてモデ

ルパラメータを調整できないようにする.主な規

則を以下に説明する.規則の詳細は文献 2)を参

照されたい。(1)対象領域を決めて小格子に分割し

て,小格子内に発生する地震数を予潰1す る。領域

は,(i)離 島部も含む日本全体,(五 )日本の離

島を含まない領域,(五 )関東地域だけの 3つ を選

んだ。この対象領域で,(2)予沢1期間 (対象 M)は ,

1日 (M4以上),3カ 月 (M4以上),1年 (M5

以上),3年 (M5以上)と した。(3)観測値 (実際
の地震数)は,気象庁が決めた震源数 (気象庁一

元化カタログ)を用い,(4)予漫1の テスト (検定)

には,対象領域全体での地震数 (N),地震規模の

頻度分布のテスト (M),尤度テスト (L),空間テ

スト(S),尤度比検定 (R)を用いている。これら

のテスト方法は,先行して研究を始めているカリ

フォルニアのグループ"が用いている方法と同じ

にした。それぞれのテストには,得手不得手があ

り, これらのテス トに全て「合格Jす ることが必

要とされる

昨年 11月 に始まった実験では, 3つ の領域, 4

つの予沢1期間の計 12の予測クラスに対 して,合

計 91の予沢1モデルが提出された。その内,3カ 月

予測の結果がまとまりつつある 3カ 月予測に登

録された予沢1モ デルは,(i)日 本全体 (離島を含

む)に対して 9モ デル,(五 )日本の離島を含まな

い領域に対して 9モ デル,(■ )関東地域に対 して

7モ デルだった どのくらいの学習期間のデータ

地震発生予測実験-47
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を用い,空間的にどの程度平滑化するか,ま た,

発生 した地震が次の地震の発生にどのように (ど

のくらいの時間・空間のilL囲 に)影響を及ぼすか

などが,それぞれのモデルで異なる.

一例として,RI(Relative lntensity of Seismic―

ity)モ デルのを説明する.こ のモデルでは,地震

発生率は時間的には一定で,空間的に変動すると

仮定する.G‐R測が成り立ち,bは時間的に一定
で,過去の期間 (学習期間)の データ全体から09

とした.aは空間的に変化 しているとして, その

分布を小領域内で発生 した地震を用いて求める.

小領域の半径 (平滑化半径)は 10km,30km,50

km,100 kmと仮定 して,そ れぞれを独立 した予

測モデルとして登録した。

RIモデル以外では,GR測 の bの時空間変化を
考慮 したり,地震が発生するとその余震が発生す
るということを考慮 したりするモデルなど, もう

少し複雑なモデルもある.初めて実施された 3カ

月予測は,2009年 11月 1日 から2010年 2月 1日

に発生する地震が対象であった.こ の期間,(五 )

日本の離島を含まない領域では 15の地震が発生

し, 9モ デル中 1モ デルが 3個の地震が起きると

予測して過小評価になり,1つ のモデルが 31個起

きると予測して過大評価になった.そ の他の 7モ

デルは 12か ら18個の地震発生を予浪1して,発生

数 (N)に基づくテストに合格 した 図 1をみる
と,テ ストの期間に発生 した地震の 3カ 月間の地

震数は, この 20年間の平均の発生数と同じ程度

であったことが分かる.空間的 (S)テ ストによっ

て,3つ のモデルが棄却された。RIモ デルでは,

48-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )

平滑化半径を 30 km,50km,100 kmと したモデ

ルが棄却された。過去の地震からある場所の発生

率を評価する場合には,あ まり広い範囲の地震の

数を平均すると現実とは合わないことを示してい

る.空間テスト (S)|こ 合格した RIモ デルの予浸1

と発生 した地震分布を図 2に示す。発生確率の高

いところで実際に地震が発生していることがわか

る.

3.予測実験によって何がわかるか

予測実験によって目指しているのは,「標準モ

デルJの構築である。現在予測に使っているのは,

過去の中小地震の発生数とその変化から将来の活

動を予浪1す るモデルである.カ リフォルニアの研

究では,そ の他に潰1地学データや活断層の分布等

の地質 。地形学的データが用いられている.漫1地

学的なデータから地震活動を予測するためには,

地殻の変形や応力の変化と地震活動を結びつける

「物理Jが必要であり,こ の知識が予測精度を向上

させるためには不可欠である。現在の地震発生予

測では,過去の地震活動が将来も続 くという大変

簡単な仮説 (過去に地震活動の活発な場所は,将

来も活発である)が予浜1の大前提にあり, この考
えは,地震は空間的にランダムに発生するという

考えよりはるかに現実の地震活動を説明できる.

しかし,活動の時系列を考えた時には,地震は時

間的にランダムに発生するのか,活発になり始め

たらより活発になるのか,逆に静穏化 したら大き

な地震に繋がるのかは,地域や時期によって異な
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図 2 RIモ デル (平滑化半径 10 km)による3カ月予測と結果。 色の濃い部分が地震発生確率の高いと
ころを示す 四角印は,2009年 11月 1日 から2010年 2月 1日 の間に実際に発生したM4以上の
地震 この期間に 15個 のM4以上の地震が発生した 伊豆半島の東部では9個の地震が発生した
が,図には 1カ所に重なっている

る可能性がある これらの質問に答えるには比較
対象とする標準モデルが必要である 標準モデル

は, より複雑な物理を組み込んだ新 しいモデルの

性能を評価するときの「帰無仮説」として使うこ

とができる

4 ま と め

過去の地震活動から将来の活動を予測する複数

のモデルを厳密に比較検討する地震活動予浪1実験

を始めた.こ の実験の目的は,予浪1モデルを向上

させるために必要な標準モデルを作りだすことに

ある。そのために,実験の結果が容易に利用でき

るような,透明性と説明性に優れた実験のルール

を作った。全部で 90を超えるモデルが提案され

て,そ れらの予測性能の比較が行われている.

2009年 11月 から始めた実験は約 1年たち, 最初

の成果が出てきた 今後も研究を続け 3年予漫1の
実験を行い,最終的には物理モデルと統合した大

地震の発生予測に適用できるモデルを構築してい

きたい.
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アクロスと地震予知研究

山岡耕春

は じめ に

アクロス (Accurately Controlled Routinely

Operated Signal System)の 開発を始めて 15年

となる.熊澤らにより,地下を見る (=監視する)

方法として弾性波と電磁波を用いる方法として提

案され,能動的に連続して地下に向けて送信した

弾性波や電磁波信号を受信・解析するシステムと

して整理された。。このうち弾性波を用いるアク

ロスシステムについては,岐阜県土岐市 (原子力

研究開発機構),静岡県森町 (気象研究所),愛知

県豊橋市 (名古屋大学),淡路島 (京都大学,東京

大学,名古屋大学)に設置されて実験が継続され

ている。弾性波アクロスについては,数々の実験

や継続的な研究により,技術的には一定の域に達

したので, この場をお借りしてまとめて紹介をし

ておきたい.図 1に 淡路島に設置してある弾性波

アクロスの写真と,内部で回転するロータの写真

を示しておく

アクロスシステムとは

アクロスシステムの基本的なコンセプトを簡単

にまとめると,1)複数の正弦波を用い,2)非破

壊で送信 し,3)長時間連続して,4)安定 した信

号を送信することにより, 5)力日算 (ス タッキン

グ)に よりSN比を高め,6)伝達関数 (地下構造)

とその時間変化を得る, ことである。ここで示し

た 1)か ら6)の コンセプ トは独立ではなく,相互

に深く関連しているが, ここでは,そ れぞれにつ

いて一つずつ解説をし,現時点の到達点を解説し

ていくことにする.

当初,「正弦波は周波数軸上でインパルスとな

るため高い SNを得られるJこ とが正弦波を用い

る理由と利点と考えられていた。しかし今となっ

て振り返ると,正弦波を用いるというコンセプト

は「フーリエ変換・フーリエ級数という数学にな

じむJと いう,よ り大きな利点であることがわ

かった.そ のため,観測・解析手法の整理や新 し

い手法の導入に数学的直感を働かせやすい.例え

一一一̈
一一一「
一一一
，

図 1(写真左)淡路島に設置してあるアクロス震源 左側が低速機, 右側が高速機.後部
に写っているのは潤滑油の循環ポンプ (写真右)ア クロス震源本体内部で回転する
ロータ 中心軸の下側に質量が偏っている
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ば,ア クロスの震源は回転の加速・減速を一定周

期で繰り返す運転 (周波数変調)を行うが,そ の

運転による発生力は有限個の正弦波を足し合わせ

たものと見なすことができ,そ の正弦波の周波数

は周波数軸上で一定間隔に分布することがわか

る.こ のりl■質を上手く利用すると,同 じ周波数帯

域の信号を複数の信号から送信 しても,分離する

ことが可能となる.ま たフーリエ変換により信号

とノイズの比を容易に得ることができることな

ど,実用面で有用な点が多い

アクロス開発の目的は地下構造の時間変化を知

ることであることから,震源を設置した地盤を破

壊しないことが重要である 例えばダイナマイト
は構造探査用の震源として用いられるが,周辺岩

盤を破壊してしまうため,地下構造の時間変化を

知る目的には不適切である.正弦波で繰り返 し加

振をすることにより,地盤を壊さないで信号を送

信することができる また地盤を壊さないために
は震源を固定するための基礎の設計 も重要とな

る.通常,周辺の岩盤の強度を考慮して基礎の大

きさを決める。

長時間連続 して信号を送信するためには,装置
の耐久性が問題になる。現在のアクロス震源は偏

′亡ヽしたおもりの遠心力により加振する構造となっ

ているため,耐久性のポイントは回転軸を支える

軸受け (ベアリング)である.土岐市や淡路島に

設置した震源は,最大発生力で運転 し続ける場合
の耐久年数を 1年として設計されているが,現実

にはそれを下回る力で運用されているため,土岐

市の震源については, 7年以上も壊れないで連続

運転されている.

安定 した信号を出すためには,回転速度を高精

度で制御する必要がある.そ のためには制御を同

期させる時計の精度が重要であった.ア クロスシ

ステムを考案した 15年前はちょうどGPSの利用

が一般的になってきた時期であったため,GPSか
ら供給される 01マ イクロ秒精度の時刻に震源を

同期させることにした。アクロス震源はACサ ー

ボモータにより駆動され,モ ータの回転位置が

モータの制御装置に入力されるパルス数と比例す

るように制御される。そこで GPSに 同期 して周
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波数変調ができるような専用のパルスジェネレー

タが設計された" 一方, 信号を受けるデータロ

ガーについては,当時はまだ GPSへ の同期技術

が未熟だったため,専用のデータロガーの開発も

行った.GPSへの同期が十分でないとSN比が劣

化するからである しかし,そ の後の各種の実験
結果とデータロガーの技術進歩によって,現在で

はほとんどの市販のデータロガーが現実的な SN

比の範囲でアクロスの受信装置として利用できる

ことがわかっている。ただし,逐次近似型の AD

変換器を用いたロガーはAD変換の前段にカット

オフ周波数の低いアナログフィルターを用いてい

るため,温度変化による位相変動の影響が大きく,

時間変化の観測には不適切であることが多い。

震源が非破壊であるためには発生力を余り大き

くできない。その制約のもとで SN比を稼ぐため

には信号の加算が必要となる.理論上, ランダム

ノイズに対する SN比は,加算時間の平方根に比

例することが知られており, アクロス信号を数ヶ

月にわたる長時間の信号加算をしても理論通りの

結果になっていることが確認されている.な お,

加算は周波数変調周期の整数倍の時間毎 (通例

100秒 または 200秒毎)に加算をしているが,加

算をしてからフーリエ変換しても,全体を一度に

フーリエ変換しても原理的には同じ効果になる

このようにして得られた信号を,震源の発生力

でデコンボルーション (周波数領域での割り算)

することによって,単位発生力当たりの観測点で

の信号出力を得ることができる.こ れは周波数応

答とも呼ばれることがあるが, アクロスでは伝達

関数と呼んでいる 岡1体回転を除くと震源と観測
点の動きは 3次元となるため,一組の震源と観測

点に対する伝達関数は 9通 りある この伝達関数
は地下構造を反映しており,地下構造の変化は伝

達関数にあらわれる.伝達関数の変化から地下構

造の変化を知るためにはインバージョン解析が必

要で,今後手法の開発が必要となる.

先進のオペレーション

上記に紹介したアクロスのコンセプトを支える



技術のうち,特筆すべきものは自動反転制御と非

混信型周波数変調制御である。

自動反転制御とは,一定時間 (通例 2時間)ご

とに,時計回りと反時計回りの回転を繰り返す制

御技術である
3).従
来の加振装置では, 直線加振

を再現するために反対方向に同期 して回転する 2

つの偏心おもりを用いていた アクロスでは,回
転方向を自動的に反転させることにより,データ

取得後の計算処理により任意の方向の直線加振を

仮想的に実現させている.そ のため Pや SVを効率

的に出すラジアル (波の進行方向と平行)方向の

加振と, SHを効率的に出す トランスバース (波

の進行方向と直角)方向の加振を得ることが可能

となる.

非混信型周波数変調制御とは,複数の震源が周

波数変調 (回転の加速・減速を繰り返す)制御を

行う際に,変調の中心周波数を適切にずらすこと

によって,同 じ周波数帯域で同時に信号を出して

も混信せずに分離できるという非常に優れた制御

手法である.自動反転制御と同様,GPSに 同期さ

せる高い制御性能があって初めて実現できた技術

である。この手法を積極的に用いると,た くさん

の震源をアレイとして用い,後処理によって信号
の指向性をコントロールすることが可能となる

地震予知研究においてアクロスのめざすもの

アクロスは,地震予知研究においてはモニタリ
ングの技術として位置づけることができる.特に

断層面の固着や滑りのモニタリングに対 して,ひ

ずみ計測とは異なった手法によるモニタリングを

めざすものである。近年,精密な岩石滑り実験か

ら,滑り面 (断層面)を透過する弾性波の振幅変

化と面の摩擦強度の変化が比例関係にあることが

示されているり''.た だし,実際のフィールドの条

件では,地表から送信 して断層面を透過する波は

地下深部に行ってしまうので捉えることは困難で

あるが,透過波の振幅変化は反射波の振幅変化と

しても捉えられる このため, アクロスでは,常
時高精度の信号を出し続けることにより,プ レー

ト境界面などの断層面の反射変化を捉えることを

めざしている

現在,東海地域において 3箇所の震源を常時稼

働することができる段階にまで至っている 3箇

所の震源を用いたモニタリングを継続することに

よって,東海スロースリップなどに関係した固着

強度の変化や流体の移動や応力変化などを反映し

た地震波伝播特性変化を提えることをめざしてい

る。その目的にたどり着くために何が必要かを簡

単に示したものが図 2である.固着強度や滑りな

どを知るためには,モ ニタリングによる変動源の

推定だけでなく,固着変動の物理モデルから予没1

される変化に関する研究が必要である.さ らに変

動源を推定するためには,十分な精度の地下構造
モデルが必要となる 連続的なモニタリングが実
現した今,つ ぎにめざすものは地殻構造や現象の

物理モデルと連携 して,よ り説得力を持った変動

源の推定と,関連する物理との関連を明らかにす

ることである

淡路島におけるアクロス

淡路島の野島断層近傍には,兵庫県南部地震直

後の 1996年 にアクロスの震源装置が設置された

(図 1参照).装置は 25 Hzで 2× 105N(ニ ュート

ン)の力を発生する「低速機Jと 35 Hzで 2× 105

Nの力を発生する「高速機Jの 2台が設置されて

いる。淡路島では断層解剖計画0に よって 800m

と 1700mの ボアホール底に地震計が設置されてい

ることや,媒質が比較的単純な構造の花商岩であ

ること, また断層近傍であるため余効変化の影響

も期待できるなど, アクロスの基礎的実験にとっ

ては最適な場所である 淡路島では,数々の基礎
実験の後 2000年から15ヶ 月間の連続モニタリン

グ観測を実施 し,地表の震源とボアホール地震計

間の地震波伝播速度変化を測定 し,長期観沢1にお

ける問題点の発掘をするとともに,強震動による

地震波速度と異方性変化を提えることに成功 し

たつヽ。 またその後は,定期的な数ヶ月の連続運転
によって地震波速度,減衰,S波の偏向異方性の

長期的変化を提えるための実験が継続されている。

その結果, この 10年間で地震波速度にして約 04
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アクロスによる

地震発生場の
モニタリング

図 2 アクロスによる地震発生場のモニタリングの考え方 十分な精度を持った地下構造モデルや固着
強度に関する物理モデルの調査・研究成果とあわせて固着強度のモニタリングが可能となる

パーセントの増加が捉えられている。ただ振幅に

ついては一定の傾向は捉えられていない"(図 3).

東海地震震源域におけるアクロス

アクロスの研究計画が始まった 15年前からア

クロスシステムがどのように「東海地震の予知」

に貢献できるか, という具体的検討が進められて

きた.1997年に設置された土岐のアクロス震源の

信号の到達距離や,2001年に行われた東海地震震

源域に於ける地殻構造探査結果
10を
検討 した結

果, アクロスの震源を用いて地殻内やプレート境

界の反射波を,現実的な観潰1に よって捉えること

は不可能ではないことがわかり・ ), 具体的な観沢1

点の設置が行われた。東海地域では,すでに設置

されていた岐阜県土岐市の震源 (原子力開発研究

機構)に加え,2005年度に静岡県森町 (気象庁気

象研究所)に震源が設置され,さ らに 2006年度に

は愛知県豊橋市 (名古屋大学)に岐阜県各務原市

に設置されていた震源の移設を行い,東海地域に

3箇所のアクロス震源装置がそろった (図 4).そ

の後,連続運転試験や統一した「先進のオペレー

ションJ制御装置の設置などをすすめた。特に東

海地域に設置されている Hi net等の定常地震観
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測点におけるアクロスの信号検出能力を実証する

とともに, 3箇所の中央に位置する愛知県新城市

には 11点からなる地震計アレイが設置され,3箇

所からの信号の取得と詳細な解析をする体制が

整った.設置後の実験 。解析で,多 くの成果が出
てきているが, ここではそのうち主なものについ

て紹介 したい.

プレート境界からの反射などを捉える等,地下

構造の時間変化を調べるためには,十分な地下構

造モデルがあり,地下構造変化による定常観漫1点

における波形変化があらかじめわかっていること

が大事である。その手始めとして,2008年 の夏に

行われた静岡県から愛知県にかけての地震連続観

測 (2008年東海臨時地震観測)1"を共同で実施 し

た この観測に於ける観測点はアクロスの森町送
信点から土岐送信点を結ぶ線とおおむね一致して

おり,約 lkm間隔で 80点での連続観沢1を 4ヶ 月

間実施 した このデータを利用することにより,
Hi net等 の定常観測点の記録を空間的に補完す

る伝達関数が得られ,地殻内やプレート境界から

の反射と思われる相を認識することができた・
)

(図 5)特 に,ア クロス震源は仮想的にラジア
ル・ トランスバース加振ができるため,それぞれ

の加振に対する観測点の伝達関数を得ることがで

地下構造モデルの構築

国着変化による

弾性波伝播特性変化
の指定
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図 3 淡路島のアクロス震源でモニターをしている,震源と800m深のボアホール内地震計間の 10年間に
わたる地震波速度と振幅の変化。 ともにP波, 偏向した S波の早い S波と遅い S波の速度及び振幅
の相対的な変化を示している 地震波速度については長期的に早くなる傾向にあることがわかる.

図 4 2008年東海臨時地震観測12)によって捉えられた, アクロス森町送信点からの信号
森町から北西方向に80 kmの 間の地震計によって捉えられた伝達関数.波の伝播
方向に直角に加振した場合の SH波の記録を並べたもの.破線は, S波の初動走時
とプレート上面での反射波の理論走時を示している (気象研究所0に よる)
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137°

土岐

きた 今後はこのようなデータを元にして,プ
レート強化付近の構造変化が伝達関数のどの場所

に現れるかを解明する必要がある。

3つの送信点の中央に位置する愛知県新城市 (旧

鳳来町)の地震計アレイ (通称鳳来アレイ)は ,

いずれのアクロス送信点からの信号も受信するこ

とができる.鳳来アレイは設楽 (しだら)火山群
の固い岩盤が露出する地域に設置され,地表に設

置した地震計においても良好な SN比が得られる

非常に良いフィールドである。またこのアレイの

中心に位置するHi net鳳来観測点は SN比の非常

に良い観没1点である このアレイや Hi netの 観測
データを用いていくつかの研究が行われている。

まず 3つ の送信点からの信号を方位も含めてきち

んと分離できることの検証が行われた.3箇所の

送信点はいずれも5 15Hzに かけての周波数帯域
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139°

すべり遅れ分布

東海スロ…スリップ

アクElス送信点

鳳来アレイ

で,かつ周波数変調の中心周波数をずらすことに

よって混信 しない設計で送信されている.こ れら

の信号が設計通り確実に分離でき,ア レイによっ

て信号の到来方向を推定できることを実際に確認

したΠ).

一方,Hi―netの観測点のデータを用いては,50

km離れた土岐のアクロス震源からの信号の時間

変化を解析している.3ヶ 月間スタッキングして

データを求め, lヶ 月ずつずらしながら伝播特性

の時間変化を解析した。その結果,直達波の部分

は時間的に非常に安定していたものの,プ レート

境界からの反射波と推定される部分の変動は大き

く,短期的スロースリップの発生と同期して変化

している可能性が指摘されている
15)た だし, こ

の変動の源を特定するためには,先に述べたよう

な分解能の高い伝達関数を得る必要がある

〓
彰
◎

図 5 2008年 東海臨時地震観測側線と東海地方に設置されている3箇所のアクロス震源
と鳳来アレイの場所との関係 破線で示した臨時観測線が,土岐と森町のアクロス
送信点を結ぶように設置されていることがわかる (Kato et al(2010)2)の 図に加

筆修正)図 には低周波微動の震源,東海スロースリップのすべり分布およびプ
レートの固着域 (すべり遅れ)が示されている アクロスの震源は東海スロース
リップ域における変化を捉えることを目的に設置されていることがわかる.



お わ りに

本稿では,今まで積み上げてきたアクロスの技

術と淡路島や東海地域におけるモニタリングの試

みについて紹介をしてきた.ア クロスは地震だけ

でなく,い ろいろな分野に応用できる技術であ

る。例えば火山については,常時モニタリングを

することにより,マ グマの上昇などにともなう地

下の地震波速度・減衰構造の変化を提えることが

可能であると考えられ,地震波伝播構造の変化が

大きい気とが期待できる火山ではアクロスは大変

有望な方法と考えられる。その他,資源関係など,

地下モニタリングに関する様々な分野への応用が

模索されている
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GNSS地殻変動観測の将来

今給黎哲郎

1.は じめ に

GPSに よる地殻変動観測は,そ れ以前からの

地殻変動観浪1研究を一変させてしまう大きな変革

をもたらした。特に国土地理院が全国に展開して

いるGPS連続観浜ltt GEONETは ,地震調査研

究のために基盤的観漫1網として整備された地震観

測網・強震観測網 (Hi net,F net,K NET,KiK‐

net)と あわせて,最近十余年急速に進歩した地震

発生に関わる様々な現象,プ ロセスの理解に大い

に貢献してきた GEONET構 築・整備の経緯と,
地殻変動観浪1を通 じた主な地球科学的成果につい

ては国土地理院 GEONETグ ループ (2004)1)に詳
しく紹介されているのでここでは省略させていた

だく。本稿では将来の GEONETが どのような方

向で発展し,GPSだけでなく他の全世界的衛星沢1

位システム (GNSS)も 含むデータを活用した地

殻変動観測を行うことで, どのように地震予知に

つながる新たな知見をもたらす可能性があるか,

いくつかのキーヮードを見出しに,未来への夢を

論じてみたい。

2 「次世代」

1993年 に国土地理院が東海 。南関東地域に 110

点の GPS連続観測システム (COSMOS G2)を展

開したときが第 1世代,全国展開をした GRAPES

が第 2世代と見れば,現在の GEONETは 第 3世

代,あ るいはそれ以降の観浪1点拡充やシステム増

強の履歴などを考えれば, より下った世代のシス

テムと言えよう 解析戦略も順次高度化が進めら
れて,精密暦と24時間分の観測データを用いた

日々の解析についても,現在は「F3解」と呼ばれ

る第 4世代 (第 1世代が FO解)と なっている し
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かしながら,衛星浜1位の世界において「次世代J

というキーワードが持ち出されると,ま ず最初に

連想されるのは「GPS衛星の近代化Jであろうか。

米国は GPSの信号に新たな民生用コード (L2C,

LlC)や新たな周波数 (L5)を追加する「GPS衛

星の近代化Jを 2005年から開始 している。 2010

年夏現在では, L2Cと L5を送信できる衛星が既

に打ち上げられており, これら新 しい信号を受信

できる受信機も製造,販売されている この「近
代化」は,民生利用の増進を図ることが目的の一

つとされていて,測位・航法の分野では,新 しい

コー ドを用いることでマルチパスの軽減や S/N

比の向上,電離層補正の精度改善等の効果が期待

され,搬送波を用いる測量分野でも,ア ンビギュイ

ティの決定高速化など,RTK測 量の効率化など
のメリットがあると考えられている.位置情報の

インフラとしての役割を担っているGEONETで

も,利用者が近代化 GPSの メリットを生かせる

ように対応を進める必要があり,2009年からは電

子基準点 (観沢1点)受信機の更新を進めるにあた

り,近代化信号を受信できる機種を導入している

一方で,地殻変動監視の立場から見ると,mm
レベルの微小な変動を捉えようとするスタティッ

ク沢l量では,新たな信号や周波数を用いるメリッ

トはあまり大きくないと考えられる 試験的な比

較観測でも,GPSの 近代化によリスタティック

測量の精度が向上した, という報告例は見かけな

い.予想される利点としては,L5周波数の導入に

より,100 km以 上といった長距離基線でのアン

ビギュイティ決定率の向上が期待され,広域地殻

変動,テ クトニクスの監視には一定の効果が得ら

れる可能性がある。また,GPS以外の GNSS(全

世界的衛星演1位 システム)と して GLONASS(露 ),

Galileo(EU),COMPASS/北斗 (中国),準天頂

衛星 (日本)な どの展開が進んでいる.同時に観
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図 1 次世代 GEONETへのロードマップ (構想案)

浪1で きる衛星数の拡大により測位・航法,測量の

分野でのメリットは想定されるものの,定常的地

殻変動監視に与えるインパクトは限定的なものと

なるであろう。ただし,次項で述べるように,RTK
測量により短時間での地殻変動を追跡するような

場面では, これらの衛星の信号が有効となる可能

性 もある.い ずれにせよ,近代化 GPSと 他の

GNSSを含めた信号の利用が可能となるよう,次

世代 GEONETは 広範囲なユーザーの利便性を考
慮 した機能拡張が計画されているところである

(図 1).本稿,当初「GPS地殻変動観測の将来Jと
の題目で依頼があったものを,敢えて「GNSS地

殻変動観測の将来Jと したのは,そ のことを踏ま

えてのものである

3.「 リアルタイム」

GEONETの 大多数の観潰1点 においては,1秒
サンプリングでデータが取得され, IP‐VPN高速

回線によリリアルタイムにつくば市の国土地理院

にデータが送信されている.こ れらのデータにつ

いては,測量・潰1位を目的として民間事業者を通

じた配信も行われている。また, 大地震の際の 1

秒サンプリングデータを事後に解析することで,

GEONET観測点は変位地震計としての機能を果
たし, このデータから震源過程の議論も可能であ

ることが示されている (例えば Miyazaki et al

(2004)な ど2)).

当然のことながら,データが 1秒単位のリアル

タイムで得られているのであるから,地殻変動も

リアルタイムで検出したいところであるが,それ

にはまだ課題が残っている.試験的なシステムと

しては,国土地理院でも5060点程度の観測点に

ついて, リアルタイム解析を常時行って地殻変動

を検出することも試みている.十数 kmか ら数十
kmの基線長について, リアルタイムで得られる

解析結果は一般的に数 cm程度の精度であるが,

平成 20年 (2008年)岩手 。宮城内陸地震時のデー

GNSS地殻変動観測の将来-59



夕を用いた地震時の地殻変動検出とそれを用いた

震源断層モデル推定の性能評価では,M7ク ラス
の地震が内陸で発生 し,観浪1点における地殻変動
が 5cm以上であれば,震源断層の位置,広がり,
モーメントなどについて地震直後の防災情報とし

て有効な推定結果を出せるとしている (西村ほか

(2010)。 )

気象条件が非常に安定 しているときではそれよ

りも良い精度での結果が得られる場合もあるが,

2009年 8月 11日 の駿河湾を震源とする地震 (M

65)な どでは,台風が東海地方の南方沖を通過中

であったこともあり, リアルタイム解析では 10

cm以上ものばらつきがある結果となっていて,

地殻変動を即時的に検出することができなかっ

た。大気圏の影響による誤差をどのように低減す

るかは, リアルタイム角翠市千に「艮らず GNSSに よ

る浪1量・測位における大きな課題である。現在で

も詳細な地域的気象モデルを用いる手法などにつ

いての研究が進められているが, リアルタイムで

の地殻変動監視についてはさらなる研究開発が望

まれる。

GEONETに よるリアルタイム地殻変動監視の

もう一つの課題は, システムの処理能力である

1200点余の 1秒 データを常時解析するにはかな

りの計算機資源が要求される.GEONET本 体で
は,常時 1秒データを解析することは現在してい

ない.大地震などのイベントが発生 した際には,

その直前まで遡った 1秒 データを用いたキネマ

ティック解析を対象地域を限定 して実施 してい

る 海溝型の巨大地震などが発生 した場合,地殻
変動が観潰1さ れる領域は非常に広くなるが, この

ような場合に数百点の 1秒データを処理すること

は現在のシステムでは困難である 単純には,よ
り高速で能力の高い計算機を導入すれば対応可能

であるが,平常時には使われない能力を持った計

算機を整備するための予算を獲得することはなか

なか昨今の情勢では難 しいであろう。また,平常

時に 1秒 データを処理 してもシグナルのない結果

を計算 し続けることになりかねない.当面は,イ
ベントが発生 した,あ るいは進行しつつある場合

(火山現象など)に ,リ アルタイム解析を臨機応変
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に出来る体制を引き続き整備していくことになる

であろう.

4.「統合化」

地震観測の分野では,気象庁,大学,防災科学

技術研究所などの観濃1研究機関の観測点で得られ

た地震データを統合して,い わゆる「一元化震源J

が決定されるようになってから久しい。地震デー

タの流通・共有化はメリットが大きいことをコ

ミュニティが認識 し,最近では, この一元化震源

決定に用いられないような局地的観測網のデータ

(火山観浪1のための観沢1網など)に ついても,デー

タの流通・共有化を進める動きが始まっている

(火山噴火予知連絡会 (2010)4)).ま た,ひずみ計 ,

傾斜計
^と いった地殻変動連続観浪1についても,各

機関のデータを統合してアーカイブすることが始

まっている (山口ほか (2010)9).

GPS観測については,GEONETが 日本全土を
カバーして,データは生データ (RINEX形式)か

ら日々の座標値まで,全て公開されているため,

それだけで地殻変動やテクトニクス, さらには電

離層や対流圏の研究が十分可能な状況であり, こ

れまで多くの研究成果がここから上がってきてい

ることは周知の通りである また, より詳細に地

殻変動を調べたい研究者は,GEONETを 補完す
る形で空間的に密な観測網をそれぞれのフィール

ドに展開してデータを集め,研究を行ってきてい

る。そのような,研究目的の観沢1で は,得 られた

データを使用する一義的な権利は,観測を行った

研究者,機関, グループが持っていて,論文など

で研究成果が報告されるまでは他者がアクセスす

ることができない。 しかし,論文が執筆された後

でも,そ れらのデータは容易にアクセスできるよ

うなアーカイブに登録されることは少なく,1990

年代以降数多く行われてきた GPSキ ャンペーン

観測データについては,古いものなどでは散逸の

危険もあるとも言われている。

一方で研究目的でなく,監視目的としてはGPS

データを統合処理する試みが既に始まっている

火山地域において,気象庁と防災科学技術研究所



が展開するGPS観測網のデータについては,
GEONET観測点のデータと統合処理 した結果が

火山噴火予知連絡会に報告されるようになってい

る.2010年現在では,こ のような統合解析処理を

行うために,火山 GPS統合解析システムと呼ば

れるGEONET解析装置に外付けしたユニ ンヽトが

用いられているが, 将来的には, GEONET以外
の GPS(GNSS)連続観測データをオンラインで

定常的に受け取り,そ れを統合解析する機能を実

現するための研究開発を国土地理院では行ってい

る.火山地域だけでなく,活断層周辺や海溝型大

地震の震源域周辺などにおいて,詳細な地殻変動

監視が実現し,例えば前兆滑りのような現象を検

出する可能性が高まるといった期待も膨らむ こ
のような統合解析を行うことで,データのアーカ

イブも平行して行うことになり,そ のデータベー

スには,過去のあらゆるGPS観測データを収集登

録する,と いった役割を持たせることができれ

ば,十数年間にわたり日本において膨大に蓄積さ

れた地殻変動情報が, あらたな研究のための資源

ともなることは間違いない。そのような統合的な

データベースを維持管理すること自体が大事業で

あり, ある意味 GEONETの 運用よりもさらに大

変であろうことは想像に難くないが,一元化震源

を実現したような,観測研究機関の連携による仕

事として現実化させていくことが望まれる。

5.お わ り に

GNSSを用いた地殻変動観測について,「近代

化J,「 リアルタイムJ,「統合化Jと いったキーワー

ドに寄せて, GEONETの将来展開を中心に, 想

像を膨らませた記事を書かせていただいた

なお,「 リアルタイムJについては,海上局を中

継した GPS/音響潰1距による海底地殻変動観漫1が

応用分野として重要であることは承知 している

が, これについては本誌の別記事で紹介されると

お聞きしていたので,本稿では省略した

本文中,現在行われていることに関しては事実
であるが,将来構想についてはあくまでも筆者の

希望的観浪1を含むものであり,必ずしも全てが決

定されているものでないことをお断りしておく

ただし,GEONETを 中心とした GNSS地殻変動
観沢1の将来が,そ のような実り多くなる方向で進

むよう,私としても微力ながらでも努力していき

たいと考えている。それが,将来の地震予知に向

けて貢献することになることを信じて.
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SARに よる地震像の把握

橋本 学

は じめ に

GEONETの 完成以降,我が国においては地殻

変動研究の主流は GPSで あった しかし,GEO―
NETと いえども平均観測点間距離は 20 kmほ ど

であり, これより詳細な地殻変動の分布は捉えら

れない。また,GPSは地上に受信機を安定して設

置するためのコストと労力とスキルが必要で,特

に発展途上国ではこれらの点が足かせとなってい

る。ここに,地表面の変動を面的にとらえるリモー

トセンシング技術である合成開ロレーダー (Syn

thetic Aperture Radar i頭文字をとって SAR)の

活躍の場がある

SARは ,人工衛星などにレーダー (RAdio De

tection And Rangingか らの造語)を搭載 し,そ

のレーダーから照射 したマイクロ波の地表からの

後方散乱波を受信して地表面の情報や地表～レー

ダー間の星巨離を得るリモートセンシングの一種で

ある。レーダーが移動することにより,見かけ上

大口径のアンテナが生成できることから合成開口

レーダーと呼ばれる。現在,我が国の「だいちJ

(ALOS)は じめ,10機近い SAR搭載衛星が地球
を観浪1している.特に,「だいち」搭載の Phased

Array― type L band SAR(PALSAR)は ,Lバ ン

ドという他の地球観測衛星には用いられていない

波長の長いマイクロ波を用いているため,植生が

深い地域や急峻な山岳部などにおいても,良好な

観漫1結果を得ている これらの衛星が取得 した
SAR画像は,運営 している宇宙機関などから無

償または有償で配布されており,地殻変動研究に

大いに用いられている.

SARを用いた地殻変動検出法

SARを用いた地殻変動検出法は,後方散乱波
の位相を用いるものと,強度 (振幅)を用いる方

法に大きく分かれる.位相を用いる方法の代表が

いわゆる干渉法 (InterferOmetry:こ れとSAR

をくっつけて InsARと 称される)で , 強度を用
いる方法の代表がピクセル・マッチング (オ フ

セット・ トラッキングなど,い くつかの呼び方が

ある)で ある InSARは複数の画像中で対応する

ピクセルの後方散乱波の位相差を計測する技術

で,数 cmの精度で変動を検出することができ

る.SARに よる地殻変動検出は,主としてこの干

渉法による。 ピクセル・マッチングは, 2回 の観

測強度画像 (普通の写真のようなもの)を重ね合

わせて,同 じような強度分布をしている領域の相

対的なずれを計測する手法である (飛田 。他 ,

1999).精度は干渉法より劣るが,lmを超える大
きな変動を検出するのに適している。

最近の大地震の観測例

近年,国内外で大地震が相次ぎ,大きな被害を

もたらしている。2006年 の ALOS打ち上げ以降
に限っても,2008年の中国四川地震,2010年のハ

イチおよびチリの地震など,十指にあまる大地震

が発生しており, ALOS/PALSARは これらの地

震のメカニズム研究や災害状況把握に大きく貢献

している。ここでは,従来の干渉法にとどまらな

い新しい取り組みを中心に紹介する

2008年 5月 12日 に発生 した中国四川省地震

は,Mw8.0と いう内陸の活断層で発生する地震
としてはまれにみる巨大地震であった 地震発生

直後から,宇宙研究開発機構 (」AXA)は 四川盆
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地北西部の震源域をカバーするPALSARの観測
を行った しかし,データを解析してみると,地

表地震断層が現れた周辺では, きれいな干渉縞が

見られず,地殻変動に関する情報は何も得られな

かった.地殻変動が大きすぎたために,InSARが

不適であったのだ。このような場合は, ピクセ

ル・マッチングが威力を発揮する この手法で
データを再解析したところ,図 1が得られた 龍
門山断層帯の中で,真ん中に位置する映秀 北り‖

断層を境に,変位のセンスが逆転 している様子が

見事にとらえられている.断層の北側は衛星と地

表間の距離が伸び,南側は縮んでいる この解析

に用いた画像はすべて北行軌道から撮像されたも

のであるため,衛星は地表から見て西南西上空に

ある したがって,I巨離が伸びていることは,東
向きに動いたか沈降したことを示す ピクセル・
マッチングのもう一つの特徴は,衛星軌道に平行

な変位成分も検出できることである 場合によっ
ては後述の電離層の影響と考えられる縞模様が現

れることもあるが,Kobayashi et al(2009)は 適

切なフィルタリングで除くことに成功 している.

2010年 1月 12日 ,カ リブ海に浮かぶ ヒスパ

ニョーラ島西部のハイチの首都ポル トープランス

を Mw 70の 大地震が襲った.構造物被害を中心

プ(″ .5°      ′α
'°

      fθ 5.5°

′l17.5・

(m)

図 1 四川地震前後の「だいちJ PALSAR強度画像から作成したレンジ・オフセット分布 北行軌道か
ら捉えたもので, 衛星は西南西上空にある 濃淡の変化は, 西南西―東北東方向の地表～衛星間距
離の変化に対応し,白 (黒)は衛星から遠ざかる (近づく)変位を表す 映秀 北り‖断層を挟んで,
相対的に4m程度の変位が生じたことがわかる (HashimOtO et al(2010)よ り)
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に20万人を超える犠牲者を出す未曾有の大災害

となった。早速 PALSARの観測が行われ,震源

域周辺の地殻変動の様相を明らかにした.こ の地

域では地震発生前に,北行と南行両方の軌道から

撮像が行われており,地震後もこれら両軌道から

の撮像が実施された.こ れにより, 2方向からの

地殻変動検出が可能となった.2方向からの干渉
画像を組み合わせると,地殻変動の東西成分と疑

似上下成分に分離することが可能となる.図 2に

その結果を示す.地殻変動の大きい領域は,震源

断層と目されていたエンリキロ断層Jヒ側の平野部

_/79°

“

′
72・ 30′

(a)

―ヽ、
ゃ

‐な
°
ω′ ‐7,° Jθ′

"甲

甲 彎 鰊 鑽 鑽 蓼 平 ⊇
r"

‐8θ ‐60イθ‐2θ  θ 2r/ `o 6θ  δθ

-72・ 3θ `・ 73・

"'

ノ8・ 3θ′

′δ・θθ′

フ3・

“

'

(扇状地)に一致 しており, ここで最大で 60 cm

程度の隆起があったことがわかる.一方,震央の

南側の山岳は逆に沈降 していることも読み取れ

る。これは不思議なことである.活断層ではほぼ

同じ規模の地震がほぼ一定の間隔で繰り返し発生

し,こ の活動が地形を作り出してきた,と 考えられ

ている.と ころが, この PALSARの画像は,2010

年の地震に伴う地殻変動は地形とは逆の動きを示

し,「これまで繰り返 し起きてきた地震ではないJ

と主張している.実際,すべり分布と断層形状を

推定すると,50° 程度で北に傾 く断層面が得 られ

‐73・θθ′ -72・ 3θ '

(b)

‐7,｀ θθ' 72・ 3θ
′

ノ8・θθ'

ノ8° 3θ `

/8°θθ`

・6θ  イθ  ‐2θ   θ   2θ  ′θ  6θ

16・′θk

ノ8・ ω′

-72。∫θ′

ハイチ地震前後の 2方向の PALSARの 干渉画像から作成 した (a)疑似東西,(b)疑似上下変位 .
(c)は 同じ領域の地形図 ☆印が USGSの 震央で,破線がエンリキロ断層の位置を示す。 (a)(b)
中の実線は,仮定 した断層上端の位置 その北側の平野が隆起 し,南側の山地が沈降したことがわ
かる (橋本,2010)

図 2
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た.すべりの中りとヽは, エンリキロ断層から数 km

北側の海底下に位置することがわかった (橋本 ,

2010)2008年 にアメリカの研究者が,GPS観測

結果にもとづいてエンリキロ断層での地震発生危

険性を指摘 していた (Manaker et al,2008)し

かし, この指摘も鉛直左横ずれ断層としてのエン

リキロ断層を仮定したもので, これまで繰り返 し

起きてきた地震について語 られるべきものであ

る.残念ながら,今回の地震は想定されていた地

震とは言えず,単純な地震の繰り返しという考え

に立脚 した長期予測の脆弱性を如実に示すもので

あった.

ハイチ地震から2カ 月も経たない2月 27日 ,今

度は南米チリを Mw 88の地震が襲った.こ の地

震では,津波と強震動によリチリ中部に大きな被

害を出したにとどまらず,太平洋を渡って伝わっ

てきた津波が,我が国の養殖漁業に多大な被害を

もたらしたことは記憶に新しい.こ の地震に際し

てもPALSARの観測を行うことになった。 しか

し,今度の相手は震源断層の長さが 800 km前 後

で,地殻変動も沿岸から500 km以上内陸まで及

ぶと予想される巨大地震である.普通の SAR観

測 (strip map mode)で は,観浪1領域は幅約 70 km

に限定されるので,地殻変動の全貌をとらえるま

でに長い時間がかかってしまう.しかも,その間に

は余震や余効変動が間違いなく発生するので,地

震時変動と余震による変動や余効変動を分離する

ことが極めて困難になる.と ころで,PALSARに
はいくつかの観測様式があり,そ の中で広域観漫1

モードと呼ばれるものがある 通常の strip‐ map

mOdeではマイクロ波の照射方向を固定 して観測

するのに対 して,一定の時間間隔で照射方向を変

えて広域の情報を得るwide swath mode(Scan

SAR)で ある ScanSARは ヨーロッパの Envi

satな どでも実施されており, 2007年のペルーの

地震では地殻変動検出に用いられている (Prit

chard and Fielding,2008).2008年 の四川地震で

は,PALSARの ScanSAR画像を使って,UCSD
のグループが地殻変動検出を行った (Tong et al,

2010)。 また,NECの グループも独自で干渉処理

法を開発していた (宮脇 。他,2010).我 々も2009

年後半から,UCSDの Sandwell教授の協力を得,

PALSARの ScanSAR画像を用いた干渉処理を

試みて,ハイチ地震の地殻変動を得るまでになっ

た。チリ地震の発生を受け,地震 WG内 で大きな

議論が巻き起こった。3月 1日 に予定されている

南行軌道での観浪1を ,高分解能で確実に干渉処理

ができる strip‐map modeで 行うか,それとも分

解育旨を落としても広域をとらえる ScanSARを用

いるべきか,が問題となった。地震発生後できる

だけ早い時期に地殻変動の全貌を提えることは,

引き続く余効変動との分離を容易にするためにも

重要であり,断層すべりの推定精度を上げること

にも寄与する。このような議論を受け,震源域の

ほぼ全域をカバーできるScanSARモ ードを用い

ることとなった。図 3は, このような議論を経て

撮像された 2010年 3月 1日 の ScanSAR画像と,

2008年 4月 1日 の画像の干渉処理結果である。ア

ンデス山脈から太平洋沿岸域まで見事に干渉し,

地殻変動を提えている。首都サンティアゴ付近か

ら太平洋沿岸コンスティテュション付近まで,25

サイクルほどのフリンジが数えられる.マ イクロ

波の半波長 118cmをかけると,約 3mの視線方

向伸長の変動である 変位のピークはコンスティ
テュション付近とコンセプシオンの南の 2カ 所に

あり,今回のチ リ地震は 2つ のアスペリティを

持っていることを示唆している.

これからの課題

「だいちJの打ち上げから,国内外の大地震に伴

う地殻変動研究は飛躍的に向上した.解析処理の

ソフトウェアも複数整備され,研究者向けにはフ

リーで入手することが可能なものもある.ルーチ

ン的な解析であれば,学部学生でもちょっと練習

すれば干渉画像を作成することができる時代と

なった。前章で紹介したように,新 しい観測・解

析手法も積極的に導入され,SARの 可能性を広
げている.海外では新 しい SAR衛星が打ち上げ

られ,2013年度には「だいちJ後継機である SAR

専用衛星 ALOS‐2の打ち上げが予定されており,

ますます研究に弾みが付きそうである。
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図 3 2010年 チリ地震前後のPALSARの ScanSAR画 像から作成した干渉画像 (防災科学技術研究所
小澤拓氏作成)

しかし, この間の研究では,問題点も浮かび上

がってきた。最も大きな問題は,電離層の影響で

ある.電離層内の電子密度によリマイクロ波の屈

折率が変化するのだが,PALSARが 用いている
Lバ ンド (波長 236cm)と いう周波数帯は,他の

SARの もの (Cバ ンド:波長 56cm,Xバ ンド:波

長 3cm)よ り4倍以上低い.屈折率に対する電離

66判 震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )

層の影響は,周波数の 2乗に反比例するため,16

倍以上も大きくなる.こ のためか, PALSARの

干渉画像には原因不明の波長の長い縞模様が表れ

ることがよくある プレート沈み込みに伴う経年
的な変動など微小な地表面変動をとらえるために

は, これが大きなノイズとなる.残念ながら, こ

れを除去する工夫に関しては, まだ決定版は存在

-40° -40°
_75° -68'



しない.ALOS 2搭載の SARも同様に Lバ ンド
のマイクロ波を利用するため, この問題は付きま

とう。ALOS‐ 2と 「だいちJでは観測時間が異な

るので, 影響の出方も異なると考えられるが, L
バンドを用いる限り電離層の対策は急務である.

一方,マ イクロ波は当然対流圏内の水蒸気の影

響も受ける。しかし,最近研究が進み,気象数値
モデルなどの活用により,補正が可能となりつつ

ある (例えば,小澤・上田,2010).

SARは時間分解能が低いという大きな欠点を

持っている この点を根本的に解決するためには,
同じ型の衛星を同じ軌道にたくさん配置するしか

ない.実際,イ タリアの Cosmo SkyMed衛星は,

同一軌道上に 4機を配 して,再来間隔 8日 を目指

している.し かし, これは財政状況やロケットの

運用状況を考えると現実的でない.他の SAR衛

星データの活用や,GPSと の結合などにより,カ
バーしていくしかないであろう。

SARの解析・データ処理については,上記以

外にも種々の問題があり,それぞれ研究が進めら

れている。一方,SARデ ータの地震モデル化研究
への活用については,実はあまり進んでいない.

SARの高空間分解能に見合うモデリングができ

ていないのである.地震断層のモデル化で主とし

て用いられるのは,依然として Okada(1985)の

ディスロケーション・モデルである SARの
データは構造不均質や地形の影響などの情報を

持っているはずであるが,そ の大部分を捨て去っ

ているのが現状である。実にもったいない話であ

る。モニタリングとモデリングは研究の両輪であ

るので,関連する研究者が対話しながら,両者が
バランスよく進歩していくことが望まれる.
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佐藤まりこ

1.は じめ に

近年, 日本で被害をもたらした地震といえば,

2007年 の能登半島地震や新潟県中越沖地震,2008

年の岩手 。宮城内陸地震など内陸の断層で発生す

る地震が記憶に新しいが,長期的に見ると,地震
の多くは日本周辺のプレート境界付近で発生して

おり,過去において繰り返し大きな被害をもたら

してきた。特に,宮城県沖地震や東海 。東南海 。

南海地震などのプレート境界地震は,地震調査研

究推進本部の長期評価でも発生確率が高く評価さ

れている上,想定される地震の規模も先に述べた

内陸地震よりも大きく,将来発生する地震の被害

低減のためにさまざまな調査研究が行われている.

地殻変動観測は,そのようなプレート境界地震

を引き起こす歪みの蓄積状況を把握する有力な観

測手段の一つであり, 日本では,国土地理院や大

学により棚密な GPS観漫1網が整備され, 日々詳

細な地殻変動がモニターされている.し かしなが

ら,大きな被害をもたらすプレート境界地震の震

源域の大部分は日本列島の沖合,すなわち海域に

あるため,陸域のみならず海域で地殻変動データ

を取得することが重要である

海上保安庁では,東京大学生産技術研究所の技

術協力の下,海域の地殻変動観測を実現するべ

く,研究開発を進め, ようゃく年間数 cmの速度
で移動するプレートの動きを捉えることができる

ようになった 我々のグループの他,東北大学グ
ループや名古屋大学グループでも観測機器の開発

や観漫1精度の向上等の研究を目的として同様の観

測をイ予っている.

本稿では,海底地殻変動観測の概要とこれまで
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海底の動きを測る

～GPS/音響測距結合方式による海底地殻変動観測～

に得られた成果を紹介するとともに,将来発生す

るプレート境界地震の発生予測に向けた課題につ

いて述べる.

2.GPS/音速測距結合方式による

海底地殻変動観測

GPS/音響測距結合方式による海底地殻変動観

測は, 船やブイを介 して,「キネマティックGPS

(KGPS)観潰lJと「音響測距観浪lJと いった異な

る 2つ の技術を結合し,海底に設置した海底局の

位置をセンチメートルの精度で測定する観漫1で ,

この観測を長期間行うことで海底の動き,すなわ

ち地殻変動を検出する (図 1).海上保安庁及び大

学が設置 している海底基準点の配置を図 2に 示

す。海底基準点は,三陸沖から室戸岬沖にかけて

の太平洋側の海域に約 30点設置されており,船や

ブイによる観測が行われている (佐藤ほか,2008).

観潰1シ ステムは,主に船上局と海底局から構成

される.船上局は,GPSア ンテナ/受信機,音響 ト

ランスデューサ (音響送受波器),動揺計浜1装置か

らなり,時々刻々と変化する船の位置を GPSで

計浪1し ながら,海底局に対して音響測距観沢1を行
い,音響 トランスデューサー海底局間の音響信号

(音波)の往復時間を計浸1す る.動揺計測装置は,
KGPS観測で得 られた船上 GPSア ンテナの位置

から音響信号を送受信 した瞬間の音響 トランス

デューサの位置を求めるのに必要な船の姿勢を計

測する.海底局は,船上の音響 トランスデューサ

から送信された音響信号を受信 し,一定時間後に

返信する機能を持つ ミラートランスポンダで,1
箇所の海底基準点につき3,4台が設置されてい

る.観潰1中 は,音響浪1距観浪1で得られた音響信号



図 1 海底地殻変動観測の概念図

130° E               140° E

図 2 海底基準点の配置

の往復時間を距離に換算するのに必要な海中の音

速プロファイルを取得するため,適宜 CTD観測 ,
XCTD観測, XBT観浪」をイ予っている.
このようにして得られた音響信号の往復時間 ,

音響信号を送受信した瞬間の音響 トランスデュー

サの位置,海中の音速度構造から,最小二乗法に

より各海底局の位置を求め,それらの平均位置を

海底基準点の位置として決定する。

この観漫1の最も大きな誤差要因は,空間的にも

時間的にも絶えず変化している海中の音速度構造

であるが, これを完全に把握することは不可能で

ある.そ こで我々の観測では,3,4台 の海底局に

対してできるだけ空間的にバランスよく音響測距

観測を行うとともに,海中の音速度構造の時間的

変化を解析的に推定することにより,海中の音速

度構造の誤差による海底局の水平位置決定への影

響を低減している。

3 これまでに得られた主な成果

3.1 海洋プレートの沈み込みに伴う地殻変動

観測データの蓄積により,現在では,多 くの海

底基準点で定常的な地殻変動が検出され,学会等
で報告されている.こ こでは,一例として海上保

安庁が捉えた宮城沖・福島沖の地殻変動について

紹介する.

宮城沖から福島沖にかけての海域には, 3つ の

海底基準点「宮城沖 lJ(2001年設置),「宮城沖 2」

(2004年設置),「福島沖J(2001年設置)があり,

測量船による繰り返し観測が行われている.2010

年 7月 までの観浪1か ら得られた海底基準点のユー

ラシアプレートに対する移動速度を国土地理院の

電子基準点の速度と併せて図3に示す。なお,宮城

海底の動きを測る-69
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沖では, 2005年 8月 16日 にM72の地震が発生
したため,「宮城沖 lJ及び「宮城沖 2J海底基準

点については,同地震による余効変動が終わり,

再び海洋プレートの沈み込みによるプレート内変

形が始まったと考えられる 2006年 12月 以降の観

測結果を使用した。「宮城沖 1」 海底基準点では,

2005年 の地震前に行われた集中観測により,西北

西方向の動きが検出されているが (Fujita et al,

2006),地震前後の移動速度は概ね調和的である。

図 3よ り,宮城沖と福島沖とで移動速度が有意

に異なっていることが分かる.こ れは,海底基準

点付近のプレート間の固着度合いの違いを示して

いると考えられ,「宮城沖 1」 ,「宮城沖 2」 海底基

準点付近ではプレート間の固着が強く,「福島沖J

海底基準点付近では固着が弱いことが示唆され

る。この結果は,GPS観測から求められたバック
スリップ分布 (例えば,Suwa et al,2006)や小繰

り返し地震の分布 (Uchida et al,2006)か ら推定

される固着状況と整合的である.

3.2 地震に伴う地殻変動

3.2.1 2004年 9月 5日紀伊半島南東沖地震

東北大学グループ及び名古屋大学グループは,

70-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )
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図 3 ユーラシアプレート安定域に対する動き
陸上の矢印は,国土地理院の電子基準点 (2009/4～ 2010/4)の動きを示す

2004年 9月 5日 の紀伊半島南東沖地震 (M7.4,M

69)の前後に実施 した観測から,同地震に伴って

熊野灘に設置されている基準点がそれぞれ南に約

20～ 30 cm移動 したことを検出した (図 4(a);

Kido et al.,2006;Tadokoro et al,2006). こオ■ら

の結果は,海底地殻変動観測が地震に伴う地殻変

動を検出した初の事例である.さ らに,Kido et al

(2006)及び TadOkoFO et al(2006)は ,陸上の

GPS観測から推定された同地震の震源断層モデ

ルでは海底地殻変動観浪1の結果を説明できないと

して,断層モデルの改良を試み,海域の地殻変動

データが沖合で発生する地震の断層モデルパラ

メータの拘束に有効であることを示した

3.2.2 2005年 8月 16日 宮城県沖の地震

海上保安庁では, 2005年 8月 16日 に宮城県沖

の地震 (M72)により,同地震の震央の東方約 10

kmに設置されている「宮城沖 2」 海底基準点が,

東に約 10cm移動 したことを検出した (図 4(b);

Matsumoto et al,2006).こ の結果は, 陸上の

GPS観測に基づく断層モデルから推定される変

位と大きさ。方向ともに大変調和的であった。一

方で,震央から約 60 km離 れたところに位置する
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(a)2004年紀伊半島南東沖地震 (M74,M69) (b)2005年宮城県沖の地震 (M72)

図 4 地震に伴う地殻変動
白抜きの矢印,黒い矢印は,それぞれ観測結果,モ デルによる計算値を示す
(a)2004年紀伊半島南東沖地震 (左 :国土地理院 (2004)の 断層モデル,右 :Kido et al(2006)に
より修正した断層モデル),(b)2005年 宮城県沖の地震 (断層モデルは国土地理院 (2005)に よる)

「宮城沖 lJ海底基準点では有意な地殻変動は見ら

れなかった。

4.地震の発生予測への貢献をめざして

海底地殻変動観沢1技術は, この 10年間で飛躍

的に進歩し,地震に伴う地殻変動や海洋プレート

の沈み込みに伴う定常的な地殻変動が検出できる

ようになった 得られた地殻変動は,海域を主た
る震源域とする地震の断層モデルの高度化やプ

レート境界における固着状況の把握に大変有効で

あるが,観測精度,観潰1点数,観潰1頻度のいずれ

においても陸上の GPS観浪1に は遠 く及ばず,今

後どこまで陸上の GPS観測に近づけるかが課題

となっている。

観測精度については, 現状では, 1回 の観測に

よる位置決定精度は 2～3cm(RMS)で あり,海
況等によっては 5cm以上離れたところに位置決

定される場合もある。また,定常的な移動速度に

ついては,年 2,3回 の観測を 5年程度行うことで

lcm/年の精度を得ることができるが,途中で大

きな地震が起こればリセットされてしまうため,

短時間で精度良 く移動速度を求められるようにす

る必要がある.現在,海底局の位置決定に最も大

きな誤差要因は,時空間的に変化する海中の音速

構造だと考えられており, この影響を低減させる

ことが観浪1精度の向上に不可欠である

また,観測点数については,GPS観浪1点が全国
に 1,200点以上設置されているのに対 し,海底地

殻変動の観測点は大学を含めても約 30点 と桁違

いに少ない 特に,巨大地震の発生が懸念されて
いる宮城県沖や東海 。東南海 。南海地域には集中

的に海底基準点を展開し,海域の地殻変動を時空

間的にモニターすることが重要であり,そのため

には,先に述べた 1回 ごとの観測精度の向上に加

え,観測の効率化,観測コス トの削減等が必要で

ある.

観漫1頻度については,現状では,船を用いて行

うため,一つの海底基準点につき年数回しか観測

を行うことができない。そこで,東京大学生産技

術研究所や東北大学では,船の代わりに自律型航

行ロボット(AUV)や 係留ブイを使用する次世代

型観潰1シ ステムの研究を進めている (Fujimoto,

2006;望月ほか,2008).こ れらの技術が確立すれ

ば,海域の地殻変動の詳細な時間的変化が明らか

になると期待される.
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5,お わ りに

海底地殻変動観漫1は ,近年,成果が出始めた新

しい観測技術であるが, この観漫1で得られる海域

の地殻変動データは,将来のプレート境界地震の

発生に関連するプレート間の固着状況を把握する

上で非常に有効な知見を提供すると期待される

今後も大学と海上保安庁が連携 して,更なる高精

度化,多点化,セ ミリアルタイム化を進め,海底

地殻変動観測が陸上の GPS観測を始めとする他

の観潰1と ともにプレート境界地震の発生予測精度

の向上に貢献することを期待する。
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応力連続観測と今後の地震予知

一ボアホール応力連続観測計器の開発による今後の展開―

石井 紘

1.は じめ に

地震の発生予浪1をする上で地震発生域の応力の

状態を知ることは重要である.し か しながら現

在,応力の連続観測は出来ていない.歪の連続観

測は出来るが媒質の弾性定数により変化量が異な

り,地震発生に直接関連する情報を得るには十分

でない。そこで我々は応力の連続観没1可能な計器

を開発して深部ボアホールに設置し,観沢1データ

を蓄積 しつつある.応力の連続観沢1に より今後の

地震予知研究にどのような展開が期待できるかに

ついて述べる。

2 応力と歪と地震発生予測

地震は断層面に作用する応力が摩擦強度を超え

ると発生すると考えられている.地震発生域の応

力分布と断層強度の時空間モニターが地震予知研

究の最終日標である (例えば飯尾,2010)1).従 っ

て歪の観浪1よ りも応力の観漫1の方が直接的であり

望ましい.歪の場合には媒質の弾性定数の違いに

より変化量が異なるため応力を求めるには媒質の

弾性定数を知らなければならない.現在,応力の

浪1定は水圧破砕法や応力解放法などにより行われ

ているが,知ることが可能なのは測定地点の測定

時の応力値のみであり連続観測値はわからない

(地球,2004a&2004b)"'D.

3.応力連続観測計器の開発

開発した応力計の原理や構造は別の機会に述べ

る.歪計と異なる点は圧力を受ける有限の面積を

有する受圧面を付加したことである。この応力計

に 3種類の検定を行うことにより,応力と歪の両

方の観測が可能になる この検定は圧力検定,加
重検定と歪検定である。圧力検定とは水圧を可変

することが可能な容器に応力計をセットし,水圧

の変化に対する出力電圧の関係を求める方法であ

る (石井,2005)。 .荷重検定とは受圧面に荷重を

付加 し,荷重と出力電圧の関係を求める方法であ

る.水圧検定と荷重検定はどちらも応力と出力電

圧の関係を求めるための検定である。信頼性を高

めるために異なる二つの検定をしているがほとん

ど同じ結果が得 られている。歪検定とは受圧面に

作用させる変位を変化させ変位と出力電圧の関係

を求めるものである。感度検定結果の一例として

図 1を示す  これは応力計が搭載している水平 4

成分と鉛直成分の中で鉛直成分の検定結果のみを

示 している 加圧と減圧を繰り返して得られた結
果であるが.圧力がゼロから 12 MPaま で出力電
圧と直線の関係を示している 12 MPaは 1200m

の水圧に相当する.こ のような応力と出力電圧の

関係が水平成分にも得られており,深部ボアホー

12MP

6MPa

OMPa
16V       _l ov               00V 02V

出力電圧

図 1 応力計の鉛直成分の感度検定結果 水平成
分も同様な結果が得られているが省略
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ルにおいて応力の連続観漫1を可能にしている.出

力電圧と応力の関係式から測定応力成分の相対的

な応力変化のみならず応力計設置地点の応力値を

知ることも出来る.こ れに関しては別の機会に述
べる センサーの ドリフトはチェックによると応
力換算で小さいものは年に数 kPa程度であり,

応力蓄積を知るにも十分役に立つと考えている

4.開発された応力連続観測計器

地震に関連する信号を高い S/N比で観測するに

は深いボアホールが最適である 東濃地震科学研
究所ではボアホール総合観浪1装置の開発を進める

とともに東濃地域にボアホールのアレイ観測網を

構築し,観測データに基づいて地殻活動や地震の

メカニズムなどの研究を行っている (東濃地震科

学研究所ホームページ参照)●.応力の連続観測の

重要性を認識 し,前項で述べたように応力計を開

発した.現在 2台の応力計が深部ボアホールに埋

設・設置され稼動 している.図 2は応力計も搭載

した新型の総合観測装置の見取り図であり,研究

所のボアホール観測点 (陶史の森 :深度 512m)

に埋設・設置し良好なデータを蓄積 している。従

来,歪計が搭載されていた部分を応力計に置き換
えたものである。計器は全長約 8mで総重量約
290 kgである 1本のボアホールで地震,地磁気 ,

温度,傾斜,歪 と応力など 22成分の観測が可能で

ある.観測データは光ケーブルにより地上まで伝

送される。このような多成分の観測を 1台で可能

なボアホール計器を開発しているのは世界的に見

ても日本の東濃地震科学研究所だけである 新型
の総合観測装置が開発される前のタイプの歪計を

搭載した総合観測装置は今までに東濃地震科学研

究所のほか大学や研究機関により採用され南海地

震,東南海地震や東海地震の予知研究のために 30

カ所以上の深部ボアホールに設置され連続観測

データを蓄積 している.

5.応力連続観測計器による観測の例

ここでは実際に応力計により観潰1さ れたデータ
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図 2 応力計を搭載した地殻活動総合観沢1装置の
見取り図

の例を示す 図 3は 2010年 4月 14日 に中国の青
海省で発生した地震 (M69,震央距離 3500 km)

の記録である 研究所のボアホール観測点 陶史
の森 (深度 :512m)と 屏風山観測点 (深度 :1020

m)で観潰1し たそれぞれ応力地震動と歪地震動の

記録を示 している。応力地震動の最大振幅は 1

kPa程度であり,歪地震動の最大振幅は約 5×

108程度であることが分かる.
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歪計を搭載 した従来のボアホール地殻活動総合

観潰l装置による成果については石井・山内 (2007)の

にまとめて報告されているが, ボアホール観測に

より従来得られなかった地震に関する興味ある結

果が得られている (東濃地震科学研究所 。名古屋

大学,2005;大久保,2006;浅井,2006)つ ～".す
なわち歪地震動や歪変化のデータから他の観測か

らは得られないような震源過程や低周波地震に伴

う変動に関する情報が得られている 応力連続観
浜1に関するデータは今までに得られていない物理

量であり,今後,解析法の開発により,更なる情

報を得ることが出来ると考えている 東濃地震科
学研究所の近 くにあるJAEAの瑞浪深地層研究

所の立坑の深度 200mス テージに埋設・設置 し

た応力計のデータの一例が図 4に示されている.

設置点の近傍にはNNW断 層が存在している (石
井,2009)lll 地球潮汐の応力振幅は lkPa弱であ

るのが分かる.2009年 8月 11日 に発生 した駿河

湾の地震 (M66)の地震波到達に対応 して応力計
に顕著な変動が記録されている。この変動は8月

13日 までに鉛直応力成分で約 40 kPa程 度増加変

動 し,同 じボアホール内に設置してある水圧計は

30 kPa程度で同じような変動を示している.水平

応力成分は 3成分とも減少を示している。このよ

うな変動は地震波の到達による振動により,断層

表面を覆っている物質が除かれ,透水率の変化に

よる間隙水圧の変化により生じる現象であると考

えられている (Asai,2006)11).

6.応力連続観測などによる
1。 15   活断層の活動検知

次に応力の連続観漫1な どによ

る活断層の活動検知の例を述べ

⌒ る 図 4に見られた駿河湾の地

こ 震で生 じた変動の主応力を計算
:  してみると図 5の ようになる.

1 この主応力変化はNNW方 向
f  に沿って右横ずれの変動を示し
て い る この変動 は近傍 の
NNW断 層の固有の動きに対応
している この観測事実は駿河
湾の地震による地震波の到達に

より,前述のように問隙水圧が

変化し,そ れに伴い NNW断 層
の固有の動きである右横ずれの

変動が発生したと同等の応力変
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中国青海省の地震(M69)の 応力 歪ヽ地震波形記録
新 しい観‖1点  陶 史の森 (Tos)と 屏風山 (BYB)
感度 (応 力計 :7 5kPanlL歪 計 :47*10A7/tlll)
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図 3 2010年 4月 14日 に中国青海省で発生した地
震 (M69)の応力地震波形と歪地震波形

200mス テージボアホールで観測された応力計の記録 (2009/8/8-8,13)

＼
8/100h

東海道南方沖地震           駿河湾の地震 (M65)

図 4 NNW断層近傍の 200mス テージのボアホールで観測された
応力計の記録



主応 力・ 最 大せ ん断応 力 とNヽ W断 層 (右 横 ず れ )
(200,′ 8′ 110504-8′ 1300100)

N

の方 向

図 5 駿河湾の地震に伴って生じた変動の主応力
と最大せん断応力およびNNW断層

動が生じたと解釈される.

別の例としては茂住断層の近傍に掘削されたボ

アホールに設置された歪計により時々断層運動に

相当する歪変動が観測されると報告されている

(Ishii et al,2007)12).

そのほか断層近 くのボアホールにおける揚水実

験により,揚水時には断層近傍に設置された歪計
に断層固有の運動に相当する歪変化が観浪1さ れ,

水位の回復時には断層固有の運動と逆の変動が観

測されている (石井,2009)10.

これらの結果から活断層等はわずかではあるが

時々動いている可能性が考えられる.断層近傍に

おける応力連続観測などによりその動きがモニ

ターでき地震予知研究に有効な情報を得ることが

期待される.

7.前兆的変動の観測例

次項の「今後の展開Jと関連するので過去に明

瞭に観潰1さ れた前兆現象の例を簡単に述べる.伊

豆の群発地震の前兆現象の研究においては (石井

ほか,1998;Okada et al,2000)13),1の 変動成分の時

間軸上の変動を見ているだけではわからないこと

も傾斜のベクトル表示や歪のテンソル成分の表示

の時間変化をみることにより前兆変動が明らかに

なった。応力の場合には直接地震発生と関連する
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情報が得られることが期待できるのでこのような

方法の適用はより有効と考えている.

8.応力連続観測による今後の展開

新 しく開発された応力計による応力の連続観測

データや応力地震波形は新しい解析法を開発する

ことにより,特に震源情報や低周波地震に伴う地

殻変動などに関しても新たな情報を得ることが期

待される.

我々の目的は地震予知研究に貢献することであ

る.物質が破壊する前には必ず物質が変形する前

兆的変化がみられることは我々の身の回りにおい

てもしばしば経験していることである.GPSによ

る地表の地殻変動観測は全体的な大きな変動を知

るには有効である.連続観測の場合には感度は地

表の観測より二桁以上良いことが分かっている

(例えば Ishii&Kato,1989)1' 十分深いボアホー

ルにおける高感度の観潰1は S/Nの よい観潰1を可

能にし,微弱な信号の捕捉を可能にする.

地震発生を推定するには対象としている地域の

応力場 (応力分布)や応力蓄積を知ることが最も

基本的な観測量であり,地震発生直前の変動を高

感度で観潰1す ることも重要である 断層の強度を
知ることも必要であるがこれは現在のところ推定

するしかない.天気予報を精度よく行うには気圧

分布とその時間変動を知ることが基本であるが地

震予知の場合も同様である。しかし,応力の場合

は同じ圧力であるが固体における量であるのでテ

ンソル量であり6成分存在する。

人工的ノイズや気象の影響を受けない深いボア

ホールに設置された高感度の応力計を現在の地震

計のハイネットのように数十キロ間隔で展開する

ことが出来れば地殻内の応力場とその時間変化を

詳細に知ることが出来る.天気図のような気圧分

布のコンターに相当する応力分布のコンターが得

られる。地震発生に関しては特にずれ応力分布が

注目される 応力分布により将来発生するであろ
う地震の場所や地震断層のタイプの予測の可能性

が大きい。応力分布のコンターの時間的変動は天

気の気圧コンターと異なり時間的にはゆっくりし



ていると考えられる しかし地震発生が近づくに
つれて変化は加速し,判 りやすくなると考えられ

る。前項の前兆解析のような手法の適用や応力観

測データ固有の解析法の開発により多点の応力変

化の時間変動を比較しながら監視することになる

また,前述の新 しい総合観浪l装置の場合は,応

力計のほか傾斜計,地震計,磁力計や精密温度計

を搭載している 多項目の観測結果が得られるこ

とから,総合的な理解が可能になり,一層正確な

判断が出来ると考えている.

上述のことは夢物語ではなく応力連続観潰1が可

能になることにより,現実のこととして,更なる

将来の地震予知のための計画を立てることが出来

ると考えている.

一方で多点観沢1を可能にするには, これらの計

器の信頼性をより確実にする研究を一層進めると

ともに,計器の価格やボーリング経費を軽減する

努力が必要なことである。

9 ま と め

1 連続観測可能なボアホール応力計を開発し観
測において良好なデータを蓄積 している。

2 連続観測による高感度の応力値は地震予知研
究にとり新しい基本的な観測量であり,今後

新し νヽ情報の取得が期待される

3 活断層などの活動状況が応力計でモニター出
来る可能性がある

4 応力連続観測が可能になることにより,地震
の予知 。予測に向けての今後の戦略を立てる

ことが可能になり,そ の一例を示した
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大久保修平

1.は じめ に

ハイブリッド重力測定という言葉は,筆者の造

語であり,1999年 1月 29日 13:35に ,地震研究

所談話会の場で初めて用いられた.そ の意味する

ところは,FG5重力計などの絶対重力計と,ス プ

リングを用いたラコステ・ロンバーグ重力計・シ

ントレクス重力計等とを同時に用いた計漫1で あ

る。これにより,「絶対的な」重力の時空間分布を

検出し,地殻内流体移動を検出することができる

ようになる。このハイブリッド重力測定は,翌
2000年 の三宅島噴火 。伊豆諸島群発地震の際に

も実施され, カルデラの陥没や群発地震発生に関

与するマグマの移動について,顕者な成果をあげ

ることができた (大久保, 2001:Furuya et al,

2003)。 また, 2003年十勝沖地震などの海溝沿い

の大地震にともなう重力変化の場を明らかにする

ことにも,一定の成果をあげている (大久保ほか,

2005).そ の一方で, これまでの 10年間余りの経

験から,次に述べるようなさまざまな課題が明ら

かになってきている.

(課題 1:陸水起源の擾乱によるマスキング効果)

土壌水分変動や地下水流動は,10マ イクロガル

を超える有意な重力擾乱を引き起こすことがあ

る.た とえば,累加雨量が 100 mmを超える降雨

があると,数マイクロガル～数十マイクロガル程

度の重力擾乱が生 じる (Kazama and Okubo,

2009).こ れによって,地震火山活動起源の重力変

動 (数マイクロガル～100マ イクロガル程度)が
マスクされる場合も, しばしば生じる.し たがっ

て,環境起源の重力擾乱を如何にして補正 。除去

し,高品位な重カデータを得るかが課題となって
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ハイパー 0ハ イブリッド重力測定

―地殻内流体移動検出の高精度化を目指して

くる.

(課題 2:逆問題解の非一意性)

重力だけを用いて地殻内物質の移動経路を明ら

かにしようとしても, ポテンシャル逆問題解は一

般に一意に定められないという本質的な問題がつ

きまとう.重力以外の適切な観潰1データを付加 し

て,一意に解を得ることが課題となっている。

今回,提唱するハイパー・ハイブリッド重力測

定は,上記の課題を克服 して,地震・火山・テク

トニクスに関る,地殻内流体の移動を検出するた

めの重力観測法である。以下ではその概略を述

べ,そ れが目指すものについて夢を語ることとす

る.

2.重カデータの高品位化一陸水起源の
重力擾乱の除去

2.1 従来の手法とその難点

陸水起源の擾乱を見積るために,大きく分けて,

次の 2つ の手法が従来から用いられてきた すな
わち経験的補正と陸水観測補正とである。経験的

補正では, タンクモデルや自己回帰モデルなど数

理モデルを仮定することが多い.例えば lmm当
たり降雨量に対する即時応答 (ス テップ量)や ,

降雨後の重力変化速度等のパラメータ (=システ

ム特性)を調整することにより,現実の降雨 (=

入力)に対する重力擾乱 (=応答)を説明しよう

とするものである (Harnisch and Harnisch,

2006)。 この手法は簡便ではあるが,地下水流動の

問題が本質的に非線形 (土壌浸透率が土壌水分の

関数など)であるため,モ デルの有効性・汎用性

に疑問符がつく また,経験的補正であるために,
重カデータにオーバー・フィッティングすること



図 1 陸水輸送の物理モデル 全水頭力と体積
含水率θが主変数となる

もあり,その場合は重カシグナルそのものまで除

去される恐れもある.

一方,陸水観測に基づく補正では,当然ながら

実際に地下水位及び土壌水分を観浪1点の回りで十

分な密度で観測することが求められる.観測点の

状況によって帯水層の深さは数 m～数百 mま で

大きく異なるであろうから,そ の範囲で土壌水分

を計漫1す ることはかなり困難である また,重力
観測点近傍の数百 mの範囲で,あ る程度密に陸
水データを得ることは, さらに難 しい したがっ

て, この方法は特に選ばれた連続重力観測点での

み実施可能であり,ハイブリッド観浜1で想定して

いるような多数の野外重力点については事実上 ,

適用不能である。

2.2 Kazama and Okuboの 方法

従来の補正法の難点を克服すべく,Kazama and

Okubo(2009)は ,地下水流動を理論的・定量的

にモデリングすることを考えた。その要点は,次
のようにまとめることができる.

(1)地下水 (数値)モデリング

未知変数として,地表に最も近い不飽和層にお

ける水分の体積含水率 θと,そ の下にある不圧

(unconfined)飽 和帯水層の全水頭力を選ぶ (図

1)不圧飽和帯水層の下にあると想定される,被
圧 (confined)帯水層については,水の体積弾性

率が十分に大きく,水を非圧縮として取り扱える

ことから無視する。体積含水率θに関する非線形

拡散方程式 (Richardsの 式)と ,飽和帯水層の全

水頭力の拡散方程式 (Boussinesq)を 連立させて,

適当な境界条件と初期条件の下で解く (図 2).

図 2 重力に与える陸水効果の補正

(2)陸水モデル設定と観漫1に よる比較検証

上記の数値モデリングには,表層土壌や地下水

層の空隙率や透水係数のパラメータが必要とされ

る。最上層部については,土質試験で得ることが

できる。下層部についてのパラメータを推定する

には,独立に土壌水分観潰1や地下水位観測を行
い,そ のデータと,(1)の シミュレーション結果と

が一致するように,パ ラメータをチューニングす

る (図 2)

(3)陸水の及ぼす重力 (=地下水擾乱)の計算

(1)及び (2)に より,重力観浪1点近傍の陸水の時
空間分布が得られる。これの及ばす引力,すなわ

ち地下水擾乱を,直接積分で求める (図 2).

以上の (1)～ (3)が Kazama and Okubo(2009)

の方法の概要である (図 2).こ の手法で陸水起源

の重力擾乱を数マイクロガル程度の Accuracy

で補正できるようになった。実際,図 3の浅間火

山における連続観測で明らかになったように,台

風などの豪雨時に生じるステップ的な重力変化も

数マイクロガル程度の誤差で再現できるまでに

なっている.

地下水分布定常解

0,(Z)′ h,(×′y)

)初期条件に利用

平年有効降水量

地下水観測データ

0。

・
s(X,y′ z′ t)

hot・ .(x,y,t)lll下水分布非定常解

0(X′ y′ Z′ t)

h(X′ y`Z)

擾乱補正後の重力変化

△g(t)=gobs(t)-9w(t)

ハイブリッド重力測定―-79
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図 3 2004年 , 2006年, 2007年の浅間火山における絶対重力測定値 (ド ッ

値 (実線).縦棒で示した時間降雨量が顕著な豪雨時,重力は10マイ
卜)と ,地下水モデリング予測
クロガルを超える変動を示す

3.逆問題解の非―意性と,その解決

数値モデ リングに基づ く陸水補正を施せば,

「いつでも,ど こでも」,地震・火山・テクトニク

ス起源の重力変動を検出できること,及びその検

知能力は数マイクロガルより高いことを示した.

しか し,例 えば図 4の火山のマグマ頭位を重力

データのインバージョンで求めようとしても,解

は一意に定まらない これを取り除くには,物質
の移動経路についての拘束条件と,出来る限り棚

密な観潰1点が必要となる.

とりあえず,物質の移動経路は定まったとして,

火山のマグマ頭位を推定する問題を考えてみよ

う。図 4か ら明らかなように, 1観測点のデータ

しかない場合,同一の重力値に 2つ の頭位 〃が

対応 しており,解を一意に定めることができな

い.も し,多数の観測点 (図 4では a～ dの 4点 )

のデータが使えれば,頭位〃を一意に定められ

ることは明らかである。

次に,物質の移動経路の拘束について考える。
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複数観測点データが必要

地殻内流体として想定されるマグマや水が効率良

く輸送される場合には,何らかの経路が確立して
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り,地震・テクトニクスの問題では,断層面・破

砕帯などがそれに相当する。それらの位置や形状

が分かっていれば,モデルの空間次元を 3次元か

ら1次元 もしくは 2次元に低下させることがで

き,イ ンバージョンの解の非一意性を除くのに大

いに役立つ.こ れらの構造のイメージングは,従

来から地震波を用いて試みられてきた.し かし,

地震波の波長より短いものはイメージングできな

いことから, 10～ 100mレ ベルの空間分解能での

構造決定はかなり困難である。一方,近年,宇宙

線に含まれる高エネルギーミューオンを用いて,

地殻浅部 (と くに表層付近)の密度構造が,10m
程度の空間分解能で決定できるようになりつつあ

る (田中,本号)こ れまでのところ,い くつかの

技術的条件をクリアーできるような限定的な場所

での適用にとどまっているが,筆者のグループで

は,田中氏を中心としてボアホール対応型や雑音

低減型などの新型のミューオン・イメージング装

置を開発している。これらが実用になるのは,数

年後と見込まれている ハイパー・ハイブリッド

重力観測に,新型 ミューオン・イメージングを組

み込むことは,近い将来に当たり前のこととなる

だろう。

4.地震・火山・テクトニクス研究への応用
一現状と未来

ハイパー・ハイブリッド重力測定は, 主として

地殻内流体の移動を高精度にかつ,連続的に検知

することに使える。この測定法の要件をまとめる

と次のようになる.

(要件 1)高精度な重力の絶対値が, 空間的に棚
密に,かつ時間的に連続観測されていること 絶
対重力計のアレーや,絶対重力計で ドリフト補正

した超伝導重力計のアレーが考えられる

(要件 2)観浪1点近傍の陸水補正が可能であるこ

と 地下水観測が行われているか,あ るいは地下
水モデリングが可能であること

(要件 3)地殻内流体の移動経路について, 幾何
学的拘束が与えられること これには, ミューオ
ン・イメージングなどが想定されている

ハイパー・ハイブリッド測定の第一例として,

筆者らは,京大防災研究所 。京大理学研究科との

共同研究として,2006年から活発な活動を再開し

た桜島火山の活動モニターに取り組んでいる.そ

の内容は,前記要件 (1)～ (3)を最低限ではある

が,満たすものとなっている.具体的には,2010

年 5月 からは,絶対重力計 2台が桜島島内の 2か

所で連続観測を続けている。また,そ の 2点では

土壌水分観測と陸水モデリングに基づいて陸水補

正値も計算されている.桜島南西麓には,従来型

の ミューオン・ラジオグラフィー装置が設置さ

れ,火道の位置,形状サイズが判明しつつある。

これらの観浪1に基づいて決定される火道内のマグ

マ頭位は,火山活動と良く対応していることが判

明しつつある.

このハイパー・ハイブリッド重力測定を,東海

地方,房総半島及び豊後水道などのスロー・ス

リップ・イベントに対して適用することも検討中

である。それには,ボ アホール対応の ミューオ

ン・イメージング装置開発や,桐密な絶対 /超伝

導重力計観潰1網の構築が必要となる.こ れができ

るようになれば,プ レート境界からの水の移動と

スロー・スリップ・イベントの関りも明らかとな

り,地震発生予測の研究にも貢献するものと期待

される。
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電磁気学的な地震予知研究が描く将来像

長尾年恭,竹内昭洋,鴨川 仁

1.は じめ に

短期・直前予知の実現は各種アンケートで常に

実現してほしい科学技術の上位にアンケートされ

る.し かしながら現在の “公式"見解は「東海地

震以外の直前予知は不可能Jと いうものであり,

さらに M7ク ラスのいわゆる直下型地震の予知は

(将来 も)不可能であろうというのが地震学界の

“常識"と なっている.しかしながら1980年代に

なり,電磁気学的な手法を用いた直前予知が学界

を賑わせるようになった。特にギリシャの VANグ
ループの成果は特筆に値する。彼らは「地震活動

は臨界現象であるJと いう仮説のもと, ナチュラ

ルタイムという新 しい時系列データ解析手法を開

発し,電磁気学的先行現象 (SES)と 微小地震活

動データを併せて解析する事により,予測精度を

数日程度にまで向上させている。これらの結果は

近年 AGUで も注目され話題となっている1)

この VAN法 の日本への適用可能性については,

兵庫県南部地震後に実施された理化学研究所 。地

震国際フロンティア研究で検証が試みられた.そ

の中で先行的な地電流変化が提えられたが, 5年

間のプロジェクトという事もあり,伊豆諸島・神

津島での観測例"以外は統計的な議論が出来るほ

どの事例収集は困難であった。なお伊豆諸島の観

潰1は現在新地震予知研究計画の下で東海大学を中

′Ёヽにさらなる研究が続けられている

2.先行現象は存在するか ?

東海地震の予知ではプレスリップのみを唯一の

先行現象として定義 している はたしてそれ以外
の先行現象は存在しないのであろうか。ここでは

地震学 。浸1地学以外の先行現象について例を示 し

たい 図 1は神戸市内における兵庫県南部地震前
のラドンの濃度変化である

。.12年間のデータで

いかにこの地震の直前の変化が異常であったかが

わかる.ま た図 2は四川地震の震源地近傍で体内

時計研究のために飼われていたマウス 8匹のlll日

リズムと行動量である
。.地震前後に大きく乱れて

いることが見て取れる。実際にはこれらの観測結

果が何を意味しているのかわからなければ予知に

は使えないが,先行現象の存在自体を否定する事

は科学的な態度とは言えないのではないだろうか

3 電磁気学的な先行現象について

VAN法 についてはすでに数多くの議論がなさ
れているので本論では簡単に紹介するに留める.

1980年代に入り,ギ リシャで地電流観測を用いた

短期予測が行われているとの報告がなされるよう

になり,そ の有意性は第二者による統計でも示さ

れた。すでに 30年近くが経過しているが淘汰され

る事なく,最近ではさらなる成果をあげている1).

Kobc carti、 q、 1ょkc

1984          1988          1992          1,t16
Ycar

図 1 1984年から1996年 までのラドンの時系列

変化 黒実線が観測値 グレーの線は 12
年間の平均的な変動を示す
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図 2 四川地震直前の全暗黒状態で飼育された 8匹のマウスの概日リズムの変化。なおこの観察は当然な
がら地震とは全く無関係になされたものである a)マ ウスのはずみ車の回転を用いた体内時計の
ずれ 中央の 0が地震発生日 このグラフでは地震発生前後の38日 間の観測結果をしめしている
地震前 3日 から地震後 2日 ほどは体内時計が狂っていた事を示している.b)規格化されたマウス
の行動量の変化.地震後 10日 ほどで元に戻った事が見て取れる.なお図中の点線は筆者らによる
加筆で,体内時計が全暗黒では進む (24時間より短い)事を示している.

ULF帯の地磁気変化は 1989年のロマ・プリー

タ地震の前に極めて顕著な先行的変動があった事

から注目されるようになった.しかしながらこの

ような顕著な現象はめったに発生しないという事

もわかってきており,電磁気学的な先行現象が万

能ではない事もまた明らかである。

さらに地震の前に先行的な電磁波が観測された

という報告が 1980年代からなされるようになっ

た.そ れ以外にも色々な事例が報告されているが,

榎本 らの 10年以上におよぶ北海道・襟裳での観

潰1事例などは,最も信頼性の高いデータと言える

であろう (図 3)D。 なお本章については著者 (TN)

84-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )

の著書のおよび総合報告つを参照 していただけれ

ば幸いである

4.地圏―大気圏―電離圏結合モデル
(LAI Coupling Model)

地震に先行する大気圏・電離圏の異常が存在す

るのではとの報告が 1980年代後半になされるよ

うになった。大気圏で何らかの擾乱 (異常)が発

生 しているとの指摘は VHF帯電波伝搬観測9'"

により統計的にも示された 下部電離圏において
は VLF帯電波伝搬観測が異常の検出に最も有効
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である事もわかってきた
Ю).さ らに電離圏観漫1で

はイオノゾンデや GPS TECが有効な手段である

事が確認され,F層 の電子密度が地震前に有意に

減少しているとの報告もなされている
lD.

これらの現象は衛星観測でも十分検知ができる

と考えられ,短期間で全球的な調査ができるとい

う事から,人工衛星を用いた観測が注目されるよ

うになった。フランスは 2004年 に地震に関連す

る電磁気現象ないしは電離圏異常を調べる目的で

DEMETERと 呼ばれる観浪1衛星を打ち上げた.

Nё mecら は40kmよ り浅いマグニチュード4.8以

上の 9,000個 の地震を統計的に解析 し,地震の 4

時間前に夜間において VLF帯の電波強度が数 dB

低下すると報告し, さらにマグニチュードが大き

いほどこの現象が顕著であると報告した (図 4)1"

その後の詳細な解析では,震央が浅くかつ大きな

地震ほど信号が顕者に検知でき,震央が海ないし

は陸における結果の差は見られないと報告 してい

る10。 現時点では地上観測で得られた結果との相

補的な解釈はできていないが衛星観測は地震現象

電磁気学的な地震予知研究が描く将来像-85
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が電離圏にまで影響を与えている事を証明する有

力なツールである事は明らかであろう。これらの

観測事実を広、まえ,地震に関連する地圏一大気圏―

電離圏結合という新 しい概念が打ち出されるよう

になった14).

5,電磁現象発現メカニズム研究の進展

地震電磁現象に関する最も一般的な疑間は,「な

ぜシグナルが地震時ではなく先行的に観測される

のかJと いう点であろう。我々はなぜ先行現象が

大きな異常として観測されるのかについて答えて

いく必要があるが,観測される現象の周波数ごと

に異なったメカニズムが必要な事が混乱に拍車を

かける.ULF帯 のシグナルでは界面導電現象や
VANの オリジナルモデルである圧力刺激電流が

有効なメカニズムであろう.さ らに高い周波数の

現象となると微小破壊面からのエキソ電子の放

出
19や,帯電した微小亀裂面の絶縁破壊10な ども

有効な仮説であろう

さらに我々が注目しているのが正子Lキ ャリアに

よる仮説
1つ である.Freund・ 竹内らのグループ

は, 自然乾燥させた火成岩試料に偏った荷重をか

けると, 自発電流や正帯電が現れる事を発見した
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(図 5).石英粒子をほとんど含まない斜長岩やハ

ンレイ岩にも電流・帯電が現れることから
18)石

英の圧電効果によるものとは考え難い。発生した

電流の方向や岩石表面が正に帯電 しているという

観測事実を考慮すれば,圧縮部にて発現した正孔

が非圧縮部へと拡散 したというモデルでうまく説

明できる。この状況下の岩石はP型半導体と同様

な電気伝導特性を有する事になり, これまで観潰1

されてきた例えば地震前の ULF帯 シグナルや赤

外異常なども説明できる可能性を秘めている
r).

6.地震現象のさらなる解明に向けて

地震が地殻に蓄積された弾性エネルギーの放出

である事は明白であるが,突き詰めて考えるとそ

れは地球の熱放出 (冷却)プ ロセスの一つと言え

る.例えば,金森は講演会等で「地震は地球のエ

ネルギー放出の一部にすぎない」とも述べており,

弾性エネルギーとして放出されているのはごく一

部であり,別の一部が電磁気学的な現象として放

出されている可育旨性に言及している。一方で,電

磁気現象が地震を誘発 しているとの報告 もあ

るい'1".我々は地球を熱機関として位置づけ, 地

震も火山活動もそれに付随する電磁気学的な変動

1晰鋏||:議鵞轟ゝ
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DEMETR衛星によるVLF帯電磁波の強度の観演1結果の一例。縦軸が電波の周波数, 横軸が時間
(0が地震発生の時間)

(左)衛星軌道から330 km以内でかつ 40 kmよ り浅いM48以上の9000個 の地震を重ねあわせた
解析結果 地震前 4時間あたりに強度が有意に小さい部分がみられた.
(右)マ グニチュードスレショルドを5と した場合の結果 地震前の異常がさらに顕著となってい
ることがわかる
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図 5(a)花商岩ブロック (120 cm× 15cm× 10cm)
の一端のみを一軸圧縮した際に現れる電流お

よび帯電を計測するための実験装置概念図
ブロックの両端はそれぞれ電流計を通して接

地されている 非圧縮部表面には容量性アン
テナが設置され,電圧計を通して接地されて
いる

(b)結果例.4度目の圧縮に伴い,2つ の電流
計 (Stressedと Unstressed)は 概念図上で

時計回りの電流を検出し,電圧計 (Potential)
は非圧縮部の正帯電を検出した

も一連のものとして捉える事が,ひいては地震現

象のさらなる理解につながるものと確信 してい

る
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地下水位観測による地殻変動の推定

―現状と展望一

小泉尚嗣

1.は じめ に

小泉・他 (2007)は ,多孔質弾性論 (応力・歪・

含水量・間隙圧の相互関係を示した理論)を用い

て地下水位変化 (間隙圧変化)を地殻変動 (主に

体積歪変化)に換算することで,地下水観測によ

る地震予知研究における理論面の弱点を克服でき

ると書いた.さ らに,「地下水データを地殻変動

データに換算することのメリットJと して,以下

の 4点をあげた.な お,下記の (4)を あえて書いた

のは,地震予知で震災軽減を図るのならコストの

ことは無視できないと思うからである.

(1)帯水層の広がりに相当する範囲の空間的な平

均値を測定できること.

(2)地殻変動を沢1定する通常の観潰1機器とは独立

な観浪1であることから,それらの地殻変動観測機

器と比較・検討することで観測データの信頼性が

増すこと.

(3)既存の地下水データ。地下水位観測設備の利

用により,近代的観測の行なわれていない場所・

時代での地殻変動データが提供できること.

(4)地下水位等の観測機器は,通常の地殻変動の

観沢1機器に比べて安 く扱いも簡単なこと.

本論では,主に,地震による地殻変動を把握す

るための地下水位観潰1の役割について,「夢」も含

めて筆者の考えを述べたいと思う.な お,我々は

一部の井戸で,地下水位の代わりに地下水圧や湧

水量を観潰1し ているが,下記では原則として「地

下水位Jと記すものとする.ま た,厳密にいうと,

この「地下水位Jの変化と地下水を含む帯水層

(地層や岩盤の割れ日系)の間隙 IIL変化は必ずし

も一致しないが, ここでは単純に地下水位変化 =

間隙圧変化とする.

2.地殻変動観測

2.1 地殻変動を連続的に観測する測器について

現在,連続的に地殻変動を沢1定できる代表的な

観測機器として GPS・ 歪 (ひずみ)計・傾斜計が

ある。歪計・傾斜計には,地上付近の横穴で浪1定

する伸縮計や水管傾斜計と鉛直方向のボアホール

に設置するボアホール型歪計・傾斜計がある.

GPSは,地表の 1点の変位を測定している機器

である 比較的安価なことから,広域にわたって

多点に展開できる.ま た,観潰1誤差の評価もしや

すい.1点あたりの誤差は水平変位数 mmに なっ

ており (国土地理院,2010),10 km以 上の区間で

あれば,歪にして lE-7(10の -7乗)のオーダー

の精度を達成できる。国土地理院の GPS連続観

測網 (GEONET)は ,ま さに,そのような GPSの

特徴を生かしたものであり, 日本全国に平均 20-

30 km間隔で約 1200点以上の観測点を設置 した

ことで,日 本全国の水平地殻変動を lE-7ま たは

それ以上の精度でモニターできるようになった.

ただし,精密な解析のためには時間がかかるとい

う欠点があリリアルタイムモニタリングという点

では課題を残している.ま た,1点毎に数 mmの

精度ということから,狭い範囲で歪として考える

と観測誤差が悪化する.つ まり,広域でゆっくり

生 じる地殻変動には強いが,局所的に短い時間で

生じる地殻変動には弱いという欠点を持つ

伸縮計や水管傾斜計は,数 m～ loo m程度の区

間の平均的な歪や傾斜を漫1定する潰1器である。歪

で lE-8,傾斜で lE-8 rad(ラ ジアン)かそれ以

上の精度を持つが,地表付近の横穴で設置するた

地下水位観測による地殻変動の推定-89



め,降雨も含めた地表付近からの擾乱によるノイ
ズ除去に苦労することが多い。また,観測に適 し

た横穴の構築には多額の経費がかかり,場所の確

保も容易ではない.横穴での観測には他にもいく
つかの問題があり,橋本 (2007)に よって的確に

指摘されている

ボアホール型の観測機器は, ボアホールの直径

に相当する狭い範囲 (数 cm～ 10cm程度)の歪や

傾斜を沢1定 していて,局所的な不均質構造の影響
をうけやすい。ただし,鉛直方向に深く掘ること

で,地表の擾乱によるノイズを軽減することがで

きる 観測精度は歪計で 5E-9,傾斜計で 3～ 5E
-8 rad程度である (気象庁,2010:防災科学技術

研究所,2010).横穴にくらべれば,地表における

専有面積は小さいことから場所の確保もしやす

い 傾斜計は歪計より設置もしやす く安価なの
で,防災科学技術研究所は,基盤的高感度地震観

浪l網であるHi netに傾斜計を併設 して,全国に

ほぼ均一なボアホール型傾斜計観沢1網 を作 り上

げ,南海 トラフでの短期的ゆっくり滑りの検出等
で成果をあげている (Obara and Hirose,2006)

他方, ボアホール型歪計は,価格も高 く設置も難

しいので設置されている点数は傾斜計よりはずっ

と少ないが,精度は傾斜計より数段良い (気象庁 ,

2010;防災科学技術研究所,2010)

22 地殻変動を推定するための地下水位観測
上述のように,通常用いられている地殻変動観

測機器も長所もあれば欠点もあり, 1つ の観測機

器のみで地殻変動の全体像をつかむことはできな

いことがわかる

地下水位は,地殻変動を直接測定するものでは

ないが,多孔質弾性論によって地殻変動 (体積歪 )

に換算できる。多孔質弾性論は,応力・歪・含水

量・間隙圧との相互関係を示す理論であるが,現

状の我々の解析では,観浪lさ れた地下水位変化か

ら体積歪変化を求め,そ の後は弾性論でモデル等

を作る, あるいは,弾性論のモデルから体積歪変

化を計算し,そ れから地下水位変化を求めて観測

量と比較するといった単純な一方向の解析のみ行

なっていて,地下水位変化と地殻変動が相互に影

響しあうような効果は考えていない.こ の単純な
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解析の場合の新たなパラメーターは歪―地下水位

の換算係数 (以降,地下水歪感度とする)1つ のみ

で,そ れは,主に地球潮汐による地下水位変化の

観浪l結果に基づいて求められる.こ の地下水歪感

度は,対象とする地下水を含む帯水層の物性 (帯

水層の弾性定数や密閉度等)に よって異なり,lE
-8の歪あたり最大で 10 mm程度である (Roe―

lofs,1996;Itaba et al,2008,Lai et al,2010). ナ也

下水歪感度が比較的高い所を選んで地下水位観沢1

網を作っても,歪に換算した精度としては, ボア

ホール型歪計より数倍程度悪い (MatsumOto et

al,2007).

地下水位によって求めることのできる体積歪変

化が, どの程度の空間の平均値を表 しているかと

いうことについては,観測対象とする地下水の帯

水層の空間スケールに依存する.我々の観潰1点で

は,帯水層の厚みは数十 cm～十 m程度である

水平方向については,地質構造が複雑な所では,

深さが同じでも少 し距離が離れただけで地下水歪

感度が異なることがある 実際,我々の観測では,

10m程度離れた 150m程度の深さの井戸の地下

水歪感度が異なっていたことがある 代表する空
間スケールとしては, 鉛直方向で数十 cm, 水平

方向で数 m程度と考えるのが無難なように思わ
れる。

地下水位観測を地殻変動推定手法として用いる

ときの大きな欠点は,い ったん生じた地下水位変

化は地下水の移動 (拡散)に よって戻ってしまい,

保持されないという点である すなわち変形が累
積 しても,地下水位が一方向に累積 して変化 して

いくということはないのである。要は,体積歪の

時間変化率がある程度大きくないと地下水位は変

化しない。目安としては地球潮汐による歪変化と

同じレベルの lE-8/日 である これを年間の変
形率に直すと lE-6/年 のオーダーになり, 日本

の歪集中帯での変形率 lE-7/年 よりも一桁大き

いので (Sagiya et al,2000), 日本では長期的な

地殻変動を地下水位観沢1で検出するのは困難であ

ると考えられる.台湾のように,場所によって lE

-6/年 のオーダーで変形が進んでいる所では

(Chang et al,2003),長 期的な地殻変動を地下水
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図 1 地震予知研究のための産総研の主な地下水観演1点  ● (Nl N14)は,東南海・南海
地震予測のために 2006年度以降に新たに設置した観測点でOは それ以前からある観

測点 四国～紀伊半島～愛知県にかけて灰色で示 したのは,深部低周波微動と短期的
ゆっくり滑りが定常的に発生 していると考えられる場所を地表に投影 したもの

位で検出できるかもしれず,台湾の研究者と取り

組みを進めている (小泉・他,2010).

23 地殻変動の詳細を知る為に必要な地下水位
観測

弾性論 (応力と歪の相互関係を示す理論)の近

似を進めたのが多孔質弾性論と考えられるから,

含水量や間隙圧 (すなわち地下水位)の観測抜き

で,地殻変動の詳細を理解することはできないこ

とになる 例えば,土から水が抜けていって固化
する過程では,外部応力はかかっていないのに土

は変形 していくわけで, この現象を弾性論では記

述できないから多孔質弾性論が考案されたという

経緯がある (Biot,1941)地下水の過乗」揚水によ

る地盤沈下 も同様な現象である。また,降雨に

よって,歪・傾斜が変動するのはよく知られた現

象であり,こ れらは通常ノイズとして扱われるが,

含水量や間隙圧が変わることによって生じる実際

の変形をとらえていることは間違いない.

問題は,地表付近はともかく,地下深部の間隙

圧や含水量の推定が非常に困難であるということ

である.2000年台前半に,地震後の地殻変動を多

孔質弾性論で解釈した成果がいくつかでたものの

(例えば,」 onsson et al.,2003),そ の後下火になっ

たのは,結局は,地殻変動と比較 し得る十分な含

水量 。間隙圧の浪1定データがなかったからだと筆

者は考える。前節で,我々の解析において地殻変

動と間隙圧の相互作用を考慮できていないのも

データが不十分だからである.データが少なけれ

ば,よ り単純なモデル・理論を用いるというのは

物理学の基本であろう しかし,だからといって,
我々が,地下水も含めて十分計測可能な地表～深

さ lkm位までの地殻変動を,いつまでも弾性論
のみで解釈していては,地震に起因する真の地殻

変動に肉薄することはできないと考える。

データが足りないのならデータを取るのみであ

る 2006年度から,四国～紀伊半島周辺に,東南

海・南海地震予測のために我々は地下水等総合観

測点と称して,地下水・地震・地殻変動を同時に

並行して観測する施設を作っているが (図 1,2),

そこでは,深 さの異なる 3つ の井戸で地下水位を

測定するとともに,歪・傾斜 (場所によっては

GPS)の測定も行なっている。地殻変動連続観沢1

としては高サンプリングである,l Hz～数十 Hz

で観測データを収集 しリアルタイムで産総研に

データを送っている 同観浪1網の一義的な目的
は,後述する 1946年南海地震前の地下水位低下

地下水位観測による地殻変動の推定-91
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図 2 図 1の Nl N14に おける典型的な観演1シ ス
テム 1っの観測点で深さの異なる3つの井
戸を設け地下水・地殻変動・地震の観測を

何なっている

のメカニズム解明やプレート境界における深部低

周波微動と短期的ゆっくり滑りの詳細なモニタリ

ングと解析であるが (Itaba et al,2010),間 隙圧

変化と地殻変動の相互関係について基本的なデー

タを収集するという目的もある.2007年中越沖地

震 (M68)や 2010年 チリ地震 (Mw 88)の 表面
波に伴う地下水圧変化が同観浪1網で捉えられ, ダ

イナミックな歪変化に対する地下水圧変化につい

て興味深い結果が得られている (図 3)(Itaba et

al,2008)

3 地殻変動観測機器なしで地殻変動を推定

3.1 地殻変動が観測されていない場所での地殻

変動の推定

地震 リスクが高くても,地殻変動観浪lが不十分

な地域や国々はたくさんある。たとえば, 日本に

近い東南アジアの国々もその一例である。しか

し,そ のような国々でも,地下水の観測は行われ

ている例が多い 降雨の影響が少ない,揚水の影
響が少ない,地下水歪感度が高いといった条件で

観測井戸を選び出して地下水位観潰1網を作れば,

即座に「簡易J地殻変動 (体積歪)観沢1網ができ

ることになり,我 々が東海地方で運用 している
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図 3 2007年中越沖地震 (M68)の表面波到達時
にN5観測点の2つの密閉した井戸 (N5‐ 1,
N5‐2)で水圧が振動しながらステップ状に

変化する様子 地震動には100秒 のローパ
スフィルターがかけてある 水圧のサンプ
リングは l Hz,地震動のサンプリングは 200

Hz ltaba et al(2008)の図を一部修正

「地下水位変化によって地震の前兆滑りを検出する

システムJ(MatsumOto et al,2007)を 適用する

ことが可能になる。また,以前の地下水位データ

を地下水歪感度を使って洗い直すことで,過去に

さかのばって地震前後の地殻変動を推定すること

も可能になる。以上のことから,そ の地域の地震

災害軽減に低コストで貢献できると考えられる.

これは,台湾の成功大学と地下水観測による地震

予知研究について 2002年から我々が共同研究を

行なっている目的の 1つである (小泉・他,2010)

3.2 地殻変動が観測されていない時代での地殻

変動の推定

過去の津波についての古文書の記録や地質学的

な痕跡等の調査から,当時の津波の高さや浸水域

を推定することで巨大地震の定量的なモデルが作

られるようになった (例えば,Satake et al,2003)

これと同様なことを,地震前後の地下水の挙動に

関する言己録からやれないかといったことを夢想 し

ている.

過去の南海地震の際に,道後温泉や湯峯温泉で

繰り返し地下水位・湧水量の低下が記録されてお

り,そ の一部については,地震時の体積歪変化で

説明できる (Itaba and Koizumi,2007)1946年

南海地震前には,紀伊半島や四国の大平洋岸を中

心に多数の地下水位低下があったことが知られて

おり (水路局,1948:梅田・他,2010),そ れをプ

レー ト境界のすべりによって説明 しようとする

子し1 子L2  子L3

饉 水位計

爾水温計

攣一一
国



と,同地震の震源域の深部延長がすべらなければ

ならなヽヽ (Linde and Sacks,2002).1946年南海

地震については,他にもいくつかの地変が地震前

にあったことが報告されておりそれらと地下水変

化を合わせて,南海地震の予漫|モデル (シ ナリオ)

構築に貢献することを考えている (梅田・板場 ,

2010).

と め

地震前後の地殻変動を正確に推定することが地

震予知にとっては重要である。そのためには,間

隙圧の地殻変動への寄与をきちんと評価する必要

がある。また,大地震は低頻度でしか発生しない

ので,近代的な地殻変動観測が行なわれていない

場所や時代における,地震前後の地殻変動をでき

るだけ定量的に評価する必要がある。その両方に

おいて,地下水位観潰1と そのデータの解析が重要

であると考えている.
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ミュオンを用いた断層のイメージング

田中宏幸

は じめ に

地下の岩盤に力が加わって割れ,割れた面に

沿ってずれ動くことで作られる断層には断層破砕

帯と呼ばれる地質構造が見られることが多い.こ

こでは断層面周辺の岩盤は大きな力で破砕され,

岩石の破片の間に隙間の多い状態となっている.

砕かれた岩石破片の隙間に大量の水を含み,地下

水の通り道となっていることも多い.そ のため,

トンネルエ事で大量出水事故の原因となる地質構

造として有名である.しかし, このような比較的

浅部の狭い断層破砕帯構造を地震波探査などの従

来の地球物理学的手法で解析することは一般的に

難 しい そのため, トンネル掘削などでは前もっ

て周辺地形の空中写真判読が行われることが多

い.こ の方法では空中写真を観察することにより

地表を立体的に見て地形等を判読する.空中写真

判読により,地震断層等の存在を判断する手掛か

りとなる変動地形やリニアメント等の地形を見つ

けることが出来る。しかしこの方法が適用できる

のは地表が長期にわたって安定的に保存され続け

てきた場合に限られる。例えば,地すべり地帯な

どでは地表の形状は短い周期で変化してしまうの

で, この手法を用いることが出来ない.も し全く

新 しい方法で断層破砕帯を可視化する技術が実現

すれば災害予知なども含めてその社会的意義は大

きい.

1.ミ ュオンの利用

素粒子を用いた透視の歴史は,今から100年以

上も前,1895年のレントゲンによるX線の発見

にさかのばる。また,レ ントゲンはX線の透過力

に注目して,X線写真撮影の実演も行った.そ の

後の X線透視術の発展は非常に早 く,現在では

医療から工業にわたるまで幅広く利用され,私た

ちの生活になくてはならないものになっている.

一方,1930年ごろから始まった宇宙線の観浪1実験

では,X線 の発見後 50年の間に数々の新粒子が

発見された。これらの粒子の中には驚くほど貫通

力の強いものがあり,それらの正体はミュオンと

ニュートリノであることが分かった.X線 の透過
力をはるかに超える新プローブの発見であったた

め, これらの粒子を用いて X線で撮影できる被

写体よりもはるかに大きな物体を対象に透過像撮

影を行おうとする行為はきわめて自然な流れで

あった そこで早 くも 1955年 にはオース トリア
の山岳地方で氷河の厚みの測定にミュオンが利用

された (Georg,1955).ま た,巨大物体の「 レント

ゲン写真」(ミ ューオグラフィー)撮影を試みたの

がアメリカの物理学者ルイ・アルバ レである.

1967年 ,ア ルバ レのグループはエジプ トのピラ

ミッド内部にミュオン検出器を設置して,斜め方

向から飛来するミュオンを用いて,東西南北全て

の方向について ミュー粒子数を潰1定 した (Alv‐

arez,1970)。 その後, ミュオン検出器,解析手法

に多くの改良がなされ,2006年 には,火山内部を

透視することに世界で初めて成功 した (Tanaka

et al, 2007a;Tanaka et al.,2007b;Tanaka et

al,2009).こ のように, ミュオンの透過経路によ

る吸収の違いを見ることで地殻浅部の構造を求め

ようとする動きはすでに 50年以上続 く長い歴史

を持ち,現在でもその研究は世界各地で精力的に

続けられている.

それではなぜ, ミュオンを用いた断層破砕帯の

観測に対して有効なのか ? それはミュオン測定
によって,対象内部の密度分布が直接導けるから

である。密度分布を求めることが出来れば,周囲

より空隙率の高い,つまり平均密度の低い破砕体
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のイメージングを行うことが可能である。その原

理を以下に示そう.ミ ュオンが物質を透過すると

き,エ ネルギー損失は直接,物質密度の関数とな

る.し たがって,一旦密度長 (密度×経路長)Xが

与えられると,経路に対 して透過できるミュオン

の最低エネルギーEcが得られる。そのため,Xを

透過できる宇宙線 ミュオンの強度を計算できる.

逆に山体透過後の宇宙線 ミュオン強度を測れば密

度長 Xがユニークに決定される つまり,ミ ュオ
ンの透過経路に沿った平均密度が直接推定でき

る.

ここで ミュオンが地層内部を見るのに優れてい

るもう一つの点はミュオンが地震波と異なり直線

透過性が非常によいということである.つ まり,

検出器の角度分解能を上げることで,像の解像度

を上げられる しかし, ミュオン測定が地震波測
定に対して劣る点もある。それはミュオンは水平

より高い仰角からしか飛来してこないので,検出

器位置より下の情報を得ることが出来ない点,そ

して,地震波よりも透過力が弱く,対象がせいぜ

い数 kmの厚さに限定されることである そのた
め, ミュオン検出器の地下の情報を直接得ること

は出来ない そのために,断層が走っている地域
の内,起伏のある部分を利用するか,ボアホール

に検出器を挿入するなどして,水平より高い仰角

から飛来するミュオンが利用できるように工夫す

る必要がある。とはいえ,地層の内部構造をこれ

までにない細かい空間分解能で直接密度測定が出

来るということは断層研究において全く新 し Vヽ情

報をもたらす可能性がある。

2.ミ ュオンによる断層破砕帯の観測

糸魚川静岡構造線 (ISTL)は新潟県糸魚川市か

ら諏訪湖を通って静岡県静岡市に伸びる大断層線

である.ISTLの北部と中央部は活断層領域であ

ると考えられている (例えば Okumura et al,

1994)UNESCO世界ジオパークに認定されてい

るフォッサマグナパーク内には ISTLの断層露頭

を確認することが可能である。西側の古生代の変

ハンレイ岩と東側 (フ ォッサマグナ側)の新生代
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中新世中期の安山岩が,断層破砕帯を境に接して

いる。これまでの地質学的調査で断層破砕帯の右

側は 1600万年前の安山岩で左倶1の やや暗緑色の

変ハンレイ岩は 2億 6000万年よりも古いもので

あることが分かっている。また, この断層は少な

くとも4回の地震を経験したことも分かっている。

発見されたこの断層は ISTLと は平行ではな

かったため,付近に ISTLと 平行な主断層がある

だろうと考えられているが,付近のエリアは地す
べり地帯であることで有名で,空中写真判読によ

り,地震断層等の存在を判断することは難 しい.

しかし, この断層露頭は地層の空隙率分布を調べ

るためのミュオン観測には適 している.そ れは,

断層がほば垂直に立っており,丘の南斜面に位置

しているため,水平方向より仰角の高いミュオン

を利用することが可能であるからである.設置さ

れた ミュオン検出器の面積は 3969 cm2で断層露

頭からは 6mはなれている.検出器の方向はすで

に発見されている断層露頭について地質学的調査

を行った結果から分かっている断層の向きと一致

するように設定された.

ISTLで の ミュオン観潰1で は幅 7 cm長 さ 70

cmの シンチレータ 18枚でセグメント検出器プ

レーンをつくった (Tanaka et al.,2009)2枚 の

セグメント検出器プレーンを x方向および y方

向に配列して作られる位置敏感検出器内でのミュ

オン通過位置は内部のシンチレーターストリップ

が出すシグナルのコインシデンスによって決定さ

れる.同様にもう一つの位置敏感検出器を作成し

て,空間的に 2点を決定すれば, ミュオン飛跡を

決定することが可能である。通常,対象物での位

置分解能 (△ X,△ Y)は ,検出器での角度決定精

度 (△θ,△φ)と 対象物と検出器との距離 C)と
で決まる。すなわち (△ X,△ Y)=ι ×(△θ,△φ)

である。したがって,検出器位置での高い角度分

解能は対象物での位置分解能を上げることに貢献

する.

ミュオンデータ解析の手順としてこれまで行わ

れてきた密度分布のマッピング (Tanaka et al.,

2007)を 行った結果,すでに発見されている断層

の向き (φ =O mrad)に 一致する方向に対 して周
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□より20%程度密度が低い低密度領域が現れた

しかしそれ以外の方向 (φ =-400 mrad)で も低

密度領域が現れた。この領域を精査すべく,φ =0

mrad,φ =400 mrad両方の方向に対 して,降水に

トリガーされた該当領域において ミュオン透過強

度の日変化を調べた。もしこれらの低密度領域が

破砕帯によるものであれば破砕された岩石の間隙

に雨水が トラップされて密度が上昇するはずであ

る.図 2が降水のイベントとすでに発見されてい
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図 3 ミュオン透過強度の変化から導かれた密度の相対変化量の日変化を検出器の視野角令てにおいてカ
ラープロントしたもの

る断層 (φ =O mrad)の 異なる深さの領域を通っ

てきた ミュオン強度の日変化を示すグラフであ

る。降水イベントと透過 ミュオン強度に相関が見

られる 降水イベントの後には岩石の間隙に ト
ラップされた雨水が徐々に抜けていき,平均密度

が低下することによってミュオン強度が再び上昇

する。さらに一般的なトレンドとして, ミュオン

透過領域が深 くなるにつれて,降水イベントと

ミュオンイベントの増減との相関に遅れが生じて
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いる。この遅れから透水速度を見積もることが出

中来る.値はそれぞれ表面から5m and 30mの 間
では～300 mm/h,30m and 50mの 間では～200

mm/hで あった.深 くなるにつれ,透水係数が減

少するのは地下の厚密によるものと考えられる.

同様の解析をφ=400 mradの 方向に対 しても

行ったところ,同 じような傾向が見られた。それ

以外の方向では降水イベントと透過 ミュオン強度

との間には顕著な相関が見られなかった.図 3に

はミュオン透過強度の変化から導かれた密度の相

対変化量の日変化をとったものが全ての方向に対

して,カ ラーマッピングされている.図のそれ

ぞれのピクセルサイズは今回用いたミュオン検出

器の角度分解能と一致 している。

ま と め

これまで主に火山内部の探索に利用されてきた

宇宙線 ミュオンを用いた方法が地震断層の構造解

析にも利用できることが分かった。今後はボア

ホール挿入型 ミュオン検出器を開発するなどし

て,地形的な起伏が無い場所での観測やより深部
の構造の解析できるように工夫していく必要があ

る。また,今回行った日ごとの解析法はリアルタ

イムに断層の密度変化を提えることが可能である

ことを示している.地震ヒーリングの現象が地震

波速度の変化や精密な測地によって間接的に確か

められてきている.空間分解能の高いミュオンイ

メージング法をリアルタイムに運用していくこと

により,こ のような現象に,よ り直接的に迫れるだ

ろう.本研究は糸魚川ジオパークとの共同研究で

ある。また,糸魚川ジオパーク推進室/フ ォッサマ

グナミュージアムの宮島宏氏との共同研究である.
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地震災害軽減のための国際協力

石川有三

1.は じめ に

地震による災害は過去にも大きなものであった

が,文明が発達 した 20世紀以降でも大きな災害

が起きている.例えば今年になってからも1月 12

日のハイチ地震マグニチュード (M)71で は,死

者・行方不明 222,570人 と大惨事になってしまっ

たが,その後も,2月 27日 のチリ沖地震 M88で
557人の犠牲者,4月 13日 の中国青海省北部の地

震 M69で は2,968人の犠牲者を出している.
このような災害への対策は,震災国では大きな

課題であり, これまで個々の国でそれぞれ独自に

取り組まれてきた。しかし,先に述べたハイチ地

震では,首都近郊の活断層を震源としたため,首

都で大きな被害が起き,国の機能自体がマヒして

しまった。そのため, 自国だけでの救援・復興が

十分行えないだけでなく,国際社会からの救援活

動もかなり困難があったようである このような

小さな国での地震災害を軽減するためには,国際

協力は不可欠であり, ここでそのことについて取

り上げてみたい.

ここでは,地震災害軽減の活動を地震発生と時

間の関係で見てみる.そ して,そ れぞれの段階で

の国際協力の可能性を検討してみた。

2.地震発生前の震災軽減

1)地震予知による震災軽減
古来より地震発生を予知して災害を軽減するこ

とは人々に広く望まれてきた。しかし,それは長

い間夢物語の域をでなかった.し かし,中国で実

際に予報を出して住民を避難させ,人的被害を大

幅に少なくさせることに成功したのが世界に伝わ

り,大 きな衝撃を与えた これがよく知 られた
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1975年海城 (Haicheng)地 震 M73で ある.こ の

地震予知成功が海外に伝えられたときは,世界の

研究者が注目し,地震予知への関心が非常に高

まった。ところが中国ではこの地震以前にも,

1971年 8月 16日 と 17日 に四川省馬辺付近で起

きた M58の 2回の地震でも予報を出し,住民を
避難させていた。これらの地震の場合,四川省の

地震部門が 13日 に馬辺や自治州に耐震補強を直

ちに行うよう指示し,各地方行政機関は指示を受

け,家屋を検査・補強し,危険な家屋から住民を

出し,大衆観漫1を強化 し,地震当番制を行ったと

報告されている。その後,地震が起きたので, こ

れらの処置により被害は最小限に抑えられた (こ

れらの地震による死者 7人 )

このような地震予知成功例はあるものの,予知
の失敗による大きな被害も経験し被害軽減の方策

として地震予知だけに頼るのではなく緊急救援隊

の増強や建物の耐震化も進めてきた。しかし,先

に述べた今年の青海省地震以外にも,2008年四川

大地震 M79で は,87,398人 の死者・行方不明者
を出し,構造物の耐震強化に本格的に取り組み始

めた.ま た, これまで地震予知研究は一貫して行

われて来たが,基本的に対象地域は国内に限られ

ており (石川,2008),海外での予知活動へは踏み

出していない。

日本では,東海地区での地震予知はよく知られ

ているが,今年から東海地震予知以外に伊豆半島

東部地区での群発地震の活動予測を始めた 東海
沖での地震予知は,第一種地震空白域の考えに基

づ くものであるが,最初に指摘以降 30年以上経

過し,西隣地区との連動性の懸念も議論されてい

る。しかし, このような地震空白域に基づく長期

的発生予測は地震防災対策を進めるうえで重要な

情報となる。

国際的には, トルコの北アナトリア断層のイス



タンブール南方マルマラ海に地震空白域があるこ

とが世界の研究者に知 られている.そ のため地元

カンディリ観測所などが,地震動早期警報システ

ムを構築し,イ スタンブールでの被害軽減を目指

している一方, 日本を含む海外の研究者が各種観

沢1装置を設置し,地下構造の解明や異常現象の検

出に努めている

またインドネシアでは,Kerry Siehら を中心

としたスマトラ大断層の研究はよく知られている

が,2004年,2005年のスマトラ地震以降に,ス マ

トラ島南方沖海域に地震空白域が指摘され,号 1の

被害地震の発生が懸念された.そのため,そ こで

大地震が起きれば被害が予想されるパダン市で

2005年 9月 に日米を中心に地元研究者を含めた

国際ワークショップが開催された。そこでは,現

状での地震発生予測の議論とともに地震発生後の

減災にむけての提言を地元自治体などへ報告 し

た.

これまで個別活断層調査を国際共同で行うとい

うのは,韓国のヤンサン断層やフィリピンのマニ

ラ市近傍の活断層であるバレー断層や西マリキナ

断層などがあったが,地震空白域に基づく事前災

害軽減活動は, ようやく行われ始めており, この

分野での国際共同活動は,直接的に災害軽減に結

びつくものであり,今後の更なる推進が求められ

ている

2)テ ク トニクスの理解
地震活動の予洪1に は,そ の地域のテクトニクス

の理解が不可欠である.米国沿岸漫1地局 (United

States Coast and Geodetic Survey)が 世界に展

開した世界標準地震計観測網 (World‐Wide Stand

ardized Seismograph Network)は ,世界のテク

トニクスを理解する上で極めて重要な役割を果た

してきた.こ の地震観測網によって得られた震源

データは,そ の空間分布が明瞭なプレート境界を

示 していることはよく知られている.

これは世界的なテクトニクスについてである

が, ローカルな理解でも地震観沢1網の相互利用は

重要な情報を提供する 2004年スマトラ地震を契

機に構築されつつあるシンガポールを中心とした

地球観浜1所 (Earth Observatory of Singapore:

http://www.earthobservatory sg/)は , 東南

アジアの地震活動とテクトニクスの解明に大きな

力となると思われる。また, 日本と極東ロシア,

韓国,中国東部の地震観測網の協力は, 日本列島

のテクトニクスを理解するうえで重要なアムール

プレートの正確な形状と運動を解明するうえで不

可欠であり,北米プレートの腕の先端にあたる東

北日本の運動を理解するためにも必要なことであ

る。現在, 日本の気象庁と韓国気象庁の間では協

力が進み始めているが,そ の他はまだであり,今

後の発展が望まれる.

また,歴史地震の調査でも国際協力は重要であ

る.国の中央部で起きた地震の解明は,単独の国

の資料でその地震の推定は行えるが,国境地域と

か国の周辺域で起きた場合は一つの国の資料では

震源位置の推定すら問題になってくる.例えば,

1700年壱岐・対馬の地震のように日韓両国で有

感であり,当初は両国別々に震源位置を推定して

いたことがある 両国双方の資料を総合してマグ
ニチュードや震央の推定がより正確になってくる

訳で,国際共同研究が重要である.

3)構造物の耐震強化による震災軽減

耐震建築技術の普及という点では,地震多発国

である日本が国際貢献できる部分は大きい.

1988年当時ソ連邦に属していたアルメニアのス

ピタクでマグニチュード68の地震が起き約 25000

人が犠牲になった 被害の多 くは住宅の倒壊に

寄ったが,地震後の耐震モデル住宅の展示が行わ

れているところに日本企業のものがあった (図 1)

またパキスタンでは,2005年マグニチュード76

の大地震で数万人の犠牲者を出した.こ れを契機

に国際協力機構が現地の住宅事情に合わせた耐震

建築法を提案している

このように日本企業の優れた耐震 。制震技術は

世界の耐震技術向上に大いに貢献できるものであ

り,積極的に情報発信すべきである.

3.地震発生後の震災軽減

1)震動予測の速報
震災軽減の動きでは,ユ レダスや緊急地震速報
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(EEW)が実用化されている。ユレダスは鉄道に

限定されたシステムであったが, どちらも地震発

生後に震源近傍の観測点で P波を提え,それから

震源とマグニチュードを推定し,主要動の S波が
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到着する前に各地で警報を出すものである した
がって地震動警報と呼ぶ方が正確な表現である。

この方法は,震源が内陸にある場合は,震源断層

直近では間に合わないが,少 し離れた場所や,震
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図 1 アルメニアのスピタク地区で耐震モデル建築物として展示されている所で紹介されていた
日本企業の免震装置のパネル.

図 2 気象庁精密地震観測室でインターネット経由で入手している世界の地震観測点の分布
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源が海域であれば有効な情報となる場合があり,

重要である.ただ, これを有効活用するには慣れ

が必要である.気象庁が行っている緊急地震速報

については,中国地震局が 2008年四川大地震後

に大いに関心を示し,調査団を気象庁へ派遣 した

り, システムの導入テストフィール ドとして北京

首都圏とならぶ福建省へ気象庁職員を招聘し,類

似システムの導入を検討している.

トルコやメキシヨでも想定される地震空白域で

の地震発生に備え震源域近傍で地震波を提えて,

大都市域で地震動警報を出すことを行っている

が,メ キシコでは一般に公開されている(http://

www ciresorg mx/).ただ,こ れまでの実績を見

るとマグニチュードの推定に課題があり,改良の

余地はありそうである.従 ってこの分野は,今後 ,

日本が海外協力できる分野であり,積極的に技術

協力を推し進めるべきである.

2)被災後の対応

中国の地震局には,1990年代から地震予知だけ

でなく,発災後の救援活動にも力を入れてきた。

そのため中央政府の地震局だけでなく各省地震局

にも震災緊急救援隊が存在する。それと共に海外

の地震災害についても発災後の緊急救援部隊の派

遣を積極的に行って来ている 日本の国際緊急救

援隊も四川大地震後の活動は,現地で大変高い評

価を受けた。日本が大きく国際貢献できる分野で

あり,今後さらに強化 していくことが望まれる.

地震発生後に如何に発生 した現象の正確な情

報を得るか ?は災害軽減のためには,極めて重要

なことである.よ く知 られているのは,ハ ワイに

ある太平洋津波警報センター (Pacinc Tsunami

Warning Center)の 活動である これは 1946年
アリューシャン地震 M74で の被害を契機に 1949

年に設立された ここでは大平洋とその周辺で大
地震が発生すると,そ れによる津波を警戒し,関

係国に警報・情報を発信している。米国地質調査

所は世界に展開している地震観浪1点のデータを用

いて震源位置とマグニチュードを求め,速報値を

メールやホームページで公表 している.た だ,

2004年 スマ トラ超巨大地震のような規模の地震

では,規模を過小に評価 し,問題点として指摘さ

れた.

また, システムだけの導入では課題が残ること

が先月のスマ トラ沖地震 M77で 明 らかになっ

た ドイッの協力のもとにインドネシアでは,津

波警報システムが完成 していたが,2007年 M84
の余震と思われる今回の地震でも残念ながら数百

人の犠牲が出たようである.

一方,気象庁精密地震観浪1室 (長野市松代町)

では,米国地質調査所が運営しているLISS(Live

lnternet Seismic Server)と 国際的な地震観測協

力組織であるIRIS(Incorporated Research lnsti

tutions for Seismology)が 運営しているBUD

(Buffer Of uniform Data)か らインターネット

を通 じて世界各地の地震波形データを 2003年頃

から活用を始め (古舘,2003),2004年 スマトラ超

巨大地震では,早期に信頼度の高い震源パラメー

タを求め,関係機関から高い評価を受けた。この

活動は現在も続けられており,防災機関での活用

は可能である (http://wwW grn ianis Orip/～

matu ima/).ま た,Max Wyssら は,米国地質調

査所の緊急震源のパラメータを元に,人口分布な

どを組み合わせたデータベースと組み合わせて,

世界の大地震後に被災推定を試み発展途上国での

救援活動への情報提供を試行している (http://

www wapmerrorg/,http://big‐ mac ethz ch:

8080/Wapmerr/SingleEvents/recent html).こ

のような活動は注目される。

4.将来への備え

地震後の応急対応として仮設住宅が臨時に建て

られることが多い しかし,そ の後の再建では必
ず耐震を考えたものにするべきである.よ く知ら

れたようにトルコのアナトリア断層に沿った震源

域の移動や,最近ではスマトラ沖での大地震の続

発など,プ レート境界での大地震は,一度起きた

震源域の隣接地で続発する例が多い 活動期であ
ると指摘されているユーラシアプレー トとイン

ド・オーストラリアプレートの境界域だけでなく

(Ishikawa,2006),ハ イチ地震の場合もそのよう

な恐れが考えられるので十分注意が必要である.
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・地震予知連 トピックス・野口伸一・ ■

定例の地震予知連絡会は, 第 187回が 2010/8/

20,第 188回が 2010/11/19に開催された。第 187

回連絡会では,重点検討課題運営部会の山岡部会

長から,今後の運営方法と課題選定方針について

の検討結果が報告された。地殻活動のモニタリン

グに関する検討では, 2010年 7月 23日 の千葉県

北東部の M49の地震について,東大震研から本
震と最大余震はフィリピン海プレート境界の逆断

層型であるが,多数の正断層型の余震がスラブ内

で観測されたことが報告され,発生メカニズムと

応力場について討議された。第 188回連絡会の地

殻活動のモニタリングに関する検討では,名大・

琉球大による琉球海溝付近の海底地殻変動観沢1に

よって,沖縄本島南方沖の観浪1点が北西方向へ約

4cm/年で移動 していることが明らかになり,琉

球海溝の浅部プレート境界に固着域が推定される

ことが報告された 重点課題として,第 187回連

絡会では「地震活動についてJ(コ ンビーナ :尾形

委員),第 188回連絡会では「プレート境界すべり

現象に関する今後のモニタリング戦略J(コ ン

ビーナ :小原臨時委員)を検討 した.

1.地震活動について
コンビーナの尾形委員より,伝統的分野であり

統計的方法と切り離せない「地震活動」について,

最近の飛躍的な蓄積データに基づく定量的予漫1手

法の重要性,期せずして主要地震国間の連携プロ

ジェク トCSEP(CollabOratory for the study of

Earthquake Predictability)に 日本も参加して標

準的予測モデルの開発・評価に取り組んでいるこ

と,地震活動の異常性等に基づく大地震の予測研

究に重点を置くべきこと,が述べられた。この趣

旨に沿って第 1部では CSEP関連,第 2部では地

震活動異常の定量化と予漫1に関する検討,の 2本

立てで討議された。

11 わが国の CSEPプロジェク ト

「CSEP日本の取り組みについて」平田氏 (東大

震研).日 本の地震予知計画 (H20年建議)で は,

予浜1手法の開発で統計モデルや物理モデルに基づ

く地震活動の評価が謳われている。一方,カ リフォ

ルニアで始まった地震発生予測モデルの比較・評

価システム RELNI(Regional Earthquake Like

lihood Model)は ,国際的な共同研究 CSEPに発

展,現在 4地域にテス トセンターを設置 してい

る。日本はCSEPへ の参加準備,モ デル公募を経

て 2009年 11月 に日本版 CSEPの 第 1回予測検

証実験を開始 した (図 1).3つのテスト地域 (All

Japan,Mainland,Kanto)と 4つのテストクラス

(1日 ,3ヶ 月,1年,3年の予測期間)を対象に,

JMA確定震源カタログを用いた 91の モデルが

参加, テストセンター (東大震研内)で各モデル

の予浪1と観潰1の一致度の有意性,およびモデル間

の比較テストにより予測性能を評価している.今

後もモデルの改良を進め, テストセンターの自動

化を図る予定である.

「GR則および改良 G― R則を用いた地震発生予
測一MGRモ デルー」弘瀬氏 (気象研).地震の規

模別度数の分布則 (GR則 ), 及び最大地震の M
に上限を設定 した改良 GR則 を用いて陸域の浅
い地震の発生予測を目的とした CSEPモ デル (総

称 MGRモ デル)。 地域毎に両分布則のパラメー

タを推定して良い方の分布則を採用し,2001年～

2008年 まで 1年毎の M≧ 50の発生予測マップを

作成した。この間,発生率の年毎の変化は大きく

ないが,地域的には地震活動が普段から活発また

は b値が小さい領域は発生率が高 く,ま た G‐R

則のみよりも改良 G‐R則を併用 した方が予浪1モ

デルとして良い結果が得られた.

「b値と EttASモ デルにもとづく日本列島の標

準的地震発生予測」統数研 (尾形委員).地震活動
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図 1 日本版 CSEPの第 1回予測検証実験が 2009年 11月 に開始された [187回 :東大震研,平田氏資料]

の標準的モデルであるETASモ デルを一般化 し

た階層的 ETASモ デルに基づき,All Japanと
Kantoの 4つ のテストクラス (期間)を対象とし

た予浪1モ デル.ETASモ デルのパラメータとb値
の場所による違いを空間的に滑らかにして地域毎

の M≧ 5地震発生率を求めた 結果は予知連会報
第 83巻 (2010)に 報告している.

「Operational forecastingの 勧告について」山

岡部会長 (名大).2009年 4月 6日 のラクイラ地

震 (Mw 63)後,イ タリアの防災当局は世界の地

震予測の現状の情報収集のため国際委員会を設立

(9カ 国 10人の委員, 座長は南カリフォルニア大

学 Thomas」ordan氏),委員会は「実用的地震予

演1(operational earthquake forecasting)」 の幸長

告を作成 し,イ タリア市民保護部 (DPC)へ勧告

している.報告では決定論的予知 (prediction)
と確率論的予浪1(forecast)の 相違,各国の実用的

地震予浪1の現状等が述べられ,確率論的地震予測
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の必要性,地震のモニタリング,地震予知可育レ陛
の調査,長期及び短期予測モデルの開発等, 8項

目について勧告 している.勧告の内容は CSEPと

も関連 して重要である

「CSEP日本版クーロンモデル」遠田氏 (京大防

災研)。 Enescu氏 (防災科研).現在の地震活動

は過去の大地震の断層運動による応力擾乱の履歴

を反映していることを考慮して, クーロン応力変

化△CFFを 取り入れた予測モデル.日 本列島と

周辺の 1890年以降の大地震の断層モデルと,最

近の地震のメカニズム解と活断層の分布に基づ

き,断層面とすべりの向き (レ シーバ断層モデル)

を求めた。さらに摩擦構成則に基づ く△CFFの

時間依存性の情報,除群法による定常活動度を与

えて地震発生率を求めた.内陸ほど応力蓄積速度

が遅いため余震の継続時間が長く, また大きい地

震や最近の地震ほど応力擾乱による周辺の地震活

動への影響が大きい等の結果が得られた プレー



卜境界の応力蓄積速度,中規模地震による△CFF

等を含むモデルヘ改良予定である.

1.2 地震活動異常の定量化と予測に向けて

「地震活動の短期 。中期予測の確率利得と警報

型地震予測の性能評価について」尾形委員 (統数

研).時間的・空間的集中度が高 く確率利得が大

きい前震活動に着目して短期予浪1を試みた。日本

周辺の地震データから,時空間的に集中するクラ

スターをリンク法で取 り出し,地震間の時間間

隔,震央間距離,マ グニチュード増減を標準化し

て,集中度と増加率の高い前震型クラスターを抽

出した.こ れに基づき最近の地震カタログに適用

した結果,地域によって良い予測成績が得 られ

た。また時空間 ETASモ デルによる地域的予測
モデルでは,本震後,余震活動に静穏化が現れる

と付近に大地震の起こる確率が高い.警報型地震

予測に関して,中国の年間地震予測の例が紹介さ

れた。

「2003年十勝沖地震前の静穏化」勝俣氏 (北

大).地震活動度を視覚化 して統計解析するプロ

グラムzMAPを用いて,2003年十勝沖地震 M80

前に顕著な静穏化現象を見出した。データは,記

録を読み取り震源を再決定 した約 10年間のカタ

ログである。ある時間窓の定常的活動度を基準と

して統計量 Z値を計算し,静穏化 (Z値が正)と

活発化 (Z値が負)の時空間変化を追跡 した.そ

の結果,本震の 4～ 5年前に Z値が+39以上とな

る著しい静穏化が大平洋プレート内に 2か所検出

された。シミュレーションによると,Z≧ 40は 15

年に 1度,2か所の Z値がともに Z≧ 3.9と なるの

は 83年に 1度の稀な現象であった。

「地震活動特有パタンの再現と固有地震」松村

氏 (防災科研).プ レート境界で繰り返 し発生する

固有大地震の前に,地震活動が特有のパタンに変

化することが見出された。茨城沖の調査では,

1982年の M7.0の地震前のある期間を基準に,時

間枠をずらしながら空間分布パタンの相関を追

跡,2008年の M70の 直前に相関係数が増大して
1982年の M70の前と似たパタンが再現された.

十勝沖について,同様に 1952年 の M82の 前を

基準に活動パタンを追うと,2003年 M80の地震

の数年前から 1952年の地震前と同様のパタンが

表れた.固有大地震の前に特有の活動を促すプ

レート境界の応力変化が推定され,有用な予測手

法である 東海と東南海についても 1980年代後
半から 1944年東南海地震の前と類似の活動パタ

ン傾向にある。

「前震による確率予測」前田氏 (気象研)本 震
の前の地震活動から,本震の予測に最も有効な前

震活動を取り出す手法を検討 した.前震候補の対

象とする小区域と期間,お よび M範囲と地震数
をパラメータとして,そ の後本震がある期間に起

きた場合に前震と判定する。本震の予測のため,

複数の予測性能の指標を用いて,最も効率の良い

前震パラメータを評価した.北日本の太平洋海域

の M≧ 6の本震を予測対象として,1980年～1993

年の期間では,比較的高い適中率と予知率となる

前震パラメータが得られたが,1994～ 2009年の期

間では,前震パラメータの適中率,予知率はとも

に低下 した。前震を伴う大地震の活動が長期変化

することが原因として考えられる。

「地震活動の予測的な評価手法の検討について」

宮岡氏 (気象庁).地震活動の様々な観浪1事例の蓄

積とともに,予測可能性のある事例 も増えてき

た。そのような事例に基づいて,実用的な予測情

報を目指す「地震活動の予測的な評価手法検討小

委員会Jが地震調査委員会の下に設置され (2009

年 8月 ,主査は島崎会長),技術的検討を行ってい

る (図 2).伊豆半島東部の群発地震活動について

は,既にひずみ変化量と地震活動との相関に基づ

く予測式から,地震活動の規模の予浪1が試みられ

ている。そのほか,予浪1的評価の可育旨陛が高い検

討対象事例は,茨城県沖の M7ク ラス地震,九十

九里浜付近の地殻変動と群発地震活動,別府付近

の群発地震活動が挙げられる.

「房総半島周辺の群発地震の統計分析と東京湾

のゆっくりすべりの可能性検討」井出氏 (東大

理).ス ロースリップとそれに伴う群発地震活動

の因果関係を明らかにすることで,モ ニタリング

をより効果的に行うことができる.ス ロースリッ

プによる応力変化とETASモ デルによる群発活

動のバックグラウンド活動度に関する研究結果に
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撞構的な検討

地震襲菫委員会

意見な 郎 報告
様 な々活動の特徹抽出
・群発地震活動
・前震活動

瞳雛醤攣峰警潔的な

詳鱗手法糠議
.Flt委
露轟

予測情報の検討韓tll

気1象1庁

基づいて,2002年 と 2007年 の房総沖スロース

リップに伴う群発地震活動を解析した。ETASモ

デルを期間毎に分けて適用する複雑なモデルより

も,バ ックグラウンド活動度のみが過渡的に変化

する単純なモデルの方が,データを良 く説明する.

この手法を 2005年 6月 の東京湾北部の群発地震

活動に適用すると,群発活動はスロースリップに

伴って発生した可育レ陛があり, スケーリング則か

らM50～ 5.7の スロースリップが推定された。

「注水誘発地震の統計的な特徴」桑原委員 (産総
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撃鐵棲話

予繭的な構鞭書

発表

研).中国四川盆地の天然ガス田における注水に

よる誘発地震活動の統計的解析から,地震活動の

予測に有用な結果が得られた.注入量と地震活動

度は概ね比例する.規模分布の b値と震源分布の

フラクタル次元は,最大地震前に系統的な時間変

化を示 した。また ETASモ デルを用いて,注水に

よる外部誘発地震 (バ ックグラウンド活動)と地

震自身による自己誘発地震 (大森公式に従う余震

活動)に分けて,両活動度の時間変化を調べると,

バックグラウンド活動度は, 注入初期は 8%, 注

図 2 地震活動の予測的な評価手法の検討における予沢1情報の検討体制 [187回 :気象庁,

地震予知情報課資料]

発表すふ購報内容等曇嬢講

予爾構議総発表

地震・地殻活動の監視

(24時間体幸J)



入量最大期間は45%,注入量が減少する最終期間

は65～ 90%と 著 しく変化 した これは間隙圧に
よる既存断層面のクーロン破壊応力変化 △CFS

で説明される 即ち注入初期の高応カレベル時期
は,小さな△CFSで主に余震活動が促され,応力

レベルが低下する後半は,地震を誘発するための

△CFSの閾値が大きくなり注水による地震活動が

支配的になる, として合理的に説明された.

2 プレー ト境界すべり現象に関する今後のモニ

タリング戦略

プレート境界の多様なすべり現象に関する重点

検討課題はこれまで 3回取 り上げられた コン
ビーナの小原委員 (東大震研)か ら,今回はすべ

り現象に関する最新の知見,すべり現象発生の場

である地下構造の詳細とその時間変化について理

解を深め, さらにモニタリング手法の高度化に向

けた今後の取り組みについて検討 したいとの趣旨

が述べられた。

21 プレー ト境界すべり現象モニタリング最新
結果

「深部低周波微動の深さ依存性」小原氏 (東大震

研).プ レート境界の深部低周波微動は,微動源決

定手法の高精度化が測られ,地域的特徴がより明

瞭になってきた.四国西部や紀伊半島 。東海で

は,微動は浅部と深部に分かれて分布し,微動の

時空間活動にも深さ依存性がある.継続時間が 12

時間程度以下の小規模な微動は,四国西部と紀伊

半島の深部側で定常的に発生する。継続時間 24

時間程度以上の大規模活動はほぼ全域に分布する

が深部では少ない 浅部側の微動は短期的スロー
スリップイベント (SSE)と 同時に数ヶ月間隔で

周期的に活発化する.微動活動のこのような深さ

依存性は,プ レート境界で固着すべりから安定す
べリヘ遷移する摩擦特性を表し,流体の分布を反

映したものと考えられる

「深部低周波微動の線状構造・継続時間・移動

様式・潮汐応答」井出氏 (東大理).四国西部の深

部低周波微動の詳細な解析から,微動活動の新た

な物理的 。テクトニックな特徴が見出された。微

動の発生場所は,継続時間が短い微動と長い微動

ですみわけ,微動域全体の周辺部に短い微動,中

央部に長い微動が分布する。微動の移動様式も,

継続時間の長い微動は拡散的に伝播し伝播速度は

単一の定数で記述される これに対し短い微動に

移動はみられず,同 じ場所で散発的で,かつ発生

のタイミングは潮汐応力に敏感で海面潮位が高い

時間帯である.さ らに微動の空間分布に北北西と

西北西の二つの方向の線状構造が見出された。こ

の方向はそれぞれ現在と5百万年前のフィリピン

海プレートの沈み込み方向を示し, ウエッジマン

トル及び上盤プレート下部の構造と関係した海山

の沈み込みを反映したものと推定される.

2.2 地下構造に関する最新研究成果

「茨城沖におけるアスペリティと地下構造」望

月氏 (東大震研).茨城沖の M7級 の地震とアス
ペリティ,沈み込む太平洋プレート上の海山との

関係が,構造探査と海底地震観浪1か ら明らかにさ

れた 地殻構造の特徴的な反射断面から同定され
た海山の位置と 1982年 M70の 破壊過程を比べ

ると,破壊は海山の深部側方、もとで開始 してプ

レート境界の深部へ進み,すべり量の大きい震源

域は海山の北側に分布,海山上ですべりはみられ

ない.通常の地震活動も海山の基底部周辺に集中

し海山の上は非地震域である.し たがってアスペ

リティは沈み込む海山の深部側に形成されてい

て,海山上のプレート境界は従来の予測と異なり

固着強度が弱いことが示された.

「房総沖 SSEと 底付作用」木村氏 (防災科研).

房総沖のプレート間すべり現象の発生領域 (巨大

地震,ス ロースリップイベントSSE,相似地震)

の構造探査データを解析して,すべり現象が地下

深部の構造形成と関係していることを明らかにし

た 相模 トラフのフィリピン海プレート地殻最上
部の VCR層 (火山性砕屑物および火山岩からな

る厚さ 2 4kmの 層)を追跡すると, その下面は

プレート境界深部では相似地震の上側に位置する

ことが見出された 相似地震はプレート境界の指
標であることから,VCR層 は上盤プレー トヘ底
付けしたものと解釈される 房総沖のプレート境
界の遷移領域で間歌的に発生するSSEが, この

底付け作用を担っていると推定され,巨大地震の
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発生メカニズムの解明に重要な知見が得られる.

「東海における長期的 SSE・ 微動と地下構造」

加藤氏 (東大震研 )。 高密度の地震観測によるトモ

グラフィー解析等から東海地域の地殻構造を求

め,プ レートに沿う流体分布とスロースリップと

の関係を推定 した フィリピン海プレートの海洋
地殻の最も顕著な低速度異常と高 Vp/Vs領域に

は,沈み込んだ海山が推定され,そ の上側に長期

的スロースリップ (LTSS)の 中心が位置する.沈み

込み方向への速度構造の顕著な変化から,変成作

用により脱水した流体がプレート内に分布し,海

山部分で最も流体圧が高いと解釈される (図 3).

その深部側の Vp/Vsが高いスラブからプレー ト

上方への流体の移動で,蛇紋岩化したマントルウ

エッジが推定される。低周波地震 (LFE)と 微動は,

そのプレート境界に沿って発生する これに対 し,
前弧側の上盤プレートの地殻下部は高速度体が傾

斜して分布 し地震活動が高い.ス ラブ内に推定さ

れるこのような流体圧の変化と流体の移動がス

ロースリップのコントロール要因と考えられる.

「プレー ト境界における電磁気学的地下構造探

査」後藤氏 (海洋機構).南海 トラフのプレート境

界に沿う比抵抗構造は,流体分布と強く対応する

ことが調査事例から推定される。比抵抗構造と速

度構造を比べると,紀伊半島下の深部低周波微動

発生域と周辺のウエッジマントルは,低比抵抗で

かつ高 Vp/Vsであり,低比抵抗域はその上の下

部地殻に繋がるが,高 Vp/VS域 はマントルウ

エッジのみである。また低比抵抗域内で地震活動

が極めて低い。巨大地震のアスペリティ域は高比

抵抗域である これらのことから低比抵抗域は流
体の分布そのものを表すことも考えられる その

詳細解明のため,観測装置と解析法を高度化して

解像度を上げ,立体的な比抵抗構造や比抵抗の異

方性を解析することが今後の課題である

23 今後のモニタリング手法高度化への取り組み

「アクロスによるプレー ト境界状態変化検出の

試み」気象研 (吉田氏,名大と共同研究).弾性波

送信装置アクロスから,東海地域下のプレート境

界へ送信 した弾性波信号反射強度をモニターし

て,固着強度の変化を検出することを目指してい
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る.3機関の 4台の送信装置のデータを観測点毎
に重合して信号スペクトルを分離 し,プ レート境

界面からの反射波を解析した。低周波微動の発生

時期に反射波群のエネルギーの増加が観潰1さ れ,

プレート境界面の反射係数の変化を提えた可能性

がある。今後の詳細な解析が期待される.

「歪計による短期的 SSEの検知能力」気象研

(木村氏).東海地域に展開されている気象庁の歪

計観潰1網で検出された短期的スロースリップイベ

ント (SSE)の検知能力と検知条件をまとめた.

1990年 9月 以降,体積歪計と多成分歪計の 2種類

の歪計で約 60の 短期的 SSEの 事例が検出され

た。SSEの検出限界は,良質な観測点で 5 nstrain

(5× 109)程度,検出規模の限界はMw5の 前半
であるが,検出条件は,降水の影響が無く,低周

波地震が発生し,複数観測点で同期変化すること

である.検出にはまた歪変化の継続時間が 2～ 3

日以上であることが必要である

「GPSによる短期的スロースリップイベント検

出の可能性」国土地理院 (西村氏)。 東海地域の

GEONETの 観漫1データに,空間フィルターでノ

イズ軽減を施して解析し, これまで困難であった

短期的スロースリップ (SSE)の発生に対応する

変動を見いだした.GPS観測点の水平成分の座

標時系列に空間フィルターを適用して,一定期間

毎のステップ変化の有無を統計的に判断して有意

なステップ変化を取り出した 水平変動ベクトル

に変換 し,低周波地震および短期的 SSEの 発生

時期と比較すると,SSEに よる変動と推定される

系統的変化例が見出された GEONETに よる短

期的 SSE検出の可能性が得られ,今後,検出事例

の増加が期待される

「モニタリング手法高度化への取 り組み」防災

科研 (廣瀬氏)短 期的 SSEの 自動検出手法や浅

部超低周波地震の精密な検出手法等,よ り客観

的・詳細なモニタリング手法の開発,高度化への

取 り組みが紹介された.プ レー ト境界上に SSE

を仮定 して傾斜データをモデリングし,観測点毎

の異常傾斜変動の誤検出等を評価 して,短期的

SSEの 自動検出手法を開発した これにより,手

動計算と同じ回数の SSEが客観的に検出された.
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浅部超低周波地震のモニタリングでは,高感度加

速度計のアレイ解析とともに, フィルタリング処

理した F―net記録も使用して,よ り高精度の検出

に取り組んでいる.ま た深部低周波微動の移動現

象と地殻構造の詳 しい解明を目的として四国西部

で微動観測アレイが予定されている.

「ひずみ計多点展開の効果,地震計鉛直アレイ

による微動検出」産総研 (小泉氏).南海・駿河 ト

ラフ周辺の産総研の地下水等総合観測網 (3深度

の地震観測,歪計・傾斜計,GPSの平行観測等)
の歪計観測網と,防災科研の傾斜計観測網を合わ

せて,短期的 SSEの早期検知 。詳細な解析を目

指す取り組みが計画されている.プ レート境界面

上の仮想ゆっくり滑り,および両観測網の各観測

点の閾値に基づいて検知能力を評価すると,高感

度 。高密度,広範囲の検知能力の向上が期待され

る (図 4).ま た地震計鉛直アレイによる微動検出

では, 1地点の波形でセンブランス解析を行うこ

とで,検知能力はエンベロープ相関法の約 10倍

である 今後防災科研とのデータの共有,共同開
発等により,ス ロースリップと微動の検出の高度

化を図る予定である.

士後期課程修了,科学技術庁国立防災科学技術センター

研究員,(独)防災科学技術研究所海溝型地震研究室長を

経て現職.

研究分野 サイスモテクトニクス,地震活動のフラクタ
ル'陛など

112-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )
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:書:富な李1彙議肇峯褻1鍵斐颯|:
大田陽子,小池一之,鎮西清高,

野上道男,町田 洋,松田時彦 著
日本列島の地形学

評者 衣笠善博  ■:■■■■■■■■■■■■■■■■■|

「まえがき」によれば,本書は,「日本における発達史

地形学の最新成果の総括であり,同時に日本列島の地形

特色を強調した地形学の教科書を目指しているJと さ

れ,以下の 6章からなる 1 変動帯日本列島の成り立
ちと編年,2 変動帯を特色づける山地・平野・火山の
形成史,3 第四紀における気候・海面変化に伴う地形
変化,4 変化しつつある日本の地形,5 自然災害と地
形の人工改変,6 未来の地形と地形学の未来.

このうち,第 5章までは,本書の著者とほぼ同一の編

者らによる「日本の地形 I 総説J(以下,「総説」と略
す)の内容と基本的に同じであり,「総説Jが 349頁であ

るのに比べ,本書の第 5章までは178頁であることから

も察せられるように,本書は「総説Jの簡略版とも言え

よう

本書の「まえがきJに は,「最新成果の総括Jと記され

ているものの,「総説Jが出版された2001年以降の文献

としてあげられているものの殆どは,既往の知見に係わ

るデータ拡充に類するものであり, 日本列島の地形に関

する新しい知見は盛り込まれていない。「総説」から10

年を経て,盛り込むべき新しい知見がないとしたら, 日

本の地形学全体の怠慢である。この点についての「総括J

は,本書には見あたらない

本書の特徴を挙げるとしたら,第 6章の「未来の地形

と地形学の未来Jで あるが,そ こに記されているのは,

シミュレーションの重要性の指摘のみである.

第 5章までは,発達史的地形学の記述に充てられてお

り, シミュレーションの基本となる営力論的地形学の記

述は無いため,唐突の感は否めない また, シミュレー
ションにあたって必要となる地層・岩体の物性,気候,

風化速度などのパラメータについては,「値が得られて

いないものについては,と りあえず仮の値を与えてシ

ミュレーションを行い,将来の地形学の進歩を待つこと

になるJと している

さらに,シ ミュレーション結果の検証については,「地

形発達シミュレーションはそれ (検証)を可能とするか,

少なくともそれを目指す」と述べられているのみで,具

体的な道筋・手順は示されていない

「総説Jが出版された2001年以降の地形学をとりまく

社会的な状況の例としては,地球環境変化に対する関心

の増加と,火山噴火等に対するハザードマップの作成と

利用を挙げることが出来ようが,本書ではそれらに関す

る実質的な記述は皆無である これらの課題こそ,地形
シミュレーションが果たすべき分野であるとともに,厳

しくその結果が検証される分野である 日本の地形学
は,なぜにこのような社会的課題に無関心なのであろう

か ?

<東京大学出版会,2010年 1月 ,B5判,220頁 ,4,500円 >
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地震ジャーナル・既刊総目録
[41号～50号 ]

41号■2006年 6月

エッセイ 古きをたずねて今を想う    津村建四朗
地球潮汐による地震のトリガー作用    田中佐千子
地震と荷重の微妙な関係          日置幸介
「新潟県中越地震」と人々の対応
―住民調査から考えるいくつかの課題―  中森広道
新潟県中越地震の早期検知と脱線      中村 豊
宏観異常判定システムの構築   萩原幸男/糸田千鶴
地震の基礎知識              岡田義光
13 地震を起こす原動力
14 海溝型地震・内陸型地震・スラブ内地震
囲み記事・地震動早期検知システム     中村 豊

・地震早期検知システムは,長周期地震動
による共振被害防止に有効である 伯野元彦
・自律防災
・耐震計算偽装

中村 豊
伯野元彦

岡田義光
岡F「 義光

萩原幸男
加藤照之
編集部

・志賀原発差し止め判決への疑問  伯野元彦
地震予知連絡会情報 岡田義光

◇第 167回 [20060220]◇ 第 168回 [20060522]
書評・若松力Π寿江ほか著 日本の地形。地盤
デジタルマップ CD ROM付 翠川三郎
・クニ・トシロウ著 津波から人々を救った
稲むらの火 今村文彦
・武本」雅之著 手記で読む関東大震災  北原糸子

新刊紹介
ADEP情報 平成 18年度前期の人事異動

編集部

421号 :12006年 12月

エッセイ 平成の大合併で防災力は低下する 井野盛夫
先進的海底ネットヮークシステムー紀伊半島熊野灘沖
における海底地殻活動観測網の整備―   金田義行
巨大地震災害の発生を目前に控えて
～新しい地震防災研究～         河田恵昭
21世紀の安全に再構築を         吉村秀賞
長い取材体験から見た「最新地震論J―予知中′らヽ
から幅広い地震研究・防災に一      横山裕道
発展途上国の組積造建物向けの耐震補強法の開発

地震の基礎知識
15 海溝型地震と津波
16 内陸型地震と活断層

目黒公郎

岡田義光

囲み記事・地震予知をめぐるさまざまな思い 横山裕道
・確定報・最終報

地震予知連絡会情報

◇第 169回 [20060821]◇ 第 170回 [20061120]
書評 町田 洋ほか編 日本の地形 5 中部 岡田篤正
・杉原義得著 巨大地震は必ず来る !

その10秒が命を守る
・川崎一朗著 スロー地震とは何か
新刊紹介
ADEP情報 平成 18年後期の人事異動

43号 |120071年:6月

エッセイ 傍目八日
口絵 衛星データから見た地震災害

名和小太郎

(バ ム地震, ムザファラバード地震) 中山裕則
緊急地震速報の提供に向けて 斎藤 誠
地下水と地震予知―地下水観測による地震前後の

地殻変動の推定―   小泉尚嗣/松本則夫/板場智史
変わりゆく南極の地震像

―南極観測 50年一
ものがたり「松代群発地震J
―マグマダイヤピルによる

―何がどう変わったのか―
地震の基礎知識

安政江戸地震の際の武蔵国入間郡の災害―埼玉県入間郡
毛呂山町大谷木の山崩れと地盤沈下―   新井健司
原子力発電所の新しい耐震指針

神沼克伊

脇田 宏

人竹政和
岡田義光

金森博雄

堀 高峰
小山真人

座間信作

井上貴仁

萩原幸男
岡田義光

松澤 暢
編集部

長谷川 昭
吉井敏剋

17 本震・余震・群発地震
18 地震の周期性と活動期・静穏期
囲み記事・活断層の成熟度と地震の規模頻度予測

隈元 崇
・「津波Jと いう言葉はいつから
使われはじめたか?       都司嘉宣
・地震後火災を大火にしないためには

耐震補強            伯野元彦
地F~予知連絡会情報            岡田義光
◇第 171回 [20070219]◇ 第 172回 [20070409]
◇第 173回 [20070514]
書評・山中浩明ほか編著 地震の揺れを科学する

木下繁夫
・北後 寿著 近代都市の巨大地震災害を追う

伯野元彦
新刊紹介                  編集部
ADEP情報 平成 19年度前期の人事異動

441号 :Ⅲ 2007年 12月

エッセイ 地震学のすすめ
南海 トラフの巨大地震再来間隔変化の
メカニズム解明に向けて
1707年富士山宝永噴火
長周期地震動による被害と対策
―主に石油タンクを対象として一
動き始めた E―ディフェンス
～地震災害の軽減を目指して～

報道される地震災害死者数の時間的推移に

関する数理モデル

地震の基礎知識
19 地震の予知
20 東海地震
囲み記事・新潟周辺は異常に地震が多いか? 岡田義光
地震予知連絡会情報            野口伸一

◇第 174回 [20070820]◇ 第 175回 [20071119]
書評 。金 凡性著 明治 。大正の日本の地震学―
「ローカル・サイエンス」を超えて 藤井陽一郎
。日本地震学会地震予知検討委員会編
地震予知の科学

新刊紹介
ADEP情報 F`成 19年度の人事異動

45:号 :12008年 6月

エッセイ 津波警報システム
福井地震から60年
想定宮城県沖地震の震源域では何が
起こっているのか?           海野徳仁
迫り来る宮城県沖地震に備えて一地域の地震・地盤
環境に調和した地震対策の展開に向けて一 源栄正人
2007年新潟県中越沖地震の震源断層面と

柏崎刈羽の強震動       綴綴一起/三宅弘恵
囲み記事 。重力異常から地盤のゆれやすさがわかる!?

河野芳輝
。重力異常から活断層がわかる!?  萩原幸男

地震予知連絡会情報            野口伸一

◇第 176回 [20080218]◇第 177回 [20080519]
書評・佃 為成著 地震予知の最新科学   川崎一朗
新刊紹介                  編集部

114-地震ジャーナル 50号 (2010年 12月 )



ADEP情報 平成 20年度前期の人事異動
46号●2008年 J2月

エッセイ 耐震工学にも横たわる溝
―それをいかに越えるのか      中島正愛

関東地域の特異な震源分布         岡田義光
2008年岩手・宮城内陸地震で4000ガ ル   青井 真
中国の地震                石川有三

地震に負けない力を身につけるための防災教育
ネ冨禾ロイ申ラに

「緊急地震速報Jに関する対応と意識
―「平成 20年岩手・宮城内陸地震Jにおける
調査からの考察― 中森広道

囲み記事・原発の耐震安全性に関する6つ の誤解
伯野元彦

地震本部 トピックス/測地学分科会 トピックス

文部科学省研究開発局地震・防災研究課
地震予知連トピックス           野口伸一

◇第 178回 [200808181 ◆第 179回 [20081117]
書評 。目黒公郎ほか監修 緊急地震速報
―揺れる前にできること       武村雅之
・東京大学地震研究所監修 地震・津波と
火山の事典             木村政昭

新刊紹介                  編集部
ADEP情報 平成 20年度の人事異動

47号 ■20119年 6月

エッセイ 地震予知の可育旨陛を最初に唱えた人 ?
水谷 仁

浜田信生

津波予報の半世紀
(2)世界の津波警報体制の現状とその課題  山本雅博
2008年波川地震による被害と復旧のための

日中技術協力 13~田政則/呉 旭
波川大地震と天然ダムー唐家山天然ダムの

形成と防災対応―   池谷 浩/呉 旭/比留間雅紀
2008年 中国波川地震による都江堰市内の学校建築の

被害  壁谷澤寿海/李 康寧/楠 浩一/壁谷澤寿一

津波予報の半世紀
(1)わが国の津波予報業務

諏訪湖の「御神渡りJ成因論再考
地震予知連絡会の歴史小論
囲み記事 。震度で見た地震回数とMで見た

地震回数
・大地震に伴う気圧変動

地震本部 トビックス

文部科学省研究開発局地震・防災研究課
地震予知連 トピックス           野口伸一

◇第 180回 [20090216]◇ 第 181回 [20090410]
◇第 182回 [20090515]
書評・茂木清夫著 とらわれずに考えよう 地震・
火山・岩石破壊          津村建四朗

新刊紹介                  編集部
ADEP情報 平成 21年度前期の人事異動

48号●2009■コ2月

エッセイ 駿河湾で地震が起きた      平田 直
新しい気象庁震度階級関連解説表

地震予知の夢
横田 崇刀 1上徹人/下山利浩

佃 為成
1894年東京地震による飯能の斜面崩壊―「飯能町
`久美山中'で 350～ 360間崩壊墜落した山腹J
はどこか?               新井健司

浜口博之

植田 勲

岡田義光
綿田辰吾

大地震の地震断層と被害写真集
新刊紹介
ADEP情報 平成 21年度の人事異動

491号●2010年 6月

エッセイ プレート境界の固着の状態とその変化
島崎邦彦

内陸地震はどうして起こるのか?
2007年 中越沖地震の予測について

地震発生予測実験
アクロスと地震予知研究
GNSS地殻変動観測の将来
SARに よる地震像の把握
海底の動きを測る～GPS/音響測距結合方式
による海底地殻変動観測～

1960年および2010年 のチリ沖地震津波について

今村文彦
津波の力について             有川太郎
囲み記事・津波は海から来る洪水である   伯野元彦

・編集委員会からのお知らせ    萩原幸男
地震予知連 トピックス           野口伸一

◇第 185回 [20100215]◇ 第 186回 [20100521]
書評・川崎一朗著 災害社会        武村雅之
・里村幹夫編 地震防災        加藤照之

新刊紹介                  編集部
ADEP情報 平成 22年度前期の人事異動

50■引|120104F12り弓

特集号 これだけやればこれだけわかる
一明日の地震予知総合研究に向けて

エッセイ 地震ジャーナル 50号刊行に寄せて
地震システム科学の構築へ向けて

地震発生予測シミュレーションに向けて

総合地震シミュレーションの現状と展開
地震予知研究と火山噴火予知研究の連携の強化

村上 亮
海溝型地震予知の展望           松澤 暢
緊急地震速報と巨大地震          堀内茂木
日本周辺域の海底観測ネットヮークの構築  金田義行
グローバル津波研究の展開―過去 100年の歩み

今村文彦
平田 直
山岡耕春
今給黎哲郎
橋本 学

佐藤まりこ

応力連続観測と今後の地震予知研究―ボアホール

応力連続観測器の開発による今後の展開一 石井 紘
ハイパー・ハイブリント重力測定―地殻内
流体移動検出の高精度化を目指して   大久保修平
電磁気学的な地震予知研究が描く将来像

長尾年恭/竹内昭洋/吼印1 仁
地下水位観測による地殻変動の推定
―現状と展望―             小泉尚嗣
ミュオンを用いた断層のイメージング    田中宏幸
地震災害軽減のための国際協力       石川有三
地震予知連 トビックス           野国伸一

◇第 187回 [20100820]◇ 第 188回 [20101119]
書評・大田陽子ほか著 日本列島の地形学  衣笠善博
地震ジャーナル・既刊総目録 [41号～50号 ]
ADEP情報 平成 22年度の人事異動

四川大地震の地震像と被害の概要      林 愛明
超高層ビルの大型振動台実験

長江拓也/梶原浩一/井上貴仁/中島正愛
地震予知連 トピックス 野口伸一

◇第 183回 [20090821]◇ 第 184回 [20091120]
書評・林 愛明ほか著 四川大地震 中国四川

伯野元彦
編集部

飯尾能久
茂木清夫

高木章雄
岡田義光
平原和朗
堀 宗朗
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ADEP情報

財団法人 地震予知総合研究振興会 (ADEP)の 人事異動について

採用

増尾 健二  東濃地震科学研究所参事

退職

22  6  1

22 531

22 930

工藤 輝夫  東濃地震科学研究所参事
松村  稔  研究業務支持機構主任研究員

編集後記 ル腎冒χ≦話彗
を発刊するに至った 当財団設立 5
周年を記念して第 1号が創刊されて

以来,25年の歳月が経ったことにな

る この間,地震学およびその周辺
領域の観測研究は多大な進歩を成し

遂げた 本誌の巻頭言には,本財団
高木会長が 25年の進歩の歴史を振

り返って,主な出来事を記述してい

る 創刊号から50号まで辿って見
ても,一連の成果が滲み出て見える
ような気がする

特に1995年 の阪神淡路大震災を

契機に基盤観演1網の整備が進み,高
感度地震観測と共に,強震計観測お
よび地殻変動観測の相密なネット

ワークが日本列易をカバーできるこ

ととなった成果は大きい その結
果, 日本列島の 4次元的な動きを逐

一追及できる迄になったのである

今や地震学はその周辺領域を巻き込

んだ総合的な「地震システム科学J

に発展したと言える.

またもう一つの成果は従来の理系

分野を中心とした地震科学だけでは

なく,地震災害を視野に入れた工系
分野との連携強化である つまり地
震システム科学はひとり理系分野に

限らず,災害工学をも含んだ広領域
科学を意味する 理工連携の意図は
高感度地震観測網に強震計観測を加

えることで一応の実現を見た 強震
計観測は断層破壊の伝播を時間の経

過と共に把握することを可能にし

た しかし当該分野を除いて,更に
広い意味での理工連携は,実現した
とは言い難 tヽ

本財団の創立者である萩原尊濃先

生の財団設立の意図は地震予知総合

研究の実現,すなわち地震学とその

周辺領域科学との連携, さらには地

震災害軽減のための理工連携の実現

にあった。財団の名称「総合研究J

は理系における総合性だけではな

く,工系をも含めた幅広い総合性が
意図されたもので,創立者の先見性
には今更ながら驚きをもって接する

他はない 我々は先生のご意志を汲
み取って,総合性を常に心しなけれ
ばならない。

地震ジャーナルは早くから総合化

を行ってきたと言える 初代編集長
を 15年 にわたって務められた力武

常次先生の頃より,掲載する論文は
理学系のみならず,工学系,時には

社会学系の領域をもカバーしてき

た 現在編集会議は理学 2名 ,工学
2名 , それに事務局側委員 2名 の構

成になっていて,領域の配分を考慮
しつつ「総合研究Jに相応しい内容
の維持に努めている.

本誌創刊以来 25年の節目の時に

当たり,多 くの執筆者のご協力を得
て,こ の 50号を特集号「これだけや

れば, これだけわかる一明日の地震

予知総合研究へ向けて一」として発

イ予することができた そこでは, こ
れ迄の研究成果を振り返るのではな

く,む しろ研究成果を踏まえて,近
い将来達成できるであろう「夢Jに
重点を置いてご執筆願ったのであ

る 今後 25年,果たして夢が実現す
るか否か,研究の進展を大いに期待
したい.なお特集号の性格上, また

総ページ数の制限もあって,今回の

特集号は理系領域に限られたが,い

ずれ工系領域の特集号も企画する方

針である

編集後記または「編集会議からの

お知らせJを通して予告して来たよ

うに,本誌 51号より無料化を実施
する 無料化しても本誌の体裁や内
容がこれ迄と大幅に変わることはな

い 読者層に多くの若手研究者を取
り込むが, これ迄継続している読者

の方々への酉己送を止めることもな

い 本財団の公益法人への移行を目
前にして,公益性を高める事を期待
しての無料化である 本誌編集の方
針として,急激な変革をすることな
く,時代の推移と研究の発展に伴っ
て,徐々に改訂を重ねて来たし,今
回もこの方針には変わりはない。読

者諸賢におかれては,今後もますま
す本誌を愛読活用され, ご意見ご批

判を賜れば幸いである   (YH)

地震ジャーナル 第 50号
平成 22年 12月 20日 発行

発行所 01010064
東京都千代田区猿楽町 1518
71 03-3295-1966

財団法人

地震予知総合研究振興会

発行人 高 木 章 雄

繕臥 萩 原 幸 男

本誌に掲載の論説 記事の一部を引用さ
れる場合には,必ず出典を明記 して ドさ
い また,長文にわたり引用される場合
は,事前に当編集部へご連絡下 さい
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